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要 約 

 

第１章 地域の知財政策の現状と課題  【ヒアリング調査結果】  

  

我が国における知財政策は、２００２年１１月に、知的財産基本法が成立して以降、急速

に進展し、現在では、毎年、知的財産推進計画が策定されている。 
この知的財産推進計画は、国が策定する政策プランであるが、国の政策は、全国一律に画

一的で公平な政策を実施することには適しているものの、地域ごとに異なる地域の特性に配

慮した地域的な政策には適していない。現在は、「知的財産を活用する時代」に突入したと言

われているが、地域においては、知財活用の主体である地場産業や地方大学などの役割が重

要であり、このような地域の知的財産に対しては、国の施策よりも地方自治体の施策への期

待が大きいといえる。このような状況下、地方自治体において、知財政策を重要な地域政策

の一つとして検討することが求められており、現在では、２６の都道府県において、地域の

知的財産推進計画が策定されるに至っている。 
本調査研究では、知財政策の内、地域にとって重要な地方大学への支援策に焦点をあてて、

各都道府県における取組状況について調査を実施した。そして、地域の知財政策について、

①都道府県の知財政策に共通する施策、②地域の特性を活かした施策、の２つに分類し、ま

た、国の知財政策との役割分担という観点から、①国の施策の延長、②国の施策の補完、③

地方独自の施策、の３つに分類して分析した。そして、このような分析を踏まえて、「地域の

知財政策としての大学支援策」の在り方について考察した。 
 
（１）都道府県の知財政策に共通する施策 

 

（知財財産に関する普及・啓発） 

○知的財産に関する普及・啓発に関する施策は、ほとんどの都道府県において、知財政策

の重点施策の一つとして実施されている。特許出願の多い地域（東京都、大阪府）にお

いても、中小企業に対する施策として、知的財産の普及・啓発を推進している。 
 
○知的財産の普及・啓発の具体的な方法としては、「知財セミナーの開催」が最も多く、ほ

とんどの都道府県において実施されている。地域における知財セミナーの内容を分析す

ると、地域ごとに様々な工夫が見られ、「知識レベル別の企画」、「業種別の企画」、「知的

財産の寸劇」など、その地域の参加者のニーズを配慮した企画がなされている。 
 
○その他、「県民の発明の日」の設定（愛知県）や、「県民発明制度」の実施（鳥取県）に

より、地域において知的財産の普及・啓発を図っているところもある。 
 
（知的財産に関する情報提供） 

○知的財産に関する情報提供は、ほとんどの都道府県において、知財政策の一つとして実

施されており、知的財産の利用促進を図っている。 
 
○知的財産に関する情報提供の具体的な方法としては、都道府県のホームページを介して
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情報提供を行う方法が最も多い。情報提供の内容については、各都道府県において異な

っており、地域のニーズに配慮した内容になっているが、国の知財政策に関する情報を

提供している部分も多い。 
 
○情報提供の手段については、インターネットの他、関連機関における情報交換会（宮城

県）や関係機関の連絡会議（大阪府）等を開催することによって実施しているところも

ある。 
 

（２）地域の特性を活かした施策 

 
（外国関連施策について） 

○東京都、大阪府では、国際的な企業が多いという地域の特性に配慮して、外国出願に関

連した支援策を講じている。例えば、外国特許出願費用の助成、外国侵害調査費用の助

成などがある。最近では、東京都、大阪府以外でも、外国関連の知的財産に関する施策

を検討している都道府県もある。 
 
（模倣対策について） 

○福岡県、大阪府では、アジア地域との経済的な関係が比較的強いことから、特許製品や

登録種苗に対する模倣対策のニーズが高いという特性がある。そこで、輸入された違法

農産物に関する情報収集の実施（福岡県）、特許情報センターにおけるアジア関連情報の

充実（大阪府）などにより、模倣対策を積極的に推進しているところもある。 
 
（産業集積について） 

○宮城県、熊本県では、県外への産業の空洞化が懸念される中、地域の産業集積に資する

施策が講じられており、産業集積の推進に知財政策を活かす配慮がなされている。宮城

県の産業クラスター事業、熊本県のフォレスト構想などにおいては、産業集積の推進に

知財政策を活かす試みがなされている。 
 
（政策強化について） 

○鳥取県、北海道、愛知県では、知的財産に対する意識が比較的低く、地域の知的財産推

進計画の策定だけでは知財政策として不十分であり、更なる政策強化が求められている。

そこで、知的財産に関する条例の施行（鳥取県）、都道府県庁内における知財グループの

設置（北海道、愛知県）等により、知財政策の強化を図っている。 
 

（３）国と地方との役割分担 

 

（国の施策の延長） 

 ○国が実施している施策に対して、地方自治体が、同様な施策を実施することにより、「国

の施策の延長」として、施策の強化を図っているところがある。 

【例】出願関連費用の助成（東京都、大阪府） 
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（国の施策の補完） 

 ○国が実施している施策に関連する範囲で、国の施策が施されていない部分について、地

方自治体が施策を実施し、「国の施策の補完」をすることにより、施策の充実を図ってい

るところがある。【例】地域クラスターの周辺施策（宮城県） 

 

（地方独自の施策） 

 ○国が実施している施策とは独立して、地方自治体が、地域のニーズを配慮した上で、「地

方独自の施策」を実施しているところがある。【例】地域ブランド戦略（岐阜県） 

 

（４）地域の知財政策と大学支援策との関連性 

  
○都道府県から地方大学への支援策は、現在、まだ十分に実施されていない状況にある。

しかしながら、ヒアリング調査を行うと、徐々に施策が講じられつつあることがわかる。 
 
 ○知的財産の普及・啓発については、大学向けの知財セミナーの実施（愛知県）や、大学

等に対する対話型特許調査の実施（香川県）などにより、地方大学向け支援策を実施し

ているところがある。 
 
 ○知的財産に関する情報提供については、特許情報センター等における大学に向けた知財

情報の充実（大阪府）や、大学発の発明を多く盛り込んだ技術シーズ集の作成（愛知県）

などにより、地方大学向け支援策を実施しているところがある。 
  

第２章 地域の知財政策に関する質問票調査  【アンケート調査結果】 

  

○産学連携の推進のための制度整備は、当初は国が中心となって進められてきた。現在で

は、これに加え、地方自治体が主体となり、支援制度を整備しつつある。産学連携の主

体は、その受け手が企業である一方で、技術開発の担い手は大学や公設試験研究所であ

り、実際に制度を利用し、技術開発を行う主体でもある。知財関連の支援政策は、その

制度自身が施行されて間もなく、制度に対する具体的な評価についてまだ十分な検討が

行われていない。 
 

○そこで、各制度に対する評価を明らかにする目的で質問票調査を実施した。実施した期

間は 2007 年１月～２月にかけてである。対象は公設試験研究所、大学等、７０４組織

である。回答数は 233 件であり、回収率は３３％であった。質問内容は、知的財産政策

に関する評価と産学連携の成功事例に対する政府・地方自治体の施策の関与度合等であ

る。 
 
（知財政策に対する印象） 

○知財政策の印象を人的、物的、資金的に分けて聞いた結果は、いずれの支援においても

半分近い組織において役だっているとの結果となった。回答組織別に、国の政策、都道

府県の政策に対する評価を見た結果は、国の政策は大学からの評価が高く、都道府県の

 - 3 -



政策の評価は公設試験研究所からの評価が高くなっている。ただし、都道府県の政策に

対する公設試験研究所からの評価で、物的支援のみ、大学からの評価の方が相対的に高

くなっている傾向がみられた。 
 
（知的財産推進計画に対する評価） 

○知財推進計画に対する評価は、５０％近い組織で、「有益」「やや有益」との評価が得ら

れたが、これも組織別に集計すると公設試験研究所よりも大学の方が、評価が高くなっ

ている。公設試験研究所は、地域産業振興のために様々な活動をしているが、この結果

からみると、現在の施策は公設試験研究所のスキームになじんでいない可能性が指摘で

きる。一方で、地方自治体の知財推進計画を有する都道府県に属する組織にその印象を

聞いたところ、公設試験研究所の回答は、国の評価よりもやや高い評価を得た。 
 
○回答の自由記述欄には、知財となじみのない活動内容であるとの指摘がみられた。大学

も公設試験研究所も、取り扱う技術の分野は多様である。この中で、知財に対する意識

の低い分野については、今後知財政策を進めるべきか否かを含め、どのような推進計画

を立案するかを検討する必要があろう。 
 
（技術移転の成功事例） 

○技術移転の成功事例について質問した結果、大学では医薬品工業、公設試験研究所では

食品工業の連携を成功とするケースが多かった。成功事例に対する外部組織の関与では、

大学は国の、公設試験研究所では都道府県庁・他の公設試験研究所との連携が多くみら

れた。都道府県は、製品開発、権利化の過程で各成功事例に関与をしており、ハンズオ

ンで技術開発と技術移転を振興していることが伺える。大学の持つ知識の産業での重要

性は産業によって異なるとの調査結果があるが、地域振興の視点では、地域の地場産業

や中小企業をいかにして振興するかが重要な鍵となる。ハンズオンによる手厚い支援は、

地域産業を振興するための方策の一つであることが伺えよう。 
 

第３章 地域の知財政策に関する計量分析  【計量分析結果】 

 
○ここでは公開データを用いて、2003 年から各地方自治体で進められてきた知的財産推進

戦略がどのようなインパクトを持つのか、計量経済学の手法を用いて分析する。各都道

府県の知財戦略は 2002 年度に福岡県「福岡県農産物知的財産戦略」、鳥取県「島根県知

的財産活用戦略」が策定され、2003 年度に東京都「中小企業の知的財産活用のための東

京戦略」には大阪府「大阪府知的財産戦略指針」、秋田県「秋田県知的財産戦略」、北海

道「北海道知的財産戦略推進方策」、愛知県「あいち知的財産創造プラン」などが策定さ

れた。それ以降にも福島県、群馬県、栃木県、茨城県、埼玉県、福井県、長崎県でおい

て知的財産戦略が策定さ、2006 年まで 22 都道府県において知的財産戦略が策定されて

いる。同時に 15 県において、今後知的財産戦略を策定予定であり、知的財産戦略策定

の動きは全国に広がりつつある。そのメニューは多岐に渡るが、知的財産権の創造、保

護、活用を推進し、地方経済を活性化させる、という目的は共通している。 
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○ただし、これらの知財政策が有効であったかどうか、未だに計量的分析が行われていな

いのが実情である。本章ではある一定の限界はあるものの、現時点で入手可能なデータ

を使って、各地方自治体の知的財産推進戦略が特許出願数、商標出願数にどのような影

響を与えたかを分析する。分析では近年、政策評価に関する分析として広く利用されて

きた、Difference in Differences Analysis（差分の差分法）を使う。この手法は従来の

計量経済分析手法を応用することにより政策効果をより正確に推計することができ、労

働、医療など、幅広い政策の効果を推計するケースで利用されている。 
  

○分析の結果は以下の通りである。第一に、知的財産推進戦略を策定した都道府県の特許

出願数、商標出願数に統計的に有意な上昇が見られた。第二に、知的財産推進戦略を策

定した年度ごとに都道府県を分けて、知的財産推進計画の効果を推計したところ、2003
年度に知的財産推進計画を策定した都道府県のみで有意に特許出願数、商標出願数が増

加することが確認された。この結果は先進的な都道府県のみで知的財産推進計画が効果

を持つことを意味し、必ずしもすべての都道府県で知的財産推進計画が効果を持つとは

限らないことを示唆する。 
 
第５章 地域の知財政策に関するガイドライン策定に向けて  －提言－ 

 
（１）都道府県の知財政策に共通する施策 

 

（知財財産に関する普及・啓発） 

○知的財産に関する普及・啓発に関する施策は、ほとんどの都道府県において実施されて

おり、必要性の高い事項であることから、今後、地域の知財政策の企画・立案において、

必ず実施すべき必須項目として位置づけることが重要である。 
 
○知的財産に関する普及・啓発の具体的な手法としては、知財セミナーの開催が最も一般

的な方法であり、その評価も高いことから、今後、地域の知財政策の企画・立案におい

ても、知財セミナーの開催を積極的に計画することが重要である。 
 
○知財セミナーの開催に関しては、国が主催する知財セミナーと地方自治体が主催する知

財セミナーとの間で調整が重要である。両者で重複した内容のセミナーを同時期に開催

した場合、施策の効果が十分に発揮できないこととなるので注意を要する。 
 
○国と地方自治体の知財セミナーの重複を排除するためには、国と地方自治体が共催して

知財セミナーを実施するという手法がある。ただし、国と地方自治体の各々の長所を十

分に生かすためには、国はミニマムな内容、地方自治体は地域のニーズに配慮した内容

の知財セミナーを開催することが最適な手法である。 
 
○知財セミナー以外の手法としては、「県民の発明の日」（愛知県）などを設定して、知財

の普及・啓発を図っているところや、「県民発明制度」（鳥取県）により県民の発明を奨

励しているところもある。これについては、地域によって様々な取組が行われているの
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で、地域間の情報交換を積極的に行うことによって、地方自治体同士でも、お互いに有

益な政策については、その情報を共有することが大切である。 
 
（知的財産に関する情報提供） 

○知的財産に関する情報提供は、ほとんどの都道府県において実施されており、重要な施

策の一つであることから、今後、地域の知財政策の企画・立案においても、必ず実施す

べき必須項目として位置づけることが重要である。 
 
○知的財産に関する情報提供の具体的な方法は、都道府県のホームページを介して情報の

提供を行う方法であるが、情報提供に対するニーズは、各都道府県において異なること

から、地域のニーズに対応した必要性の高い情報を選択して提供することが必要である。 
 
○都道府県のホームページでは、国の知財政策に関する情報を提供している部分も多い。

日本全体に知的財産の普及・啓発がまだ十分でない現状を鑑みると、国の情報を地方自

治体においても情報提供することにより、国の情報へのアクセスを促進・容易化するこ

とは、知的財産の普及・啓発を推進する上で有益な手段であるといえる。 
 
○最近の知財政策（国の施策）は、制度改正等、変化のスピードが速いので、地方自治体

においては、内容の漏れや更新の遅れがないように配慮することが大切である。このた

め、「国と地方自治体の間の情報交換」について、十分に実施することが大切である。 
 
（２）地域の特性を活かした施策 

 

○地域の特性を活かした施策については、各地域で様々な取組が行われているので、地方

自治体同士でお互いに情報を共有することは非常に有益である。上記「国と地方自治体

の間の情報交換」のみならず、地方自治体間の情報交換についても積極的に実施するこ

とが大切である。 
 
○地域の特性を活かした施策について情報交換を行う際には、各施策について必要な分析

を施すことにより、情報を活用しやすく整理した上で情報提供を行うことが大切である。

本報告書では、地域の特性を活かした施策について、外国関連施策、模倣品対策、産業

集積策、政策強化策など、知的財産の特徴や政策の課題などに応じて区分して分析を行

っており、このような方法による情報の整理も一案であると考えられる。 
 
○地方自治体間の情報交換については、国の役割が重要である。各地の地方自治体の情報

を広く共有したいときに、地方自治体が１対１の情報交換を実施していたのでは、情報

の共有化は非効率である。今後は、国が中心になって、各地域の特性を活かした政策を

調査して分析を行い、その情報を地方自治体に広く提供することが必要である。地方自

治体の取組に関する情報の分析・提供を、国が中心になって推進することは、今後の地

域の知財政策の発展にとってきわめて有益であると考えられる。 
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（３）国と地方との役割分担 

 

○国の政策は、全国一律に画一的で公平な政策を実施することには適しているものの、地

域ごとに異なる地域の特性に配慮した地域的な政策には適していない。現在は、「知的財

産を活用する時代」に突入したと言われているが、地域においては、知財活用の主体で

ある地場産業や地方大学などの役割が重要であり、このような地域の知的財産に対して

は、国の施策よりも地方自治体の施策への期待が大きいといえる。 
 

○知財政策は、比較的新しい政策であることから実績も少なく、国と地方の役割分担が明

確に整理されているとは言い難い状況にある。しかしながら、今後、知財政策を無駄な

く有効に実施するためには、国と地方の役割分担を明確にした上で施策を推進すること

が必要不可欠である。 

 

○地域の特性を活かした施策について情報交換を行う際には、各施策について必要な分析

を施すことにより、情報を活用しやすく整理した上で情報提供を行うことが大切である。

本報告書では、地域の特性を活かした施策について、外国関連施策、模倣品対策、産業

集積策、政策強化策など、知的財産の特徴や政策の課題などに応じて区分して分析を行

っており、このような方法による情報の整理も一案であると考えられる。 
 

○国と地方の役割分担を推進するためには、現状を踏まえて役割分担の在り方を分析し、

政策の分類・整理をした上で実施することが必要である。本報告書では、国と地方自治

体の役割分担について、①国の施策の延長、②国の施策の補完、③地方独自の施策など

に応じて区分して分析を行っており、このような方法による政策の整理も一案であると

考えられる。 
 
 
（４）地方における知財政策と大学支援策との関連性 

  
 ○地方大学は、地方における知的財産の創出主体として重要な役割を担っていることから、

地域の知財政策として、その支援策を実施することはきわめて重要なことといえる。今

後は、地域における知財政策の中に、地方大学への支援策を重要課題の一つとして位置

づけ、その具体的施策について十分に検討することが大切であると考えられる。 

 

 ○地方における知財政策として大学支援策を実施する際には、本報告書で示されているよ

うな「地域の特性を活かした知財政策の在り方」を十分に考慮して実施することが重要

である。 
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本 文 



序 章 

  

１．本調査研究の目的 

 

国レベルでの知財政策については、知的財産推進計画（知的財産戦略本部）を始め、様々

な取組が行われているが、地域レベルの知財政策については、各地域において、まだ、十分

な実施計画が策定されていないところが多い。したがって、地域の知財政策の成功事例をと

りまとめ、知財政策のガイドラインを策定することは、地域の知財政策を推進する上で、そ

の意義は極めて大きいといえる。 

また、地域の知財政策は広範・多岐に亘るが、それぞれの技術分野や政策領域毎に、自治体

がどこまで企業活動に関与し公費投入を行うことが適切か、根拠は明らかにされていない。

このため、厳しい財政制約の中、予算措置困難等の理由により、必要な施策の展開ができな

い場合がある一方で、「知財ブーム」の中、過剰な市場介入・公金投入により、むしろ企業活

力を阻害している場合も伺える。 

国でなく自治体が知財政策を推進することのメリットは、 (a)所管官庁が複数に跨るため、

縦割りの弊害が大きい中央政府ではなく、 (b)企業ニーズに近接した小さな地方政府として

横断的・統一的施策の展開が容易な点にある。しかしながら、その効果は実証的には明らか

にされていないため、これを具体的に検証する必要がある。 

 自治体による適切な知財政策の実践は、自力での産業財産権実施が困難な地場の中小企業

による活用を可能とさせ、その公開を通じて一般企業の生産性向上に資するのみならず、民

間部門では負担が困難な巨額投資を必要とする技術開発を通じて、さらには無駄な公金投入

を排し企業の税負担を軽減することを通じて、地域産業の振興・活性化に資する。本研究は、

知財政策における大学支援策について、公的介入・費用負担の適切な水準を理論的・実証的

に明らかにすることにより、知財政策としての大学支援策を実践するためのガイドラインの

策定に有益な情報を提供することを目的として実施する。 

 

２．本調査研究のアプローチ 

 

(1) 地域の知財政策としての大学支援策に関する実態調査 

 

大学で創出された産業財産権の活用に対する自治体の支援策を調査する。都道府県・政令

指定都市及び中核市クラス以上の市町村等を対象として、ヒアリング調査及びアンケート調

査を行い、大学支援策に関する事例集を作成すると共に、成功事例に共通する施策を抽出し

て成功要因の分析を行う。 

地域の知財政策としての大学支援策には、以下のような施策が挙げられる。 

(a)産業財産権に対する助成制度、 

学内ベンチャー、技術開発支援のための優遇税制、融資・補助制度 

(b)大学における産業財産権の実施等に関する法的コンサルティング・訴訟代行 

(c)直接技術開発及び成果の供与に関する公設大学の予算・人員配置 

(d)産学連携のためのコーディネート 

(e)その他、知財業務に関する相談機能、情報提供等 
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(2) 地域の知財政策に関する計量分析 

 

①ここでは公開データを用いて、2003 年から各地方自治体で進められてきた知的財産推進

戦略がどのようなインパクトを持つのか、計量経済学の手法を用いて分析する。各都道

府県の知財戦略は 2002 年度に福岡県「福岡県農産物知的財産戦略」、鳥取県「島根県知

的財産活用戦略」が策定され、2003 年度に東京都「中小企業の知的財産活用のための東

京戦略」には大阪府「大阪府知的財産戦略指針」、秋田県「秋田県知的財産戦略」、北海

道「北海道知的財産戦略推進方策」、愛知県「あいち知的財産創造プラン」などが策定さ

れた。それ以降にも福島県、群馬県、栃木県、茨城県、埼玉県、福井県、長崎県でおい

て知的財産戦略が策定さ、2006 年まで 22 都道府県において知的財産戦略が策定されて

いる。同時に 15 県において、今後知的財産戦略を策定予定であり、知的財産戦略策定

の動きは全国に広がりつつある。そのメニューは多岐に渡るが、知的財産権の創造、保

護、活用を推進し、地方経済を活性化させる、という目的は共通している。 
  

②ただし、これらの知財政策が有効であったかどうか、未だに計量的分析が行われていな

いのが実情である。本章ではある一定の限界はあるものの、現時点で入手可能なデータ

を使って、各地方自治体の知的財産推進戦略が特許出願数、商標出願数にどのような影

響を与えたかを分析する。分析では近年、政策評価に関する分析として広く利用されて

きた、Difference in Differences Analysis（差分の差分法）を使う。この手法は従来

の計量経済分析手法を応用することにより政策効果をより正確に推計することができ、

労働、医療など、幅広い政策の効果を推計するケースで利用されている。 

 

(3) 地域の知財政策として大学支援策を実施するためのガイドライン策定 

 

上記(1)(2)の分析結果から、地域の知財政策として大学支援策を実施するためのガイドラ

インを策定する。 
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第１章 地域の知財政策の現状と課題       －ヒアリング調査結果－ 

 

第１節 はじめに 

 

この章では、地域の知財政策の現状と課題について調査を行った結果について報告する。

本調査は、経済産業局、及び、各都道府県庁に対するヒアリング調査の他、地域の知的財

産推進計画などの文献調査により実施した。 

 

 

第２節 地域の知財政策の背景 

 

（１）我が国の知財政策の経緯 

 我が国における知財政策は、２００２年２月に、当時の総理大臣（小泉総理大臣）が施

政方針演説の中で、知的財産の重要性について言及されたことから急速に進展した。この

施政方針演説では、「研究活動や創造活動の成果を、知的財産として、戦略的に保護・活用

し、我が国産業の国際競争力を強化することを国家の目標とする」ことが示され、知財立

国に向けた知財政策が本格的にスタートすることとなった。 
 
 その後、２００２年１１月に知的財産基本法が公布され、これを受けて、２００３年３

月に知的財産戦略本部が発足し、同年７月に、知的財産推進計画２００３が策定された。 
 ２００４年以降も、毎年、知的財産推進計画が策定されることになったが、最初の３年

間（２００３年～２００５年）で、概ね知的財産に関する制度の整備、体制の整備が進み、

その結果、２００６年以降は、いよいよ知的財産を活用する時代が到来したと言われてい

る。２００３年から２００５年までの最初の３年間を第一期とし、２００６年からの３年

間を第二期として、各々区分することができる。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

【出典】政策研究院

 

 

２００２年
施政方針
演説

第１期 第２期

１.知的財産基本法の施行状況及び今後の方針について

２００３ ２００５２００４ ２００６ ２００８２００７年度

○基本的な制度改革を
実施

○産学官の協力体制
の整備

○知的財産立国の実効を
上げる

○知的財産を活用した国
際競争力強化

○新たな課題に対応した
制度整備

シンポジウム（平成１９年３月６日）における内閣官房による発表資料より作成 
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（２）地域の知財政策の視点 

 
 地域の知財政策については、知的財産基本法の中でも指摘されている。知的財産基本法

第６条には、「地方公共団体の責務」として、以下のように規定されている。 

 

 
●知的財産基本法第６条（地方公共団体の責務） 
 地方公共団体は、基本理念にのっとり、知的財産の創造、保護及び活用に関し。

国との適切な役割分担を踏まえて、その地方公共団体の区域の特性を生かした自主

的な施策を策定し、及び実施する責務を有する。 

また、知的財産推進計画２００６においても、地域の知財政策の視点が盛り込まれてお

り、地域の知財政策に対する期待の高まりが示されている。 
 
 

 
【出典】知的財産推進計画２００６（平成１８年６月）目次  
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（３）地域の知財政策への期待 

 
現在は、知財立国への道のりにおける第二期として、知的財産を活用する時代に入って

いる。したがって、いかにして知的財産を活用するかが重要な政策課題となっている。こ

のような状況下、地域の地方自治体の役割は重要である。なぜなら、地方自治体は、企業、

大学、研究所などのプレイヤーの身近に存在し、地域に特有のニーズを踏まえた適切な政

策を企画・立案することに適しているためである。「地域の特性を活かした知財政策」の担

い手として、地方自治体への期待が大きいといえる。 
 
 国の政策は、全国一律に公平な政策には適しているが、各々の地域ごとに異なる特性に

配慮した政策には限界があると考えられる。今後、知財政策を検討する際には、「国から地

方へ」という流れの中で、地域の知財政策を重要な課題の一つとして検討することが必要

であると考えられる。このような状況下、各都道府県において、地域の知財戦略を策定す

る動きが加速化しており、現時点では、２６の都道府県が地域の知財戦略を作成するに行

っている。 
 

 

22

地方公共団体の知財戦略づくり

東京都
◆中小企業の知的財産活用のための東京戦略
（２００３年８月）

策定済

策定中
策定予定

福岡県
◆福岡県農産物知的財産戦略
（２００３年3月）

島根県
◆島根県知的財産活用戦略
（２００３年3月）

大阪府
◆大阪府知的財産戦略指針
（２００４年２月）

愛知県
◆あいち知的財産創造プラン（２００４年3月）

茨城県
◆いばらぎ知的財産戦略（２００５年2月）

北海道
◆北海道知的財産戦略推進方策
（２００４年6月）

福島県
◆うつくしま、ふくしま知的財産戦略（２００５年2月）

群馬県
◆ぐんま知的財産戦略
（２００５年３月）

長崎県
◆長崎県知的財産戦略（２００５年３月）

（0７年１月内閣官房調べ）

宮城県
◆みやぎ知的財産活用推進方策（２００６年３月）

秋田県
◆秋田県知的財産戦略
（２００４年3月）

栃木県
◆とちぎ知的財産活性化推進方策（２００５年3月）

青森県
◆青森県知的創造サイクル推進方策（２００６年３月）

三重県
◆三重県知的財産戦略ビジョン（２００６年3月）

千葉県
◆千葉県知的財産戦略（２００６年３月）

埼玉県
◆埼玉県知的財産戦略（２００５年3月）

鳥取県
◆とっとり知的財産活用プラン
（２００６年3月）
※鳥取県知的財産の創造等に関する
基本条例（２００６年4月）

山梨県
◆やまなし知的財産戦略
（２００６年２月）

石川県
◆石川県知的財産活用プログラム
（２００６年１月）

○策定済２６都道府県、策定予定１１県

策定予定
○岩手県 ○新潟県 ○富山県 ○長野県 ○奈良県
○和歌山県 ○愛媛県 ○高知県 ○佐賀県 ○宮崎県
○鹿児島県

策定予定
○岩手県 ○新潟県 ○富山県 ○長野県 ○奈良県
○和歌山県 ○愛媛県 ○高知県 ○佐賀県 ○宮崎県
○鹿児島県

福井県
◆福井県知的財産活用プログラム
（２００５年3月）

神奈川県
◆神奈川県知的財産活用促進指針（２００６年８月）

徳島県
◆徳島県知的財産推進指針
（２００６年１２月）

大分県
◆大分県知的財産活性化指針
（２００６年２月）

沖縄県／沖縄地域知的財産戦略本部
◆沖縄地域知的財産推進計画（２００６年3月）

滋賀県
◆滋賀県知的財産戦略プラン
（２００６年１２月）

【出典】政策研究院シンポジウム（平成１９年３月６日）における内閣官房による発表資料 
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（４）地域の知財戦略を策定するためのポイント 

 
地域の知財戦略を考える上で必要な視点は、前述の通り、「地域の特性」にあると言うこ

とができるが、もう少し具体的に考えると、次のように整理することができる。 
 
 ①産業財産権 
  中小企業への支援により、地場産業の活性化を含めて、地域産業の競争力強化を図る。

また、大学等の活性化により、大学の国際競争力を図る。 
 
 ②地域ブランド 
  地域のブランド力を高めることにより、地域の特産物の販売力の強化を図るとともに、

観光客誘致の促進を図る。 
 
 ③コンテンツ 
  ロケ誘致を含め、地域の特性を活かしたコンテンツの保護と普及を図ることにより、

地域のイメージアップを図る。 
 
 

【

出

典

】

政

策

研

究

院

シ

ン

ポ

ジ

ウ

ム

（

平

成１９年３月６日）における内閣官房による発表資料 

地域知的財産戦略

地域の発展

地域の特性を活かした知財戦略

産業財産権
・地場産業の活性化
・大学の競争力強化

コンテンツ
・ロケ誘致
・地域のイメージアップ

地域ブランド
・特産物の販売力強化
・観光客誘致
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第３節 地域の知財政策の現状 

 

【調査の概要】 

 
 地域の知財政策の現状を把握するため、都道府県の知財担当者に対してヒアリング調査

及び文献調査を実施した。北は北海道、南は沖縄県に至るまで、広域的に調査を実施した。

以下、地方別に区分して、調査結果について報告する。 
 
 
 

【出典】政策研究院シンポジウム（平成１９年３月６日）における内閣官房による発表資料 

18

地域における科学技術の振興地域における科学技術の振興

②地域における産学官コンソーシアムによる研究開発

地域新生コンソーシアム研究開発事業

地域における大学等の技術シーズを活用した産学官の共同
研究体制の下で、実用化に向けた研究開発を実施。
平成１８年度 １６３億円 （１７年度 １３６億円）

③地域における中堅・中小企業の技術開発の支援

産業クラスター計画（第Ⅱ期）

地域経済の発展は我が国経済全体の活性化に不可欠。そのため、地域における産学連携の推
進や、地域における中堅・中小企業の技術開発を支援。

地域新規産業創造技術開発費補助事業

中堅・中小企業による新分野進出やベンチャー企業による
新規創業のための、リスクの高い実用化技術開発を支援。
平成１８年度 ５１億円 （１７年度 ６４億円）

中部経済産業局

◇東海ものづくり創生プロジェクト
モノ作り分野 約１，３５０社 ３０大学

◇東海バイオものづくり創生プロジェクト
バイオ分野 約５０社 ４６大学

◇北陸ものづくり創生プロジェクト
モノ作り分野 約２３０社 １３大学

－全国１７プロジェクト、約９，１００社、約２９０大学※－

北海経済産業局

◇北海道スーパー・クラスター振興戦略Ⅱ
情報・バイオ分野 約７１０社 ３２大学

近畿経済産業局

◇近畿バイオクラスタープロジェクト Bio Cluster
バイオ分野 約３２０社 ５４大学

◇関西フロントランナープロジェクト Neo Cluster
モノ作り分野・エネルギー 約６５０社 １８大学

◇環境ビジネスKANSAIプロジェクト Green Cluster
環境分野 約５０社 １大学

九州経済産業局

◇九州地域環境・リサイクル産業交流プラザ
（K-RIP）
環境分野 約３５０社 ２４大学

◇九州シリコン・クラスター計画
半導体分野 約３６０社 １０大学

沖縄総合事務局経済産業部

◇OKINAWA型産業振興プロジェクト
情報・健康・環境・加工交易分野 約２６０社 ６大学

東北経済産業局

◇ＴＯＨＯＫＵものづくりコリドー
モノ作り分野 約５３０社 ３１大学

関東経済産業局
～広域関東圏産業クラスター推進ネットワーク～

◇地域産業活性化プロジェクト
・首都圏西部ネットワーク支援活動（ＴＡＭＡ）
・中央自動車道沿線ネットワーク支援活動
・東葛川口つくば（ＴＸ沿線）ネットワーク支援活動
・三遠南信ネットワーク支援活動
・首都圏北部ネットワーク支援活動
・京浜ネットワーク支援活動
モノ作り分野 約２，３４０社 ８０大学

◇バイオベンチャーの育成
バイオ分野 約３１０社

◇情報ベンチャーの育成
ＩＴ分野 約７２０社 ７大学

中国経済産業局

◇次世代中核産業形成プロジェクト
モノ作り、バイオ、ＩＴ分野 約３００社 ２９大学

◇循環・環境型社会形成プロジェクト
環境分野 約２００社 ２４大学

四国経済産業局

◇四国テクノブリッジ計画
モノ作り、健康・バイオ分野 約３９０社 ５大学

産業クラスター計画の推進
１７地域、約９１００社、約２９０大学が連携し、実用化

技術開発を推進（平成１８年度から第Ⅱ期計画開始）。

※平成１８年４月１日時点

広域的新事業支援連携等補助事業

地域における支援機関への支援を通じて、企業と大学、研究
機関、商社等とのネットワーク形成や、ベンチャー・第二創業等
の具体的な新事業創出・事業化支援を行う。
平成１８年度 １９億円 （１７年度 １９億円）

①産学官のネットワーク形成
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北海道地方 

 
 
１．北海道地方の概要 

 
（知的財産の活用状況） 

北海道における知的財産の状況は、北海道全体（2004 年）で、特許出願 1,164 件、実用

新案 149 件、意匠 204 件、商標 1,741 件という状況であり、特許出願が少ない点が特徴に

なっている。 
 

 
 
 
 
 
 
 
 

          

○特許等出願件数（2004） 

  全  道   全国比 

特   許 1,164 0.28% 

実用新案 149 1.87% 

意   匠 204 0.50% 

商   標 1,741 1.35% 

     計 3,258 0.54% 

     
【出典】政策研究院シンポジウム（平成１９年３月６日）における北海道庁の発表資料 

 

（北海道知的財産本部） 

 北海道地方の知的財産戦略本部は、経済産業局と北海道との共同で、平成１７年７月に

設置された。道内の関連機関が、以下の 7 つの取組方針に基づいて、中小企業等のニーズ

に対応した知的財産に関する効果的な支援を実施し、知的財産に関する意識の向上や適切

な活用の促進を図るなど、知的財産の創造・保護・活用からなる「知的創造サイクル」の

加速化をサポートしている。 
 

（取組方針） 
 (1) 大学、企業等における知的財産の創造の推進 
 (2) 模倣品・海賊版に対する啓発、取締強化等知的財産の保護 
 (3) 中小・ベンチャー企業に対する支援等知的財産の活用 
 (4) 知的財産を活用した地域ブランドの確立 
 (5) 知的財産に関する支援機関・人材のネットワーク化 
 (6) 知的財産に関する相談体制の強化 
 (7) 知的財産関連人材の育成及び制度等の普及啓発 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

【出典】政策研究院シンポジウム（平成１９年３月６日）における北海道庁の発表資料 
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２．都道府県による事例  －北海道－ 

 
（知財政策の取組状況） 

 北海道庁の知財政策への取組は、図のとおりであるが、大学・公設試への支援策に有益

な施策として、以下の３つの視点を紹介する。 
 
① 知的財産グループの設置（２００５．４） 

通常、都道府県において、知財担当者は非常に少なく、「知財担当者数：１名」とい

うところも多い。それに対して、知的財産グループの場合には、複数の担当者が知

的財産に関する業務を担当することが可能となり、大学・公設試へのより適切な対

応が可能となる。 
 

② 北海道知的財産推進本部の共同設置（２００５．３） 
経済産業局と北海道が連携することにより、国の施策と地方の施策との関係も調整

が可能となるため、大学・公設試への対応を含め、より適切な知財政策の実現が可

能となる。 
 

③ 道立試験研究機関職員の研修 
知的財産に関する研修は、広い範囲の学問領域に及ぶものであるため、研修内容に

ついては、研修を受講する者の業務内容に応じて、最も適した内容の研修が提供さ

れることが望ましいと考えられる。その意味で、公設試の職員に対する研修を行う

ことは、公設試への施策として有益であると考えられる。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

【出典】政策研究院シンポジウム（平成１９年３月６日）における北海道庁の発表資料 

 

道のとりくみ

① 知的財産グループの設置（２００５．４）

② 北海道知的財産推進本部の設置（２００５．３）

③ 弁理士会との協力協定の締結（２００５．７）

④ 地域ブランドの取り組み

⑤ 北海道知的財産活用システムの開設（２００６．４）

⑥ 知財マネジメント研修の実施

⑦ 知的財産タウンセミナーの開催

⑧ 道立試験研究機関職員の研修
詳細別紙
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（地域の知的財産推進計画について） 

○北海道では、平成１６年６月に北海道知的財産戦略推進方策が策定されて、①競争力

のある中小企業の育成、②安全・安心な農林水産物の供給とブランド化、③道立試験

研究機関の効果的な活用が３本柱となっている。 
 
○大学、公設試への支援策という観点からみると、下図に示される具体的な取組方策が

提示されている。 
  

【出典】政策研究院シンポジウム（平成１９年３月６日）における北海道庁の発表資料 

具体の取組方策

① 出願手続の迅速化

② 職務発明等認定手続の専門化の要否

③ 出願・維持費用の確保

④ 研究員へのインセンティブの確保

→実施補償金の上限撤廃

⑤ リエゾン（橋渡し）機能の強化

⑥ ＴＬＯなどの外部機能の活用

⑦ 権利取得や放棄、譲渡などの取扱基準の策定

⑧ 出願から権利の維持まで管理の一元化

⑨ 研究職員に対する知的財産研修の充実

⑩ 札幌医科大学における知的財産戦略の構築

 
 ○大学・公設試への支援策の事例としては、次の３つの構想が検討されており、いずれ

も、道内の産官学連携事業として重要な施策であると考えられる。 
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【出典】北海道知的財産戦略推進方策（平成１６年６月）p.20 
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【出典】北海道知的財産戦略推進方策（平成１６年６月）p.21  
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【出典】北海道知的財産戦略推進方策（平成１６年６月）p.22  
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（今後の課題） 

 ○北海道では特許出願が少ないという特徴がある。その課題を解決するためには、大学・

公設試を含めた産官学の連携が重要である。産官学連携事業に関する前記構想も、有

益な施策であると考えられる。 

【出典】政策研究院シンポジウム（平成１９年３月６日）における北海道庁の発表資料 

知財施策推進の課題

○知財の本質に関わるもの
知財は縁の下の力持ち 企業において知財は事業推進の一つの手段

（即効性の問題、事業者の意欲・体力の問題、施策予算措置の問題）

○知財の本質に関わるもの

○道有特許等の取り扱い

知財は縁の下の力持ち 企業において知財は事業推進の一つの手段

（即効性の問題、事業者の意欲・体力の問題、施策予算措置の問題）

～ 発明評価の方法、不実施機関としての知財ポリシー○道有特許等の取り扱い

○地域における知財政策の限界

～ 発明評価の方法、不実施機関としての知財ポリシー

～ 知財紛争 地元の地方裁判所の選択不可○地域における知財政策の限界

○コンテンツ分野への対応

～ 知財紛争 地元の地方裁判所の選択不可

～ コンテンツ版バイドール法など○コンテンツ分野への対応 ～ コンテンツ版バイドール法など

○知財の範囲に
関わるもの

○知財の範囲に
関わるもの

創造

保護

活用

大学・公設試との共同研究、研究開発資金助成

事業化資金助成、融資（金融機関）

「知財施策」の範囲？

○当面の課題（作業）～・具体事業の工程表の策定
・「北海道科学技術振興指針」の見直しにおける知財部門の設定
・地域展開の検討

○当面の課題（作業）～・具体事業の工程表の策定
・「北海道科学技術振興指針」の見直しにおける知財部門の設定
・地域展開の検討

知的創造サイクル
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東北地方 

 
 
１．東北地方の概要 

 
（知的財産の現状） 

 ○特許出願は多いが、その活用が低調。知的財産の活用に関する意識が希薄であることや、

東京等、東北地方以外に技術が流出（移転）されることが原因ではないかと考えられる。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

【出典】東北地域知財戦略推進計画（平成１８年３月）p.19 
 

 
（東北知的財産戦略本部） 

○東北地域知財産略本部は、東北地域における知的財産の創造・保護・活用による地域経

済活性化を目指すために、平成１７年７月８日に設置された。 その後、平成１８年３月

には、東北地域知的財産戦略推進計画が策定されている。 

 
  ○東北地域知的財産戦略推進計画知的創造サイクルの確立を基本戦略としているが、東北

域内でサイクルを確立することが強調されており、技術移転については「域内への移転」

を重視している。また、知財政策の方向性として、地域クラスター等との連携も強調さ

れており、「域内」を重視する視点が伺われる。 
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【出典】政策研究院シンポジウム（平成１９年３月６日）における宮城県庁の発表資料 

 

 

 

２．都道府県による事例  －宮城県－ 

 
（知的財産の現状） 

○宮城県の特許出願は、最近の動向を見ると、大きな変動はなく、平成１６年で１３８１

件であった。日本全体では概ね２０位であり、全国中位といえる。 
 

○県内企業に対するアンケート調査によると、８割の企業が産学連携の経験がなく、同じ

く８割の企業が産業技術総合センター（宮城県の公設試）の活用経験がないという調査

結果がある。 
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6

◆ 出願及び登録件数は，概ね２０位で全国中位

◆ 平成１６年度の全国の特許出願数は４２３千件で，
宮城県の割合は，０．３％

宮城県の特許の出願状況等

特許出願数と登録件数

1412

138112721357

1481

269 293 309
409 368

0件

200件

400件

600件

800件

1000件

1200件

1400件

1600件

平成12年 平成13年 平成14年 平成15年 平成16年

出願件数

登録件数

特許出願数と登録数の都道府県順位

21 21 21

20

19

21

19

21

20

23

16位

18位

20位

22位

24位
平成12年 平成13年 平成14年 平成15年 平成16年

出願数順位

登録数順位

【資料：特許庁「特許行政年次報告書」各年版より】

 

【出典】政策研究院シンポジウム（平成１９年３月６日）における宮城県庁の発表資料 
 
 

13

県内企業の知財体制と研究開発の現状
（ 「宮城県内企業の知的財産への取組みに関するアンケート」調査結果より）

● ６割の企業は知財に関する体制（担当者）なし。
● ７割が研究開発部門なし。
● ８割が産学連携の経験なし。
● ８割が産技センター（県の公設試）の活用経験なし。

○ 特許出願経験のある企業の８割が産学連携に関心有。
○ 特許出願経験のある企業の８割が産技センターの活用
に関心有。

一方で

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

【出典】政策研究院シンポジウム（平成１９年３月６日）における宮城県庁の発表資料 
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（知財政策への取り組み） 

○平成１８年３月に、宮城県知的財産活用推進本部を設置して以降、同年４月に新産業振

興課に知的財産担当職員を配置し、知財政策を積極的に推進している。 
 
○情報提供に力を入れており、平成１８年６月より、県内の知財支援機関における情報交換

会を開催したり、同年９月には、県内の知的財産支援のための Web Site を開設し、広く

情報提供を行っている。また、知財の活用支援の一環として、平成１９年２月に「みやぎ

ビジネス市」を地方公共団体としては全国ではじめて開催するなど、県内企業・公設試等

が保有する特許の有効活用を支援している。 
 
【

出

典

】

政

策

研

究

院

シ

ン

ポ

ジ

ウ

ム

（

平

成

１

９年３月６日）における宮城県庁の発表資料 

宮城県の知財支援の取り組み状況

米国知財弁護士とのミーティング（県内企業４社）H18.7.20・21

みやぎ特許ビジネス市開催

Web Site を開設

知財支援機関情報交換会の

宮城県知的財産活用推進本部設置・

「みやぎ知的財産活用推進方策」決定

H19.2.15

企業における知財戦略・ブランド戦略セミナー開催（全７回）H18.10.17～

宮城県の知的財産支援のH18.9.22

日本弁理士会と知的財産活用に関する協力協定締結H18.6.26

宮城県内 開催（１８機関）H18.6.16

新産業振興課に知的財産担当職員を配置H18.4.1

産業技術総合センター内に工業系知的財産センターを設置H18.3.30

第１回本部会議開催

本部会議において

H18.3.20
取り組み内容時 期

 

（地域の知的財産推進計画について） 

○平成１８年３月に、宮城県知的財産活用推進本部が設置され、同月に開催された第１回本

部会議において、「みやぎ知的財産活用推進方策」が決定された。 
 

○産学官連携の観点については、「産学官の共同研究の推進のため、知的クラスター創生事業、

地域新生コンソーシアム研究開発事業などの産学官連携プロジェクト研究を促進すること

が指摘されている。また、これらは地域の産業集積に有益な施策といえる。 
 

○県内に事業所を有する企業が県内の大学等と共同で新製品、新技術の開発を行う際、その

研究費の助成を行うことが指摘されている。このように、地域の産業集積に有益な施策と
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して知財政策を推進する点に特徴がある。 
 
 
 
 
 

 
【注】みやぎ知的財産活用推進方策（平成１８年３月）p.65  
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関東地方 
 

 
１．関東地方の概要 
 
（知的財産の活用状況） 

  ○知的財産に関する状況としては、東京を中心とする首都圏には研究機関が集中し、また、

知財人材も豊富に存在している。したがって、知的財産の保護環境が整っているといえ

るが、特に中小企業においては、戦略的な知財活用が、まだ不十分な状況にある。 
 
 （知財政策の取組状況） 

 ○これまでの知財政策の取組状況としては、①各種セミナーの開催、②特許流通促進の技

術展示フェア、③中小企業の知的財産戦略策定支援などがあげられる。 
 

○各種セミナーの開催については、多様なニーズに即して異なるセミナーを開催しており、

大学等への支援策という観点では、「研究機関向けセミナーの開催」があげられる。具体

的には、公設試の研究開発担当者、大学の知的財産担当者、研究機関の責任者に向けた

セミナーが行われており、参加者の評価も高い。 
 
（知的財産戦略本部について） 

  ○平成１７年５月に、広域関東圏知的財産戦略本部が設置され、これまでに本部会合、知

的財産戦略推進検討ＷＧ、担当者会議などが開催されている。 
 
 （知的財産推進計画について） 

  ○平成１８年４月に、広域関東圏知的財産戦略推進計画が策定され、①自治体・公的支援

機関との緊密な連携、②地域の実態・取組に即した事業展開、③地域・企業ニーズに迅

速的に答える専門家の派遣などが、ポイントとして示されている。 
 
  ○大学等への支援策としては、本部会合の本部員に大学関係者を加えることにより、大学

の視点を推進計画に反映できるよう配慮している。 
 
 （今後の課題） 

  ○今後の課題としては、首都圏の強みを活かした事業や中小企業の知財戦略支援事業が重

要である。 
 

○大学等への支援策としては、大学保有の知的財産を活用したベンチャー創出支援があげ

られる。具体的には、ベンチャー操業のための大学ネットワーク会議と研究成果発表の

開催が検討されている。 
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【出典】広域関東圏知的財産戦略推進計画（平成１８年４月）別紙１  

 
 
２．都道府県による事例     －東京都－ 

  
（知的財産の活用状況） 

  ○東京都は、研究機関が集中し、知財人材も多く、特許出願件数が多い点に特徴があるが、

中小企業では、特許の取得経験のある企業はわずかであり、多くの中小企業は、知的財

産権に関する経験が乏しいという状況。 
 
  ○また、中小企業においては、技術移転によって他社や大学等の技術を導入するという発

送と手法は、まだ十分に定着していない。 
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【出典】中小企業の知的財産活用のための東京戦略（平成１５年８月）p.7 

 

 
【出典】中小企業の知的財産活用のための東京戦略（平成１５年８月）p.8   

 
 
（知財政策の取組状況） 

 ○東京都では、平成１５年を知財元年と位置付け、同年４月、「東京都知的財産総合センタ

ー」を設立した。これまで、知的財産に関して、①相談事業、②普及啓発事業、③助成
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事業に取り組んでおり、利用者も多い。 
 
 
（知的財産戦略本部について） 

  ○平成１５年４月に、東京都知的財産活用本部が設置され、産業労働局長を本部長とし、

都の専門委員２名などを加えた会議体として、基本戦略の策定と支援施策の策定を行っ

ている。 
 
 （知的財産推進計画について） 

○平成１５年８月に「中小企業の知的財産活用のための東京戦略」が策定された。①知的

財産戦略の重要性を知る、②自社にしかない知的財産を創る、③競争有意を確立するこ

とが説明されている。 
 
○大学等への支援策の観点については、全国ＴＬＯ交流会の開催について明記されている

他、産学公連携成長企業発掘支援事業として、企業との共同開発研究を希望する大学等

の開発テーマを公募し、その技術を大学から移転することにより、企業の事業化成功事

例をつくり出すモデル事業に対し、助成金等の支援を行うことが記載されている。 
 
（今後の課題） 

○中小企業において、知的財産権に関する経験を有し、自社の知財戦略の企画を担うこと

が課題となっている。 
 
○中小企業において、技術移転によって他社や大学等の技術を導入するという発送と手法

を定着させることが課題となっている。 
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【出典】中小企業の知的財産活用のための東京戦略（平成１５年８月）p.54 

【出典】中小企業の知的財産活用のための東京戦略（平成１５年８月）p.54 

【出典】中小企業の知的財産活用のための東京戦略（平成１５年８月）p.55  
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【出典】中小企業の知的財産活用のための東京戦略（平成１５年８月）冒頭の資料  
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中部地方 

 
 
１．中部地方における概要 

 
（知的財産の活用状況） 

  ○知的財産を巡る状況としては、製造業を中心に活力ある産業集積と優れた技術力に基づ

き、知的財産の創出が進められている。ただし、大企業に比べ、人材面などの課題によ

る中小企業の取組の遅れが指摘されている。今後は、産学連携に向けた取組に期待が寄

せられている。 
 
 （知財政策の取組状況） 

 ○地位の様々なニーズにより的確に対応するため、商工会議所との共催による「草の根的

知財セミナー」の実施や幅広いテーマによる「中部知財フォーラム」の開催など、知財

の啓蒙に向けた取り国に積極的に取り組んでいる。 
 

○大学への支援策としては、知財管理体制を支援する「大学向け知財講座」が開催されて

いる。また、産業クラスター計画において、産学官のネットワークを構築し、新産業・

新事業の創出を促進するプロジェクトが推進されている。 
 
（知的財産戦略本部について） 

  ○平成１７年９月に、中部知的財産戦略本部が設置され、民間から本部長を迎えて産業界

主体で構成している。 
 

○大学等への支援策としては、戦略検討委員会の座長に大学関係者を加えることにより、

大学の視点を推進計画に反映できるよう配慮している。 
  

（知的財産推進計画について） 

  ○中部知的財産戦略本部において、これまでに４回の審議を経て、「中部知的財産戦略推進

計画」を策定した。中小企業の支援、産学連携の促進、知財マインドの向上などを基本

戦略として掲げている。 
 
  ○大学等への支援策としては、「大学向け知財講座」の他、産学連携シーズマップを作成し、

地域の大学や試験研究機関の保有する研究成果について企業が製品開発の視点から活用

できるような技術シーズ集として利用することにより、大学等の知的財産を活用するこ

とが記載されている。また、戦略検討委員会本部会合の本部員に大学関係者を加えるこ

とにより、大学の視点を推進計画に反映できるよう配慮している。 
 
 （今後の課題） 
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  ○今後の課題としては、地域全体に、知的財産に関する啓蒙が遅れているので、特に企業

向けに、知財の普及・啓発を行うことが必要である。 
 

○大学等への支援策としては、今後、産学連携に向けた取組に期待が寄せられている。 
 
 
２．都道府県における事例  －愛知県－ 

 
（知的財産の活用状況） 

  ○愛知県の特許出願件数は全国３位であるが、産業規模に比較すると、知的財産への取り

組みは弱いといえる。製造品出荷額は全国シェア１３％であるのに対して、特許出願件

数は全国シェア７．８％、登録特許は全国シェア７．３％である。 
 
○大学等における知的財産の取り組みについては、その権利化、及び、活用・事業化に関す

る機能の整備が進められてきている。その一つに中部ＴＬＯがあるが、その実施許諾件数

は２６件（全国１０位、全国シェア４．４％）であり、地域の産業集積、研究集に比べ、

決して十分とはいえない状況にある。 
 
                

【

出

典

】

あ

い

ち

知

的

財

産

創

造

プ

ラン（平成１６年３月）p.9 

 

 

（知財政策の取組状況） 

 ○愛知県県庁では、平成１５年４月より、６名の知財グループ（内、１名はデザイン）が

設置され、県の知財施策を複数の担当者で実施できる体制を整備している。平成１５年

末には報告書（知財）が策定され、平成１６年度より施策が実施されている。平成１７

年度からは、県有知的財産の窓口を一元化している。 
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○大学への支援策としては、愛・地球博の跡地に、「知の拠点」として科学技術交流センタ

ー（仮称）を設置し、研究テーマの探索から成果の事業化まで、産学行政が一貫して連

携・取り組むことを検討している。 
 
○また、平成５年度策定の「科学技術交流センター計画」の策定を踏まえて、平成６年度

に、産官学の協力で（財）科学技術交流財団が設置され、「知の拠点」構想（愛知万博の

跡地）として、「知の拠点」基本計画の策定が進められている。その中で、「産学連携に

よる相乗効果」が強調されている。 
 

（知的財産戦略本部について） 

  ○地域の産・学・行政の有識者からなる「愛知県知的財産戦略会議」を平成 15 年 6 月に

設置し、 同会議 WG による詳細かつ専門的な検討も実施しながら、知的財産立県に向

けた指針・行動計画となる 「あいち知的財産創造プラン」を平成１６年３月に策定した。 
    
 （今後の課題） 

○大学等への施策としては、以下の６つの観点が盛り込まれている。 
 １．知的財産本部などの知的財産管理機能の強化 
 ２．研究者への社会貢献認識の啓発と業績評価における知的財産の重視 
 ３．大学発ベンチャーの促進 
 ４．学生や研究者への知的財産教育の充実 
 ５．研究者や知的財産関連人材の産業界との交流促進 
 ６．社会人向けの高度な知的財産教育の充実 

 

【出典】あいち知的財産創造プラン（平成１６年３月）p.11 
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【出典】あいち知的財産創造プラン（平成１６年３月）p.17 

 
 
 

 

 
【出典】あいち知的財産創造プラン（平成１６年３月）p.48 
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近畿地方 

 
 
１．近畿地方の概要 

 
（知的財産の活用状況） 

  ○近畿では、大学等における優れた技術シーズ（開放特許）の蓄積があるという長所に対

して、中小零細企業の比重が大きいため知財デバイドが存在していること、アジア諸国

との深い経済関係が模倣被害拡大を招来しているという短所がある。 
 
 ○近畿地域の出願件数の全国シェア（平成 16 年）は、特許 22.7％、実用新案 19.0％、意

匠 33.3％、商標 20.9％。 
 
 （知財政策の取組状況） 

 ○近畿知財戦略本部が推進する６つのアクション・プランを実施している。 

【出典】近畿経済産業局のホームページより引用 
 
○大学等への支援としては、近畿地域に集積する大学等の研究機関が創造する技術シーズ

の中小・ベンチャー企業への移転を促進するため、特許流通フェアを開催している。ま

た、知財ビジネスマッチングフェアを開催し、特許流通のみならず、知的財産に基づき
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新たなビジネスを展開する企業の販路開拓等も支援している。 
 
 （知的財産推進計画について） 

  ○外部有識者等で構成する「近畿知財戦略本部」を平成１７年５月に設置した。同本部は、

地域の現状と課題を踏まえつつ「近畿知財戦略推進計画」を策定し、①近畿地域の中小・

ベンチャー企業の知的財産に対する意識の向上、②近畿地域の自治体、知財関係支援機

関・人材等と連携した効率的なサポート体制の構築、③近畿地域の大企業・大学等の技

術シーズ等の「強み」を最大限に活用できる仕組みづくり等に取り組んでいる。 
 
○「近畿知財戦略推進計画」に記載された事業は固定的なものではなく、適宜、実施状況

を検証し、毎年度末に計画の改訂を行うこととしている。競争力のある技術・ブランド

創出と活用に向けた、地域資源の連携強化と人材育成の推進を目標にかかげている。 
 
 
２．都道府県による事例   －京都府－ 

 
（地域の特徴） 

  ○京都府に根付いている歴史の古い伝統的産業がある点、40 強の大学が府内に存在してい

ること、ベンチャー企業から大きくなった企業が存在している点などが地域の特徴とし

て挙げられる。伝統的産業は構造的不況に直面しており、地域経済活性のためにも不況

脱却の糸口を見出すことが望まれる。地域内の大学については、より活発な連携をする

ことが求められている。ベンチャーが大きくなった例としては、堀場製作所やローム等、

数多くの企業が挙げられる。 
 
 （知財政策の取組状況） 

○ 京都産業の構造は、電子・情報機器関連産業が経済の牽引役となり、将来展望が見ら

れる一方で、構造不況型産業の比重が高いため、地域全体としてはまだ厳しい見通し

を府が有している。そこで、産学公連携の推進により、新産業創出、中小企業の創業

支援などを推進することを企図している。平成 17 年度の「産学公連携の推進による新

産業の創生プラン」では、京都府産業支援センターの充実・強化を通じ、起業の誘発、

京都ブランドの育成等を目標として定めている。 
 
○ 京都府では、経営支援を行う財団法人京都産業２１と、技術支援を行う京都府中小企

業技術センターが改組された。京都府の中小企業技術センターは、計測技術が強みと

なっている。 
 
○ 研究開発助成として、資金の使い勝手の良さを資金助成制度を設けた点が挙げられる。

この制度は平成 15 年度～17 年度にかけて実施されたものであり、研究開発を行う企

業を対象とした。従来であれば資金の費目間流用などがしにくいが、当該ルールを緩

やかにした上で、毎年 3000 万円＊3 年の補助金である。 
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○ 平成 16 年 12 月に、府内のものづくり系ベンチャー企業を育成・支援するため、「京都

企業創造ファンド（地域ものづくり産業育成ファンド）」が設立した。予算規模は 23
億円である。投資対象としては、創業間もない府内ものづくり系ベンチャー（1 社 1
億を限度）を重点分野としている。 

 
○ 京都産業２１の行う産学公連携研究開発資金支援事業では、3 年間で 1 億円の支援を行

っている。京都府の製造業を中心とする中小企業に限定しているが、3 年間でシームレ

ス・ハンズオン体制での支援を行う。 
 
（成功事例） 
○ 京都府の公設試の持つ技術の移転事例として、ファーマフーズ社がある。ファーマフ

ーズ社は、現在市販されているチョコレートに含まれるＧＡＢＡという成分を大量生

産する技術を有する企業である。本技術開発は、京都の公設試の保有していた乳酸菌

の移転を受けたことに始まる。この乳酸菌は、元々ＧＡＢＡを比較的多く精製すると

いう特徴をもっていたが、ＧＡＢＡを大量に精製するための諸条件をファーマフーズ

社が突き止め、大量生産技術を確立した。また、ＧＡＢＡの持つ生理学的機能を把握

するため、大学と共同研究を行い、リラックス効果があることなどを突き止めた。フ

ァーマフーズ社の製造するＧＡＢＡ成分は、食品企業へと販売されている。諸企業フ

ァーマフーズ社は、平成 18 年 6 月にマザーズへ株式上場を果した。 
 
○ 産学公連携研究開発資金支援事業では、クレディアＪＡＰＡＮ社に支援を行っている。

同社は人工機能核酸を利用した診断チップ開発をする企業である。支援を必要とする

タイミングで公募があり、ラボスペースでの実験に成功、試作品を完成することがで

きた。 
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中国地方 

 
 
１．中国地方の概要 

 
（知的財産の活用状況） 

  ○中国地方においては、全国比約６％の経済規模に対して、出願件数は１．９％であり、

知的財産の創出が少ない。また、中国地方の弁理士数は約４０名であり、全国比０．６％。

知財に関する人材の不足が課題になっている。 
 

○他方、鳥取県では、知的財産に関する条例を制定（１８年４月）し、島根県では、知的

財産総合支援センターを設置（１８年４月）など、自治体の取組が進み始めてきている。 
 
 （知財政策の取組状況） 

 ○中国地域知的財産戦略本部は、平成１７年９月に設置され、平成１８年４月に中国地域

知的財産推進行動計画が策定された。これまでに本部会合を３回、ＷＧを４回、開催し、

中国地域の知財政策について検討している。 
 

○これまでの知財政策の取組としては、中国地域知的財産戦略本部により、知財セミナー、

シンポジウムなどを積極的に実施し、知財マインドの醸成を図ってきた。 
 

○大学への支援策としては、中国地域知的財産推進行動計画において、具体的な対応策と

して、以下の施策が示されている。 
 

・ 大学等と企業との相互理解のための懇談会の開催 
・ 技術移転体制強化のための勉強会の開催 
・ 技術移転体制のあり方に係る調査の実施 
・ 技術移転フェアの開催 
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【出典】中国地域知的財産推進行動計画（平成１８年４月）p.3 

 

【出典】中国地域知的財産推進行動計画（平成１８年４月）p.3～4 
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２．都道府県による事例   －広島県－  

 
（地域の特徴） 

  ○地域として重厚長大型産業が比較的多くなっている。その一方で大学はバイオや IT の

得意な先生方が集まっている。 
 
 （知財政策の取組状況） 

○ 中国経済産業局では、平成 14 年度からのマスタープランで、3 つの数値目標を掲げた。

共同研究 1000 件、大学発 VB200 社、予算 3 倍である。結果は共同研究 3600 件、大

学発 VB101 社、予算の伸び 2.2 倍となった。 
 
○ 着実に推移してきたものの、目標到達には至らなかったため、マスタープランの精神

を継承しつつ、2009 年度までに、具体的に実施すべきアクションプランを新たに設定

した。アクションプランでは、7 つの行動の視点に基づき、各主体が具体的にとるべき

行動を提示している。その 7 つとは、「地域プロジェクトに貢献する産学官共同研究実

用化の推進」「新たな産業の中核となる大学発ベンチャーの創出・育成と産学共同事業

の企業化」「イノベーションを担う人材の育成・誘致」「地域の強みを生む知的創造サ

イクルの形成」「産と学を結ぶコーディネート機能の強化と定着」「地域を支えるイノ

ベーションへの円滑な資金供給」「産学官連携活動の強力な支援体制の整備」である。 
 
○ これらの取り組みは、「企業のニーズのくみ上げが不十分」「事業化が大学等研究者の

業績評価にほとんど反映されていない」「大企業は大学の基礎研究に期待、中小企業は

大学の実用化技術や試験・評価技術に期待しているが、連携が不十分」「共同研究の知

財活用時の不実施補償について産学の意識に格差がある」「産側と学側のコーディネー

ターの交流が不十分」「起業家精神を持った教員・学生が少ない」「ビジネスプランや

経営戦略を立てる人材の調達が難しい」「研究開発や創業の資金が調達しにくい」「産

学官連携の目指すべき姿・方向が見えない」「コラボレーション会議の連携はまだ十分

でない」といった問題意識から発生している。 
 
○ 広島県では、平成 4 年に科学技術基本計画を策定した。平成 8 年度から 15 年度にかけ

ては JST の RSP 事業を受託、この成果を基にして、広島 TLO がスタートした。平成

10 年には産業科学研究所を設立した。 
 
○ 産業科学研究所設立は、地域に役立つ技術を育てるために、助成事業を行っている。  

企画評価委員会で審査するが、メンバーは大手企業の技術部長、大学・学部長クラス

など、総勢 20 名程度である。スキームとしては最初に県外専門家に意見をもらい、 次
に、委員会でプレゼン、投票で助成を決定する方式である。 

 
○ 近年、金融組織との連携を始めつつある。というのは、金融機関は大学へのコネクシ

ョンがない一方で、融資物件を探しており、情報が集まってくる。そこで、「産学金融
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交流会」を用い、交流を進めている。 
 
（成功事例） 

○ 成功事例としては、産業科学研究所が助成した佐竹社の「穀粒判別機」や、松田自動

車の「ハイテンション鋼のプレス技術」などが挙げられる。いずれも、産業科学研究

所が助成を行うことで、技術開発に結びついた。 
 
○ ハイテン鋼のプレスについては、従来は鋼材が硬いため、一度でプレスできず、10 回

くらい金型を作り直していた。改良技術として、シミュレーション技術を使い、3 回程

度で金型を作れるようにした結果、コスト・納期が短縮された。開発者は広島大学の

教授であり、元々金属加工の専門家で、かつシミュレーションも詳しい先生である。

産業科学研究所の公募でＨ16 年度からスタート、開発成果は、当該分野の既存ソフト

の組み込みオプションとして販売できないか、交渉中である。 
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四国地方 

 
 
１．四国地方の概要 

 
（知的財産の活用状況） 

  ○四国地方においては、地域経済の再生を目指して四国テクノブリッジ計画を推進してい

るが、特許を肇とする知的財産を活用している企業は一部に過ぎず、当地域の特許出願

件数は全国の０．８％と非常に低調であり、中小企業において知的財産の活用が殆ど進

んでいない状況になっている。 
 

○大学については、四国全体の出願者の上位を大学が占めているという状況にある。また、

知財活用については、各大学が、知財本部、産学連携本部を設置するとともに、平成１

３年２月に設立した四国ＴＬＯと密接に連携し、産業界への技術移転、産学連携に努め

ている。但し、十分な実績が上げられるまでにはもう少し時間を要する状況にある。 
 
 （知財政策の取組状況） 

 ○四国地域知的財産戦略本部は、四国地域における中小企業等の知的財産の戦略的活用を

推進するための「知財ネットワークづくり」を基本認識のもとに、知財政策を推進して

いる。 
 

○大学への支援策としては、対話型特許調査を実施し、大学における研究開発の段階から

研究者の要望に応じて知財の専門家を派遣し、先行技術の検索支援等を行うことにより、

知財が有用なツールであることについて理解を深め、市場、競合相手を睨んだ戦略的な

研究開発を支援し、技術移転を促進している。 
 
（知的財産戦略本部について） 

  ○自治体、支援機関、企業、専門家、大学等の協力を得て、平成１７年６月１０日 に四国

地域知的財産戦略本部を設置し、第１回会合を開催し、四国地域知的財産戦略推進計画

を策定した。また、平成１８年１０月１８日に第２回会合を開催し、四国地域知的財産

戦略推進計画を改訂した。また、ホームページを立ち上げ、情報提供等の支援を積極的

に行っている。 （四国地域知的財産戦略本部ホームページ：            ：       

http://www.shikoku.meti.go.jp/soshiki/skh_b7/tokkyo/9_info/060531/www/index.html） 
 
 （知的財産推進計画について） 

  ○基本戦略として、以下の４つのアクションプランを推進することとしている。 
１．広報・意識啓発の涵養（意識啓発、教育支援等による知的創造の基盤づくり）  
２．個別相談体制の強化（知的財産の創造、保護などの推進）  
３．知財戦略支援の充実（特許流通促進などの知的財産活用）  
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４．知財支援組織の連携（産学官の知財支援組織の情報共有や連携促進等）  
 

○大学等への支援策としては、対話型特許調査の推進の他、大学など研究機関向け知的財

産権セミナーの開催や、大学生等を対象とした教育支援を推進することとされている。 
 

（ブドウ品種とワイン製品）技術移転事例

ブドウ品種「香大農R-1」の特徴本品種は、沖縄地方に自生す
る野生ブドウ「リュウキュウガネブ」と高級品種として知られる
「マスカットオブアレキサンドリア」を交配し、選抜した品種。
「リュウキュウガネブ」に由来する、アントシアニン・ポリフェノー
ルの高含有量が特徴。

また、耐暑性に優れ、瀬戸内の暑い夏の気候条件でも、アント
シアニンの含量が低下することがない。平成18年度に「香大農
R-1」として正式に品種登録。開花は５月末で、収穫は9月下旬
から10月上旬である。本年度附属農場での収穫量は530kg。

ワイン「ソヴァジョーヌサヴルーズ」の特徴

本品種で醸造したワインには、ブドウ品種自体の特徴が強く現れてお
り、アントシアニンの含量が極めて高い。「カベルネソービニオン」や
「マスカットベーリーＡ」などの代表的品種で醸造した赤ワインに比べ、
アントシアニンを２～３倍、ポリフェノールを約２倍多く含む。このため
濃厚な色合いになるが、飲み口はまろやかで、渋味が少ない。新酒
（ヌーボー）に相応しい酒質となっている。

なお、名称の「ソバジョーヌサヴルーズ」は、フランス語で「芳しき野生
の乙女」の意味。ブドウ品種の由来である野生ブドウにちなんで命名
した。

【商標登録 第４８７３３４２号】 SAUVAGEONNE SAVOUREUSE
【品種登録 第１３６４６号】 品種名称 香大農R-1

 
【出典】政策研究院シンポジウム（平成１９年３月）における香川大学による発表資料
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【出典】政策研究院シンポジウム（平成１９年３月）における香川大学による発表資料

今後の課題
●持続性のある組織体制の構築
・知識・スキルの蓄積・継承
・学内外の継続的サポート体制

●知財活用の更なる促進
・TLOとの一層の連携強化
・リエゾン部門との協力体制強化
・事務部門との円滑な協働推進
・知財マインドの底上げ

●国際的産学連携支援体制
・法務（交渉・契約）

「軽少体制」 「人財」
（身の丈にあった活動！）  

 - 46 -



 
（知的財産の活用状況） 

  ○２００５年度における徳島県の産業財産権（特許権、実用新案権、意匠権、商標権）の

出願及び登録の状況は、出願が９９８件、登録が５８２件で、全国順位は出願３４位、

登録３３位の全国シェアで、出願０．２％、登録０．３％となっている。 
 

○公設試については、県立工業技術センターで、８件の特許登録及び１０件の特許出願が

あるが、そのうち５件が実施許諾等により活用されている。県立農林水産総合技術支援

センターでは、３件の特許登録及び８件の特許出願を行っており、そのうち３件が実施

許諾等により活用されている。 
 
 （知財政策の取組状況） 

 ○徳島県では、知的財産セミナーの開催、知的財産発明相談事業、知的財産アドバイザー

事業などの知財政策を推進している。 
 

○公設試への支援策としては、工業技術センターが新たに実施する受託研究事業において、

有効な知的財産権の取得が見込まれる研究について、公募、審査の上、所用経費の一部

を県が負担することとしている。 
 
 ○徳島県では、発光ダイオード技術の強みを活かして、平成１７年１２月に、LED バレイ

構想を策定し、その中で、産学連携の重要性について指摘されている。 
 
（知的財産戦略本部について） 

  ○徳島県では、平成１７年１０月の第１回庁内会議から検討を開始し、４回の庁内会議を

経て「徳島県知的財産推進指針」が策定された。その際、有識者や各企業からの意見聴

衆を行っている。 
 
○徳島県知的財産推進指針においては、知的財産の創造、保護、活用の観点から県として

取り組むべき課題を整理した上で、具体的な推進計画を提示している。 
 
 ○公設試に対しては、未利用特許の流通促進についての取り組みの充実を図ることが盛り

込まれている。 
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九州地方 

 
 
１．九州地方の概要 

 

（知的財産の活用状況） 

  ○特許出願数及び登録件数は全国比１％程度と非常に少ない。その理由は、民間企業の研

究機関の数が少ないことと、進出企業の場合、九州で生まれた発明が東京・大阪の本社

から出願されるケースが多いことと考えられる。 
 

 （知財政策の取組状況） 

 ○これまでの知財政策の取組状況としては、知財セミナーの開催や中小企業へ知財戦略支

援事業の実施の他、大学関係では、教育機関向け知財人材育成事業や特許流通支援事業

の実施が積極的に推進されている。 
 

○知財セミナーの充実により、専門性の高いセミナーへの要望が高まり、また、長崎県内

の全工業高校からなる知的財産教育推進委員会が発足されるなど、知財政策の成果が出

始めてきている。 
 
（知的財産戦略本部について） 

  ○九州地域の民間企業、大学等が知的財産を戦略的に活用するための環境を整備し、「知財

デバイド」の解消に資するため、 産学官で構成する「九州知的財産戦略協議会」を２０

０５年６月に設置し、「九州知的財産推進計画」を策定した。 
 
  ○九州知的財産推進計画は毎年見直しが行われ、平成１９年３月には、第二期九州知的財

産推進計画が策定された。 
 
  ○九州知的財産推進計画においては、知的財産の普及啓発に取り組むと共に、企業におけ

る知財戦略経営の普及・定着と知財に関する相談・教育環境の整備を重視することが示

されている。 
 
  ○九州知的財産戦略センターは、大学など教育機関からの相談を含め、知的財産に関する

相談にワンストップで対応する組織として、全国に先駆けて平成１５年１１月に開設さ

れている。第二期九州知的財産推進計画では、その機能強化を図ることが示されている。 
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九州大学知的財産本部

２．連携事例（その１）２．連携事例（その１）

九州大学
知財本部

技術相談
他機関

佐賀県

◆開発テーマ：
省エネルギー・環境負荷低減推進のための
新物流形態を目指す革新的保温材の開発

◆成果：
・新製品開発に向けた技術指導を実施（約４ヶ月間）
・技術指導中に新たな課題が発生したため、引き続き
共同研究として連携中
・共同研究の成果を特許出願予定

【依頼主】

㈱
伊万里

大国段ボール

共同研究

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 【出典】政策研究院シンポジウム（平成１９年３月）における九州大学による発表資料

 

 

©2007, H. Tsubouchi, Kyushu Univ.

九州大学知的財産本部

２．連携事例（その２）２．連携事例（その２）

九州大学
知財本部

他機関

佐賀県

◆開発テーマ：
水産物（ケンサキイカ：呼子イカ）の保全・蓄養技術開発の開発
１．呼子イカの資源管理
①養殖・蓄養技術の開発、②搬送技術の開発

２．漁家経営の向上
①販路開拓、②魚価の向上

◆平成１９年度も引き続き共同研究を継続

【依頼主】

唐津市

呼子町漁協

共同研究

 

 

 

 

 

 

 

 

【出典】政策研究院シンポジウム（平成１９年３月）における九州大学による発表資料
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２．都道府県による事例    －佐賀県－ 

 
 （知財政策の取組状況） 

○ 現在の知事が掲げるマニフェスト 49 項目の中で、知の拠点作りを県として進めてい

く計画を持っている。例として、有田町の県立有田窯業大学校の講義内容を高度化・専

門化し、4 年制の学校とすることを検討している。また、県内の公設試験研究機関の高

度化を目指し、県内のいわば知的立県的政策を進める予定である。 
 

○ ただし、県内には４年制の大学が佐賀大学と私立大学の２校しか存在しないため、県

内に限らず、近隣の大学等との連携を進めている。現在、早稲田大学と全庁・全学にわ

たる包括的連携協定を締結し、また九州大学知的財産本部に職員を派遣し、連携を深め

ている。 
 

○ 高度化を目指している公設試験研究機関は、は有田焼や木工等の地場産業の技術指導

所として設立され、設立当初は、研究開発機能を持っていなかった。その後、1950 年代

頃から、研究開発機能を併せ持つようになり、現在は、横断的・融合的な技術開発が求

められる新たな研究分野へ対応するため、１０機関（工業系２、農業系５、水産系２、

林業系１）が効率的に試験研究に取り組むとともに、大学や企業等との連携を深めなが

ら、研究を行っている。 
 
 （知的財産推進計画について） 

  ○ 平成 16 年度に、本庁の商工系の組織と農林水産系の組織を統合し、また、平成 17 年

度には、試験研究機関の総合的な企画調整を行うための係を設置し、これまで連携の薄

かった各機関の連携を深めるとともに、試験研究機関生み出した知的財産の効率的・効

果的な取扱いについても検討を行っている。 
 
 （今後の課題） 

  ○ 県内余剰の最大化と知的財産自体の効用の最大化の均衡をどのように図るかを考える

必要がある。 
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沖縄地方 

 
 
１．沖縄地方の概要 

 
（知的財産の活用状況） 

  ○沖縄では、知財人材以前に、企業が全般的に不足している。沖縄の特徴として、横の人

間関係が重要視されるため、知財の主張が比較的しにくい。特許で権利を取得したとし

ても、その権利を利用して競合企業を排除することがなかなか容易ではない。現在、沖

縄県全体では年 250 件程度の特許出願がある。このうち 7 割は個人出願であり、企業に

おける知財意識は比較的低い。 
 
 （知財政策の取組状況） 

 ○これまでの知財政策の取組状況としては、①内閣府沖縄部局の持つ予算での沖縄○○共

同研究事業が挙げられる。 
 

○物的な生産基盤が弱く、かつ企業が自ら製品製造まで行いたがる文化がある中で、沖縄

県の支援関連予算は、全国から企業を公募する形で、生産基盤を補強しようとする。 
 

（知的財産戦略本部について） 

  ○平成１７年８月に沖縄地位基地的財産戦略本部が設置される。主要な目的は、知己的財

産デバイドを解消することである。 
 
 （知的財産推進計画について） 

  ○競争力のある技術・ブランド創出と活用に向けた、地域資源の連携強化と人材育成の推

進を目標にかかげている。 
 
  ○主として県内の健康食品の強みを生かした支援策を念頭に、食品関連産業への推進が掲

げられる。 
 
 （今後の課題） 

  ○知財に関する意識の低さを解消する必要性がある。また、生産基盤の弱さについては、

県外企業の参入を促すことで対応する事を考えている。 
 

○ 沖縄県の風土は、植物に対して過酷である。それゆえに、沖縄で育つ植物には、抗酸

化物質が多量に含まれており、食品の成分が本州等のそれよりも異なっていることが

知られている。近年になって、健康ブームがまきおこり、沖縄の植物に注目が集まっ

ている。これをどのようにしてブランド化し、産業振興につなげるかが課題となって

いる。 
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○ 島であるために、リサイクル問題は切実であり、喫緊の課題である。早急な解決が産

学連携の中で望まれる。 
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第３節 考察 

 
（１）都道府県の知財政策に共通する施策 

 

（知財財産に関する普及・啓発） 

○知的財産に関する普及・啓発に関する施策は、ほとんどの都道府県において、知財政策の

重点施策の一つとして実施されている。特許出願の多い地域（東京都、大阪府）において

も、中小企業に対する施策として、知的財産の普及・啓発を推進している。 
 
○知的財産の普及・啓発の具体的な方法としては、「知財セミナーの開催」が最も多く、ほ

とんどの都道府県において実施されている。地域における知財セミナーの内容を分析する

と、地域ごとに様々な工夫が見られ、「知識レベル別の企画」、「業種別の企画」、「知的財

産の寸劇」など、その地域の参加者のニーズを配慮した企画がなされている。 
 
○その他、「県民の発明の日」の設定（愛知県）や、「県民発明制度」の実施（鳥取県）によ

り、地域において知的財産の普及・啓発を図っているところもある。 
 
（知的財産に関する情報提供） 

○知的財産に関する情報提供は、ほとんどの都道府県において、知財政策の一つとして実施

されており、知的財産の利用促進を図っている。 
 
○知的財産に関する情報提供の具体的な方法としては、都道府県のホームページを介して情

報提供を行う方法が最も多い。情報提供の内容については、各都道府県において異なって

おり、地域のニーズに配慮した内容になっているが、国の知財政策に関する情報を提供し

ている部分も多い。 
 
○情報提供の手段については、インターネットの他、関連機関における情報交換会（宮城県）

や関係機関の連絡会議（大阪府）等を開催することによって実施しているところもある。 
 

（２）地域の特性を活かした施策 

 
（外国関連施策について） 

○東京都、大阪府では、国際的な企業が多いという地域の特性に配慮して、外国出願に関連

した支援策を講じている。例えば、外国特許出願費用の助成、外国侵害調査費用の助成な

どがある。最近では、東京都、大阪府以外でも、外国関連の知的財産に関する施策を検討

している都道府県もある。 
 
（模倣対策について） 

○福岡県、大阪府では、アジア地域との経済的な関係が比較的強いことから、特許製品や登

録種苗に対する模倣対策のニーズが高いという特性がある。そこで、輸入された違法農産

物に関する情報収集の実施（福岡県）、特許情報センターにおけるアジア関連情報の充実
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（大阪府）などにより、模倣対策を積極的に推進しているところもある。 
 

（産業集積について） 

○宮城県、熊本県では、県外への産業の空洞化が懸念される中、地域の産業集積に資する

施策が講じられており、産業集積の推進に知財政策を活かす配慮がなされている。宮城

県の産業クラスター事業、熊本県のフォレスト構想などにおいては、産業集積の推進に

知財政策を活かす試みがなされている。 
 
（政策強化について） 

○鳥取県、北海道、愛知県では、知的財産に対する意識が比較的低く、地域の知的財産推

進計画の策定だけでは知財政策として不十分であり、更なる政策強化が求められている。

そこで、知的財産に関する条例の施行（鳥取県）、都道府県庁内における知財グループの

設置（北海道、愛知県）等により、知財政策の強化を図っている。 
 

（３）国と地方との役割分担 

 

（国の施策の延長） 

 ○国が実施している施策に対して、地方自治体が、同様な施策を実施することにより、「国

の施策の延長」として、施策の強化を図っているところがある。 

 

（国の施策の補完） 

 ○国が実施している施策に関連する範囲で、国の施策が施されていない部分について、地

方自治体が施策を実施し、「国の施策の補完」をすることにより、施策の充実を図ってい

るところがある。【例】地域クラスターの周辺施策（宮城県） 

 

（地方独自の施策） 

 ○国が実施している施策とは独立して、地方自治体が、地域のニーズを配慮した上で、「地

方独自の施策」を実施しているところがある。【例】地域ブランド戦略（岐阜県） 

 

（４）地域の知財政策と大学支援策との関連性 

  
○都道府県から地方大学への支援策は、現在、まだ十分に実施されていない状況にある。

しかしながら、ヒアリング調査を行うと、徐々に施策が講じられつつあることがわかる。 
 
 ○知的財産の普及・啓発については、大学向けの知財セミナーの実施（愛知県）や、大学

等に対する対話型特許調査の実施（香川県）などにより、地方大学向け支援策を実施し

ているところがある。 
 
 ○知的財産に関する情報提供については、特許情報センター等における大学に向けた知財

情報の充実（大阪府）や、大学発の発明を多く盛り込んだ技術シーズ集の作成（愛知県）

などにより、地方大学向け支援策を実施しているところがある。 
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●各地域に共通する施策

●地域の特性を活かした施策

・知財啓蒙
【例】県民の発明の日（愛知県）、県民発明制度（鳥取県）、等

・情報提供
【例】支援機関情報交換会（宮城県）、関係機関連絡会議（大阪府）、等

・外国出願 【例】東京都、大阪府

・模倣対策 【例】大阪府（府立特許情報センター・アジアコーナー）

・産業集積 【例】宮城県、熊本県

・政策強化 【例】鳥取県（知財条例）、愛知県（知財グループ）
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考察② （ヒアリング調査結果） 
 
 

●地方大学への支援策

●国と地方の役割分担

・知財啓蒙
【例】大学向・知財セミナー（愛知県）、対話型特許調査（香川県）、等

・情報提供
【例】特許情報センター（大阪府）、県内特許事例集（滋賀県、鳥取県）、等

・国の施策の延長 【例】出願関連費用の助成（東京都、大阪府）

・国の施策の補完 【例】地域クラスター施策（宮城県）

・地方独自の施策 【例】地域ブランド戦略（岐阜県）
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・知財啓蒙
【例】大学向・知財セミナー（愛知県）、対話型特許調査（香川県）、等

・情報提供
【例】特許情報センター（大阪府）、県内特許事例集（滋賀県、鳥取県）、等

・国の施策の延長 【例】出願関連費用の助成（東京都、大阪府）

・国の施策の補完 【例】地域クラスター施策（宮城県）

・地方独自の施策 【例】地域ブランド戦略（岐阜県）
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第２章 地域の知財政策に関する質問票調査による分析 

 
第 1 節 はじめに 

 

産学連携推進のための各種支援制度は、当初国が中心となっていたが、現在ではこれに加

え、都道府県レベルにおいて様々な形で支援制度が実施されつつある。これらの制度を実際

に利用するのは、大学や公設試験研究所であるが、制度自身が施行されてまもないため、制

度に対する具体的な評価についてはまだ十分な検討が行われていないのが実態である。本章

では、主として公設試験研究所および主要大学を対象とし、産学連携関連の各種制度につい

ての評価を明らかにすることを目的とする。 
 
第 2 節 質問票調査の設計 

 
質問票調査は、公設試験研究所、大学、TLO など、全 704 組織を対象とし、2007 年 2 月

に実施した。質問票送付先内訳は公設試験研究所 578 組織、大学等 126 組織である。回答数

は 233 件であり、回収率は 33%となった。質問内容は、主として知財政策に対する評価と個

別移転事例についての質問からなっている。今回は、公設試験研究所と大学からの回答結果

を用い、知的財産政策に関する評価と産学連携の成功事例の特徴について論じる。 
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第３節 知財政策への印象 

 
知財政策の印象について、国の政策および地方自治体の政策について質問を行った。それ

ぞれの質問は、経営資源の人材、資金、資源である、人、物、金のそれぞれについて分けて

行った。図４－１から図４－３は、国の知財政策への印象を、人、物、金の別に集計したも

のである。質問は、各支援策が「役立っていない」から「役立っている」までの５点で聞い

たものである。 
国による知財政策に対する印象は、人、物、金のいずれの項目についても肯定的評価は同じ

ような割合となる。人に関する評価は、「役立っている」「やや役立っている」をあわせると

42.4％ 、物への評価は同 45.5％、金への評価は同 47.6％となり。資金面での評価が支援の

中で若干高い値となっている。一方で、「あまり役立っていない」「役立っていない」と、政

策への評価がマイナスであった割合は、人で 14.5％、物で 12.9％、金で 14％となっている。 
 図４－７～図４－９は、都道府県への知財政策の印象である。都道府県の知財政策への印

象は、「役立っている」「やや役立っている」という肯定的な評価が人への支援策で 37.2％、

物への支援策で 37％、金への支援策で 19.1％となっている。都道府県の知財政策が、国の

それよりも比較的遅いタイミングでスタートした割には、人・物に関する評価が若干高めで

あるともいえる。その一方で、金額面での評価は国の制度に比べ、著しく低いといってよい。 
国・地方自治体の双方の評価をみると、「どちらでもない」との評価が 4 割を超える割合を

占めている。地方自治体については政策の実施が短いため、取り組みが比較的近年であるた

めに、評価をするには十分な時間が無い可能性との解釈ができる。 
 
 

図４－ 1 

知財政策への印象（ヒトへの支援）

役立っている

やや役立っている

どちらでもない

あまり役立ってない

役立ってない
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図４－ 2 

知財政策への印象（モノへの支援）

役立っている

やや役立っている

どちらでもない

あまり役立ってない

役立ってない

 
 
 

図４－ 3 

知財政策への印象（カネへの支援）

役立っている

やや役立っている
どちらでもない

あまり役立ってない

役立ってない
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図４－ 4 

都道府県の知財政策への印象（ヒトへの支援）

役立っている

やや役立ってい
る

どちらでもない

あまり役立って
ない

役立ってない

 
 

図４－ 5 

都道府県の知財政策への印象（モノへの支援）

役立っている

やや役立って

いる
どちらでもない

あまり役立って

ない

役立ってない

 
 

図４－ 6 

都道府県の知財政策への印象（カネへの支援）
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表４－ 1 

人 物 金 人 物 金
役立っている 21.2% 13.4% 23.6% 11.6% 7.6% 7.2%
やや役立っている 21.2% 32.1% 24.0% 25.6% 29.4% 11.9%
どちらでもない 43.3% 41.6% 38.5% 44.7% 47.2% 60.3%
あまり役立ってない 8.2% 8.6% 7.7% 10.6% 9.1% 7.7%
役立ってない 6.3% 4.3% 6.3% 7.5% 6.6% 12.9%

国の知財政策 都道府県の知財政策
知財政策の印象

 
 
 
 

知財政策への評価を、回答組織別に集計したのが、図４―７～図４-12 である。大学・公

設試験研究所の国の知財政策の評価は、人への支援、物への支援、金への支援のいずれにお

いても異なった傾向となっている。人への支援については、大学の回答は、「役立っている」

が半数を超える 51.3%の組織から得られた。同様に、「やや役立っている」が 30.8％と、肯

定的な回答が 80％ を占めている。一方で、公設試験研究所では 13.5％の回答者が「役立っ

ている」と評価し、「やや役立っている」は 17.9％となった。 
物への支援については、大学側の回答が「役立っている」で 25.6％、「やや役立っている」

で 53.8％となっているのに対し、公設試験研究所では「役立っている」が 10.3％、「やや役

立っている」が 25.6％である。 
金への支援は大学の評価は他の人・物への支援についてはさらに高く「役立っている」と

回答した大学は 56.4％に上った。この一方で、公設試験研究所では「役立っている」との回

答は 14.7％にとどまっている。 
都道府県の知財政策に対する評価は、国の政策に対する評価と若干異なる傾向を示す。都

道府県の人の政策に対する評価は、公設試験研究所の評価が「役だっている」が 12.8％、「や

や役立っている」が 30.2％となっており、大学の評価は「役立っている」が 8.1％、「やや役

立っている」が 10.8％となっている。公設試験研究所の評価の方が大学のそれよりも高くな

っている。同様に、金の支援に対しても、公設試験研究所の評価が相対的に高く、「役立って

いる」「やや役立っている」との回答割合が 8.3％、13.2％であるのに対し、大学のそれは 2.6％、

7.9％となっている。物の支援に対する評価は公設試験研究所よりも大学の方が高く、公設試

験研究所の評価が 6.2％と 30.1％、大学の評価が 15.4％と 28.2％となっている。 
 
全般的な傾向として、国の政策に対する支援は大学の評価が高く、公設試験研究所の評価

が低めに出ている一方で、都道府県の政策に対しては、物の支援に対する評価をのぞいて公

設試験研究所の評価の方が高くなっている。今回の質問票調査が主として公設試験研究所の

すべてを調査対象とする一方で、大学については、すでに産学連携を実施していると思われ

る大学を調査対象とした。このため、大学は制度の利用に慣れており、実際に各種制度を利

用していることが回答の傾向が異なっている理由の一つとして考えられる。一方で都道府県

 - 61 -



の政策の評価が公設試験研究所において高いことは、公設試験研究所の一部は都道府県によ

って設立されており、そもそもの設立の目的が地域の問題を解決する公的機能を担うことで

あるため、知財政策が本格的に実施される以前より公設試験研究所と地方自治体に密な連携

があったためと考えられる。しかし、それにも関わらず、都道府県の、物に対する支援への

評価が大学側で高かったことについては、先に述べた、産学連携への取り組みに積極的な大

学がサンプルとして抽出された点も指摘できるが、これにとどまらず、知財セミナーの開催

や特許流通フェア、人材情報の提供や知財情報の提供といった物の支援に対し、大学側が積

極的に関与しており、都道府県の提供するスキームと合致したことが比較的高い評価を大学

側から得た理由として考えられる。一方で、公設試験研究所自体のもつ試験研究や依頼試験

といったスキームと、物の支援がうまくマッチしていないことや、長年にわたる活動で、試

験研究設備等を有していることが、相対的に低い評価の理由として考えられる。 
 

図４－ 7 

組織属性別　国の知財政策の評価（人への支援）

0.0%

10.0%

20.0%

30.0%

40.0%

50.0%

60.0%

大学 公設試験研究所 合計

役立ってない

あまり役立ってない

どちらでもない

やや役立っている

役立っている

 

 
図４－ 8 

組織属性別　国の知財政策の評価（物への支援）
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図４－ 9 

組織属性別　国の知財政策の評価（金への支援）
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図４－ 10 

組織属性別　都道府県の知財政策の評価（人への支援）
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図４－ 11 
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組織属性別　都道府県の知財政策の評価（物への支援）
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図４－ 12 

組織属性別　都道府県の知財政策の評価（金への支援）
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第４節 知的財産推進計画の印象 

 
 国による知的財産推進計画の印象について、5 段階でその有益性を聞いた結果が、図４－ 
13 である。「有益」、「やや有益」をあわせた肯定的な回答は 12.4％と 31.1％になり、全般的

な傾向として有益であるとの認識をした組織は、回答組織中、43.5%となっている。この問

を回答組織別に集計したものが表４－２である。大学からみた知財推進計画の評価は、35.9％
が「有益」、51.3％が「やや有益」となっており、87.2％の大学が、知財推進計画を有効であ

ると評価している。この一方で、公設試験研究所では、「有益」と回答した組織は 6.5％、「や

や有益である」とした組織は 26％にとどまり、なんらかの形で有益であると考えている組織

は 32.5％であった。 
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表４－３、表４－４は、それぞれ大学および都道府県からみた、知的財産推進計画に関す

るコメントを、「有益である」～「有益ではない」の５つの回答別に分けたものである。コメ

ントの内容を具体的にみると、「有益である」との評価では「人材不足である現状で人的資源

が役に立つ」「知財制度の整備が図られた」、「審査期間の短縮」等、実際の産学連携活動に直

接的な効果を得たとの指摘や「職員の意識が高まった」、「大学が何をすべきか明確になり、

指針策定に資することができる」等、関係者の意識改革に関する点を指摘する声が多く見ら

れた。「どちらでもない」という回答の中では、「知財推進計画自体は、大学の知財体制の現

状と開きがある」「頭打ちを思わせるものが多く、机上の空論に感じる」という、現状とのギ

ャップを指摘する声がある。公設試験研究所においては、「組織内部に知的財産が存在しない」

「知的財産業務を行っていない」という意見や、「知的財産の重要性は認識しているが、まだ

（知的財産に）取り組んだことがない」「末端の研究組織まで計画が届いていない」「公的試

験研究機関への支援策が不明瞭」といった知的財産に対する意識はあるが、行動につながら

ない点、研究計画が不明瞭で対応をしかねる点等の指摘をする声があった。 
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図４－ 13 

国による知財推進計画の印象
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表４－ 2 

  大学 公設試験研究所 全体 

有益である 35.9% 6.5% 12.4%

やや有益である 51.3% 26.0% 31.1%

どちらでもない 10.3% 61.0% 50.8%

あまり有益でない 0.0% 4.5% 3.6%

有益ではない 2.6% 1.9% 2.1% 
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表４－ 3 大学からみた、国の知的財産推進計画への感想 
有益

であ

る 

・ 知財立国のポリシーを示している 
・ 国全体が一定の方向に向くこと 
・ 大学知的財産本部・TLO の体制の構築・推進の指針となる。 
・ 特許や論文などの検索システムが整備されることによる研究者の利便性 
・ 知的財産本部における人材不足が問題となっている状況において国からの人的支援は大いに

役立っている。 
・ IPDL 無料、「大学向け IPDL 固定アドレスサービス」および「特許・文献総合データベース」

運用開始など、大学等知財活性化に役立つと考えられる。 
・ 知的財産推進計画に基づき、今、大学に何が必要か何をすべきかが明確になるため、大学の事

業計画の策定に資することができる。 
・ 現在の本学の状況と照合することにより、本学の知的財産に足りない部分を把握することがで

きる。 
・ 社会に還元できる（ニーズにマッチした）研究テーマの選定及びその選定した研究テーマの成

果であるシーズを社会へ還元するための体制作りには必要不可欠であると考えられる。 
・ 本計画が示されたことにより、各大学などに知的財産活用にかかわる制度の整備が図られたた

め。 
・ 国の知財計画を基本とし本学の産学連携活動の指針としている。 

やや

有益

であ

る 

・ 特許件数のみに偏らず質を重視し、基本特許を権利取得し活用すべきである。 
・ 大学における知的財産を有効に活用して社会の富を増大させるには、質の高い知財を生み出し

それを迅速に権利として保護し実用化商品化を行うことであり、そのためには産学官の連携は

重要である。 
・ 教員の意識高揚に役立つ 
・ 知的財産本部整備事業に採択され、体制の整備ができた。 
・ 大学本来の使命である教育・研究をしっかり果たした上であれば有益と思う。 
・ 大学知的財産本部整備事業による支援が得られた 
・ 大学への期待が明確に示されているが、各種の支援策が明確に実行されており、計画が実行さ

れているから。 
・ 大学が特許出願人になることへの社会の理解が得られるようになってきた。 
・ 国家施策として大学の立場も考慮し推進していただいていると考えています。 
・ 特許の権利化までは国等の経費面での支援があり、有益と判断されるが実施面、特に外国での

実施の支援が不十分。 
・ 大学の研究シーズの重要性を認識し、産業応用へ向けて前向きに取り組んでいる。 
・ 大学における知財の重要性がだんだんと周知されてきた。 
・ 国の姿勢は理解できるので 
・ 国の施策によって、学内における産学連携や知財に関する認識は格段に高まり特許等の出願に

つながった。 
・ 大学における産学連携を後押ししてくれている。 

どち

らで

もな

い 

・ 知財推進計画自体は、大学の知財体制の現状とは開きがあるため。 
・ 数年前からすると頭打ちを思わせる内容が多く、机上論に感じる 
・ 本学の知財に関する活動において、国の施策とのつながりが実感できない。 

有益

では

ない 

・ 具体的な実施と結びついていない。 
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表４－ 4 公設試験研究所からみた、国の知的財産推進計画への感想 

有益であ

る 
・ 産学連携によるプロジェクト型共同研究の推進に役立つ 
・ 研究に対する職員の意識が高まる。 
・ 知財に対する意識啓発、審査請求料の軽減 
・ 大学等研究機関および企業における知的財産に対する理解が深まり、有用な知的財産の

創出と活用に向けた取り組みが進んでいる。 
・ 国の計画を受け、県の試験研究機関における知財事業が充実し、特許にかかる予算が確

保された。 
・ 知財技術移転活動に金銭的・人的支援を受けている。 
・ 家畜の遺伝資源の保護を検討することは有意義であるし、この計画の下に地方を活性化

させるに有効である。 
・ 知的財産の保護活用を産業の発展に活かすという方向が明示され、それに必要な施策が

次々と実施に移されている。 
・ 特許等に関する情報が身近なものになり、また、手続費用等の軽減にも役立っている。 

やや有益

である 
・ 資源の少ない日本において知的財産を活用した取り組みは重要であると考える。 
・ 当センターの中期計画・年度計画(知財部分)策定に当たっての裏づけとなる。 
・ 各都道府県に設置の発明協会(支部)に配置されているアドバイザー制度は有益。 
・ 特許審査の短縮、地域団体商標の創設 
・ 各種セミナーが積極的に開催されている。 
・ 知財関連費用の支援や特許情報提供などについて拡充する方向が示されている。 
・ 公的機関が知的財産を所有することになり、より公平な技術移転が可能となる。 
・ 北海道経済産業局も関連のセミナー研修を開催していることから。 
・ 企業等が知財等に興味を持ち、共同研究等につながる可能性があるため。 
・ 以前と比べ、知財推進の姿勢を強く感じる。 
・ 知財の重要性を県内中小企業が再認識するのに役立っているから。 
・ わが国は島国で資源が少ないことから、知的財産を活用した製品等の輸出が必要と考え

る。 
・ 府及び企業における知的財産に対する意識が向上した。 
・ 公設試に対する経費の軽減措置 
・ 県による知財業務をより推進すべき。 
・ 審査機関の短縮が行われる。 
・ 発明及び品種の保護強化により知的財産権の持つ意味が大きくなる。 
・ 当センターでも父液財産の保護活用を重視しているため 
・ 国・地方公共団体・大学等の知的財産推進の責務が明らかになった。 
・ 知財関係の研修会が無料で開催される。 
・ 知的財産に関するセミナー等による情報提供 
・ 出願料等の減免、特許講習会開催 
・ 特許審査改革加速プランを作成するなど審査機関の短縮をはかっている点。 
・ 知財立国という政策の方向性が示されている。 
・ 計画内容が不明 
・ 地方研究機関への支援策が見えてこない 

どちらで

もない 
・ 当初の業務には知的財産に関するものがない 
・ 研究者への周知が不十分である 
・ 未だ策定されていないため(県推進計画) 
・ 地方水試のレベルでは、知的財産が少ないし水産ではあまりない。 
・ 現在まで具体例がない。 
・ 知財業務は行っていないため不明。 
・ 試験研究時に直接意識することはない。 
・ 当組織の業務上、知財活動が少ない。 
・ よくわからない 
・ 知的財産の重要性は認識しているが、当場ではまだ取り組んだことがない。 
・ 現在のところ直接該当する案件がないため、印象が弱い。 
・ 知財推進計画で地方の公設試に求められているのは、成果を活用した地域振興であるが

環境研究はその成果が必ず産業振興に直結するわけではないので、当初の研究は知財計

画とは必ずしもなじまない。 
・ 末端の研究組織まで計画が届いていない。 
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・ 計画の内容等が地方まで浸透していると思う。 
・ 担当部局の人員・予算の手当て次第 
・ 公的試験研究機関への支援策が不明瞭 
・ 通常の知財関連業務では国の推進計画との関わりがほとんど無いため、内容までわから

ない。 
・ 林業に関する試験研の成果は技術力・資金力に乏しい森林所有者や中小企業に無償で提

供してきており、知的財産の認識に欠けていた。本県も今年度「基本戦略」を策定した

ところであり、今後考慮したい。 
・ 審査（出願）から登録までの期間短縮をすすめてほしい。 
・ 計画をよく知りません。 
・ 活用案件がないため 
・ 知財の出願維持費用が地方公設試にとっては重く、必ずしも権利化に向かわない方向性

もあると考えている。 
・ 主に海洋環境のモニタリング、資源予測等が主業務であり、新たな製品技術の開発・発

明が主業務ではないため。 
・ 県としての施策に沿って実施している。 
・ 利用していない。 
・ 今後の取り組みによるため 
・ 国の計画は大冊であり、具体的なイメージがわかない。 
・ 内容をよく知らない。 
・ 知財計画の研究へのメソッドの導入やメリット波及効果がない。 
・ 全体的な方向性はよいが推進に力強さが感じられない。 
・ 内容は有益であるが、それを実施する予算的裏づけが無い。 
・ 組織の特質上、知的財産権を自己実施しないため、幣所における知的財産業務の規模は

きわめて小さく、民間知財部のように知財専門者もおらず国の計画による効果・影響も

小さいです。 
・ 知的創造サイクルは、うまく回すことが難しいと思う。 
・ 地方公設試や地方自治体に対する支援策が少ない。 
・ 国の推進計画の内容が不明 
・ 直接的な支援がない 
・ 推進計画に意味があるかどうかよくわからない。 
・ JST 等グラントに採択されることがサポートを得られる唯一の道である 
・ これまでは国が中心になって支援してきた知財関連業務を県に実施させようとする動き

がある。県の財政状況からはとても受け入れがたい。 
やや有益

ではない 
・ 国の推進計画は有益であるが、当組織としてはグローバル過ぎる。 
・ 計画の存在を承知していなかったため 
・ 国において計画を推進すべき問題であり各都道府県において個別の計画を策定する性質

のものではないと思う。 
・ 国より府行政に左右されるため。 
・ 地方水試にとって特許の必要性はないようだから。 

有益では

ない 
・ 目に触れるものとなっていない。 
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第５節 都道府県の知財政策の整備状況と評価 

 
組織所在地の自治体の知的財産推進計画についての印象について、その有益性を尋ねた。

都道府県によっては整備が実施されていない場合があるため、まず所属都道府県の知財推進

計画の整備状況について尋ねたところ、策定済みと回答した組織は 32.2％、未策定は 39.9％、

分からないと回答した組織が 27.8％となった。このうち、「策定済み」との回答があった組

織に対し、知財政策の有効性についてさらに尋ねた結果が図４－15 である。回答では「有効

である」が 17.1％、「やや有効である」が 39.5％、どちらでもないが 34.2％、「あまり有効

ではない」が 6.6％、「有効ではない」が 2.6％となっており、全般的に有効であるとの評価

がされている。所属組織別に評価を見ると（表４－５）、公設試験研究所よりも大学の評価が

相対的に高くなっている。大学からの回答は、「有効である」との評価が 42％になっており、

公設試験研究所の 13％と比べると高くなっている。ただ、「やや有効である」もあわせると

都道府県の知財政策に対する肯定的な評価は大学で 59％、公設試験研究所で 56％とほとん

ど変わらない。評価に関する具体的なコメントをみたのが、表４－６、表４－７である。コ

メントであり、内容が定性的でもあるため、とりたてて国への評価と大きく変わる部分は見

受けることができない。図４－１４で「わからない」と回答した組織が 27％あったが、これ

は各組織内の要因か、自治体の要因かについては判断できない。都道府県の知財政策のアピ

ールが十分ではない可能性が指摘できる一方で、組織として知財と接点がない場合があるこ

と、知財についての取り組みが組織として不十分であり、地域の自治体に知財政策があるか

どうか、十分な把握をしていないと考えられる。 
 
 
 

図４－ 14 

都道府県の知財政策の整備状況

未策定

策定済み

わからない
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図４－ 15 

都道府県の知財推進計画の印象

有益ではない

有益である

やや有益である

どちらでもない

あまり有益でない

 
 

表４－ 5 

都道府県の知財政策に対する評価（組織種類別）

  大学 公設試験研究所 

有益である 42% 13%

やや有益である 17% 43%

どちらでもない 25% 35%

あまり有益ではない 8% 7%

有益ではない 8% 2% 
 
 

表４－ 6 都道府県の知財推進計画に対する印象（公設試験研究所） 

有 効 で

ある 

・ 中小企業の連携に関し、有益であるため 
・ 地域ブランドの育成、ニッチトップ企業支援などの推進が行われている 
・ 県レベルの施策の一部に当財団の活動が試みられている 
・ このよう計画をきちんと策定し、県の試験研究機関のネットワークを強化することで研究の速度

を速めることができる 
・ 県としての農産物の知的財産保護活用を積極的に進めていくという道程が明示され、必要な施策

が実施されている 
・ 産学官・県民・金融の役割等を明確にし、戦略的取り組みを目指している 
・ 知財の重要性を県内中小企業が再認識するのに役立っているから 
・ 特許情報アドバイザー・特許流通アドバイザーが有効に活用されている。職員の発明に対する対

価の額（発明の実施補償金）の改定が行われた 
や や 有

効 で あ

る 

・ 基礎段階であるという大学のシーズの性質を理解したうえで、企業が必要とする技術へ発展させ

ることに重点を置いている点 
・ 道内中小企業での知的財産を活用した企業活動の取り組みが期待される 
・ 知的財産関連の研修を行い、中小企業の育成や安全安心な農林水産物の供給とブランド化に力を

入れていることなどから 
・ 農林業における民間の技術を保護活用することで産業振興に資する 
・ 本県農業・農村の持続的な発展と地域振興が新技術・新品種への権利首都高、利益還元により図

られる 
・ 知的財産活用のため産学官連携の促進に取り組んでいる点 
・ 職員の出願に関してルールが明確であり、目標もはっきりしている 
・ 知財の戦略的な活用を進めていく上での具体的な方策が示された 
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・ 産地間競争に関する技術開発については県内関係者の権益確保のため前向きに備えるべきとの

認識が深まってきた 
・ 方向性が示されているため 
・ 基本的な考え方、仕組みを整備・共有することができた。ただし柔軟な変更運用が必要とも考え

る 
・ 本県の出願件数や登録件数を踏まえて、取り組み計画を示しているところ 
・ 事務処理の指針として有用 
・ 各種セミナーの受講機会が増えた 
・ セミナーの開催・審査請求に係る事務経費を負担しているので 
・ 知的財産総合センター(東京都(財)中小企業振興公社が運営）による知的財産の相談・普及啓発・

財政事業がある 
ど ち ら

で も な

い 

・ 知財推進計画自体は、大学の知財体制の現状とは開きがあるため 
・ 具体性とぼしい 
・ やや理念的である。製造業・中小企業に重点が置かれている 
・ 現在まで具体例がない 
・ 工業関係主体の計画であるため直接かかわりがない 
・ 知的財産の重要性は認識しているが、当場ではまだ取り組んだことがない 
・ 知的財産の創造・保護・活用について、基本方針が策定されているため 
・ 知財推進計画で地方の公設試に求められているのは、成果を活用した地域振興であるが環境研究

はその成果が必ず産業振興に直結するわけではないので、当初の研究は知財計画とは必ずしもな

じまない 
・ 出先機関まで浸透していると思う 
・ 具体策の実行次第 
・ TLO と公設試の役割分担が必ずしも明確にされていない 
・ 活用案件がないため 
・ 今後の取り組みによるため 
・ 直接関わることが想定されないため 
・ 一般に広まっているか疑問である 
・ 農産物の育種や種苗法に関する知財保護になっているため 
・ 当県では「とっとり知的財産活用プラン」として平成１８年３月策定公表であるが、知的財産に

関する関心が薄かったため、十分に承知していなかった 
あ ま り

有 効 で

ない 

・ 理念中心であり、具体性に乏しく、予算もほとんどない 
・ 予算的支援が伴わない 
・ 当組織が直接関係する知的財産に該当する対象が少ない 
・ 国において計画を推進すべき問題であり各都道府県において個別の計画を策定する性質のもの

ではないと思う 
有 効 で

はない 

・ 地方水試にとって特許の必要性はないようだから 

 
 

表４－ 7 都道府県の知財推進計画に対する印象（大学） 
有 効 で

ある 

・ 各部門の目標の明確化を行っている 
・ 特許啓蒙活動に知財セミナーが非常に役立っている 
・ 知財活用等の産学連携に係る活性化の要因になっている 
・ 本県の潤沢な工業資源を活かすための知的財産サイクルの確立がうたわれており、その中には本

学を含め高等教育機関の活用が盛り込まれている 
や や 有

効 で あ

る 

・ 各種事業の必要性・重要性を知的財産の観点から認識していると考えられるから 

有 効 で

はない 

・ 具体的な実施と結びついていない 
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産学連携を進める上で、今後重要になると思われる外部組織についての回答の結果が表４

－８である（複数回答）。回答企業全体では、最も期待をする組織は民間企業であり、ついで

大学となっている。回答属性別に見ると、大学は、国や都道府県庁への期待が相対的に大き

くなっている一方で、公設試験研究所は、民間企業と大学が産学連携を推進する上で重要で

あるとの意識をもっている。この中でも最も重視する外部組織は、図４－16 となっている。

全般的には民間企業が最も期待されるべき組織となっており、大学、公設試験研究所が続い

ている。これを組織別にみたのが図４－17 である。大学が最も期待する組織は民間企業であ

り、ついで都道府県庁が 2 番目となっている。公設試験研究所の回答をみると、民間企業を

最も期待する組織として挙げており、ついで大学、公設試験研究所を期待する組織として挙

げられている。実際の製品開発を実施する主体は民間企業であるため、民間企業が最重視さ

れているこの結果は合理的である。一方で、大学が都道府県を、公設試験研究所が大学や他

の公設試験研究所を重視していることについては、以下のように考えることができるであろ

う。大学は、すでに産学連携に関する諸政策を活用しており、今後の更なる展開として、都

道府県庁に対して期待している。その一方で、公設試験研究所は、その設立当時から地域産

業振興等のために委託研究や評価等の様々な業務を行ってきたが、ここにきて、成果の知的

財産権化と移転という新たな産学連携政策・知財政策のスキームに乗る形での成果の算出が

期待されつつある。この期待に応えるためには、自分達の手で一定程度まで研究を実施する

ことが必要となり、大学や他の公設試験研究所と連携することで、手持ちの技術または互い

の技術をあわせて新規の技術開発をすることを模索していると考えられる。 
 
 
 
 

表４－ 8 
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今後、産学連携遂行のために
期待する組織

 
注：大学と公設試験研究所は回答数が違うため、

絶対値ではなく相対値で見る必要がある
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図４－ 16 

今後の産学連携で最も期待する外部組織
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図４－ 17 

今後の産学連携で、大学が
最も期待する外部組織
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第６節 技術移転の成功事例の特徴 

 
技術移転の成功事例の中で、政策的な関与がどの程度あったのかについて尋ねた。技術移

転の成功事例について、特許出願の有無を尋ねた結果が、図４－18 である。３／４を超える

成果で特許出願が行われているが、残りは特許とは関係なく技術移転が行われているとの結

果が出た。特許出願を行わなかった技術は、たとえば抗体や製造方法、養殖等技術などが回

答としてあげられていた。これらの技術は、基本的に特許出願を行わなくても十分に保護で

きるか特許化しにくい技術が主であった。 
これらの技術を成功事例として選んだ理由を尋ねた結果が、図 4－19 である。成功だと考

える最も大きな理由としては、製品化まで至った事であり、ついで技術移転を実施したこと、

技術開発に成功したこと、地域産業の育成に貢献したこと等が挙げられている。 
組織別に見ると、大学では「製品化」「技術移転の実施」「ライセンス料獲得」「優れた技術

開発」が成功と定義されており、公設試験研究所では「製品化」「技術移転の実施」「地域産

業育成に貢献」「優れた技術開発」が成功要因となっている。近年の産学連携ではライセンス

料の確保が成功指標の一つとして考えられているが、公設試験研究所ではライセンス料の確

保を「成功」の評価軸としているところは少なかった。これは、地域の諸問題を解決すると

いう目的が主として中小企業を対象としており、ライセンス収入の確保と地域の活性化とい

う目標は同時には成立しにくく、どちらかといえばライセンス収入を確保しようとする目的

が重視されていないことを示しているといえよう。 
 
 
 

図４－ 18 

特許出願の有無

はい

いいえ
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図４－ 19 
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図４－ 20 
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技術の活用が、どのような産業で行われているかを質問した（図４－21、図４－22）。大学

の技術は、医薬品工業、建設業、食品、電子部品・デバイス等の産業で活用されている。一

方で、公設試験研究所では、食品・建設業ウへの移転が最も多い成功事例となっている。サ
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ンプル数が多いため、公設試験研究所の方では分野の多様性が見られることを置いておいて

も、大学は製薬関連の技術移転が最も大きい成功事例となっており、公設試験研究所では地

域密着型としての地場産業等への連携が成功事例として列挙されていると考えられる。また、

公設試験研究所の回答では、産業分野が特定されない「その他」との回答が極めて多かった

いえる。この解釈としては、産業分類になじみにくい公共団体等への移転、事業規模が小

さい組織への移転等が考えられる。 
 

図４－ 21 
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図４－ 22 
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政

たため、まずこの間の連携が強くなったこ

、公設試験研究所では、都道府県が設立し、予算を支出しているため、背景にある政策の

流れとしての結果と解釈することができる

 
図４－ 23 

策支援の関与 
 

技術移転の成功事例において、政策がどのように関与したかを見た（図４－23）。技術開

発から移転にいたるまでの多くの段階で、民間企業が最も主要なアクターとして活躍してい

る。これを組織別にみたのが、図４－24、図４－25 である。全般的な傾向として、大学での

技術は、主として大学と民間企業、そして割合は少ないが、国が関与しているのに対し、公

設試験研究所の移転は民間企業と公設試、都道府県が関与していることがわかる。大学では

技術開発から移転にいたるまでに、徐々に大学の関与が少なくなっていくのに対し、公設試

では公設試の関与は大学のそれよりもそれほど下がらず、移転の最終段階までハンズオンの

ような形で公設試が支援をしている姿がみてとれる。また、権利化については、大学・公設

試の事例ともに、企業が関与する割合が低い。権利化プロセスは技術開発をしている大学や

公設試の役割が比較的強いと考えられており、また権利化を自らの組織が行い、その後のラ

イセンス方法を自由に設定するため、民間企業が関与しない形になっているという事がみて

とれる。ただし、企業の関与がゼロではないのは、共同研究等の成果として共同出願が行わ

れている事があるためと考えられる。国および地方自治体の、成功事例への関与は、上述し

た通り、国と大学、地方自治体と公設試験研究所という関係を見出すことができる。産学連

携は国が主導で大学を対象とした制度整備を行っ

と

。  

技術移転への諸段階と関与機関
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自

財政策が見合うかどうかといった根本的な点について考慮した上で、

具 か、これらのコメントは示唆

与えてくれよう。 
以下に各回答者からの知財関連施策へのコメントを記す。 

 
 

・ 場

合が多い。むしろ中小企業が持っている技術を活用したほうが早く事業化でき

 
・ 

しい状況となっている。現在、予算面での制限

から、出願を取りやめる事例も出始めている。「小さな独法組織」へのサポート

 
・ 

と経済産業省両者の支援が行われているが、両方を統合した支援

があれば事業が増えるのではと考えている。両者の合同検討が図られることを

 
・ 

ターで行ってい

るが、農林水産の分野で立ち遅れが見られるため、H１６年度から３ヵ年間知的

 
 TLO の支援を受けていることが大変助かります。国支援の継続はできないもの

 
・ だ低く、

由回答 
 

質問票の最後に、知財に関する施策についての考えについて、自由回答を依頼した。特徴

的な傾向として、農林水産分野において、知財に関する政策と実際に取り扱っている製品や

技術との乖離についての指摘がされていることが挙げられる。当該分野においては、これま

で知的財産による保護・活用といったスキームがあまりなじまない分野であったためか、知

財重視の風潮についてとまどいの声が見受けられる。当該分野で知的財産重視の政策を進め

るためには、現状と知

体的に知財政策を進めるために、どのような点を考慮すべき

を

大学の技術シーズは製品化にむすびつけるまでに時間がかかりすぎ、困難な

る。中小企業に対する、人、もの、金の公的助成をさらに強化すべきである 

病院単体の地独法人となり、その研究所において発生する知的財産を扱う部署

が決定されておらず、非常に難

も目を向けるべきである 

知的財産、特に大学のものに関しては特許出願から事業化までの時間が非常に

かかる例が多い。現在 TLO 事業に関する補助・助成施策を実施していただき感

謝しているが、技術移転の成果が出るまでに時間がかかることをご理解いただ

き継続的な支援施策をご検討いただければありがたい。大学の知的財産に関し

ては、文科省

期待する。 

岩手県では、現在「岩手県知的財産戦略」の策定に取り組んでいる(科学技術課）。

商標登録や特許申請に多額の費用を要するので県の助成し小戸を造ることを検

討している。推進は工業技術センター内にある知的所有権セン

財産相談センターを農業水産部で設けて補完してきている。 

・

でしょうか。 

一次産業分野を扱う県の試験研究機関では知財に関する認識がまだま

 - 80 -



また知的財産化が最終目標でないことが多いので(現状では県内漁業者の技術支

 
 平成 19 年 4 月 1 日以降の特許出願についても、出願料・審査請求料・特許料を

 
・ 

のためには、両分野の研究企画・要因等が

情報交換を行える機会や場の設定を推進するとともに、技術シーズの積極的な

 
・ 

は逆効果の面も出てくる

ような気がしています。分野・機関によっては得られた成果は公表して一般に

 
・ 行われているので、今後は地方での開

催も進めてほしい。また工業関係のセミナーや研修が多いので、農林農学関係

 
・ 

り大学出願特許の維持費も増大する。研究成果の移転に関しては、他の産学官

連携コーディネーターと共に、今後企業地域と更なる連携を深めていきたい。 

 
・ 「地域活性化のための知財」があると思うが、

後者を地域に還元するための地域（県レベル）の技術移転機関の設置に向けた

支援施策が内容に思われる。 

援等）施策と必ずしもそぐわない事項が多くあるように感じます。 

・

全額免除してほしい。 

工農連携推進施策の充実を期待します。工業分野で開発された技術シリーズと

農林水産分野が求めるニーズとのマッチングを促進する施策が充実すれば、一

次産業技術の高度化が図られるとともに、新しい工業製品や技術シーズの開発

に結びつくことが期待されます。そ

紹介を行うことが望まれます。 

近年、知的財産に関する事項が急に騒がしくなってきました。ただ分野によっ

てはさほどのこともないようにおもえます。水産研究分野では一部に利用加工

部分を除いては関心が薄く、さほどの興味もわかないといった状況です（個人

的見解ですが）。時代の流れで、「知的財産、財産」と騒ぎ立てているような気

もします。機密保持で情報の交換が妨げられるようで

役立てるという方針が間違っていると思いません。 

知的財産関連セミナーが札幌市を中心に

のセミナーも開催していただきたい。 
 
・ 特許取得までの期間が長すぎる。既出願特許の有無の検索に手間がかかる。 

本学において、知財政策の効果と研究成果の移転については、今後２～３年後

に事例が出てくると思われるが、その対応については、検討する必要がある。

具体的に各段階において、どのように対応するかが重要であり、企業との連携

も必要であるが本地域は産業基盤が脆弱であるため首都圏との連携も重要なこ

とと思われる。本年度から特許に関する出願等費用に全額免除も半額負担とな

 
 
・ 特許出願料・審査請求料の減免施策の強化及び外国出願支援施策の強化を望む。 

「実施料が期待できる知財」と
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 国において計画を推進すべき問題であり各都道府県において個別の計画を策定

 
 特許出願に関する費用の軽減・特許出願に関する手続きの簡素化・特許出願に

 
・ 

してよく拾っておられる

と思います。産学連携推進の観点からは、関係各機関の知財要員の能力向上と

 
・ 

階（いわゆる品揃え）から知的財産を核にした技術移転活動の段階に入ってき

 
・ 

多く、また地方にあるため格差がい

っそう拡大している。中小規模校にも優れた研究者・発明者がいるので、最低

限の支援内容を策定し実施してほしい。 

 
・ 

援を強化していただけると助かります。知財・技術移転等の専門家の派遣。大

 
・ 

採択件数増加を希望する。弁理

士費用にかかる補助金の新設を希望する。大学初ベンチャーに対する知財手続

き費用を軽減する措置を講じていきたい。 

 
・ 

・

する性質のものではないと思う。 

・

関する人材の育成（担当者）の育成 

これまでさまざまな施策が実施されています。知的財産の確保、その運用実務

は人が担うので、人・金・モノそれぞれの支援のうち、人に関する支援があら

ゆる施策の基盤となるように思います。このような考え方に基づいた施策体系

が所在するかはわかりませんが、近年の国が実施されている知財施策は非常に

充実してきており、現場のニーズも経済産業局等を通

各機関での知財制度の整備充実が重要と考えます。 

国立大学は国立大学法人として、法人化（2004.4）されてから機関帰属として

の知的財産を保有するようになりました。研究成果から知的財産を創出する段

たところである。国の支援も移転活動にも比重を移してさらに講じてほしい。 

国立大学法人に対して国の支援は大学間であまりにも差がありすぎる。支援が

まったく行われていない大学は中小規模が

 

特許等の減免措置強化については予算上難しいかと思いますが、それ以外の支

学のシーズを民間企業のニーズとマッチングさせる機会を増やす等。 

知的財産アドバイザー当の派遣事業において、派遣される人材を指名できると

ありがたい。外国出願費用にかかる支援制度の

 

技術移転活動には多額の費用を要するので、その資金面での手当てが必要であ

る。権利化には多方面の専門的スキルが要求されるので、その人材の雇用のた

めの費用が必要であり、また、より強い権利を取得するためには弁理士等の外

部専門家の費用等も必要となるためである。また、今後国内の各大学には国際
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的な産学官連携を戦略的・組織的に推し進めることが要求されるが、海外企業

等への技術移転については国内に比してより強固な技術の権利化が要求される

ため、費用への支援はより充実したものが必要となる。また、技術移転活動に

ついては、技術の目利き、法務関連の知識（知的財産法制は当然のこととして、

その他私法、公法への理解）契約の知識、交渉スキル、知的財産の管理技術、

語学力など複合的な能力が必要となってくるため、その要求を満たす人材を育

成する必要があるが、その人材育成への資金面・制度面での施策が必要と考え

 
・ 

「選択と集中」の施策とあわせて、一連の施策によって、発展してきた大

学の知財に関する取り組みの観点からも裾野を拡大していくことも重要と考え

 
・ 

話ではありますが、不毛

だなと感じました。こんなことにエネルギーを費やして・・。もっとより良い

 
・ 

支援、弁理士情報提供、知財関係の補助金

の拡充を期待する。特に知財関連では地方における研究施設改善等環境整備へ

 
・ 

時点での評価が簡単に検索できるよ

る。 

知的財産に関する施策によって「知的財産立国」に向けて大きな前進を遂げた。

特にこれまで知的財産に関して、関心が希薄であった大学は一連の施策によっ

て、まさに覚醒されたといってもよい。このことは現場を担う一人として強く

実感している。同時に現場の支店から一連の施策に関して感じていることは毎

年度「知的財産推進計画」が策定されるものの、年度ごとの具体的なマイルス

トーンが明らかにされていないように思われる。従って、大学の取り組みが毎

年度ごとのいわば「当座しのぎ」のものになってしまっている。たとえば、今

年度の活動の指針となるキーワードのひとつとして産学連携の国際化があげら

れているが、大学知財本部整備事業の開始時において、国際価値うキーワード

はほとんど見受けられなかった。この時点でマイルストーンが提示されていれ

ば、一部の大学だけでなく、「大学界全体」としての連携に発展するものと思わ

れる。

る。 

知的財産に関するセミナーを受講する機会がありました。その中で、弁理士さ

んから伺った話ですが、特許に関する裁判で最終的には「微妙な言葉尻」につ

いて論争している。どっちにも判断しうるケースがあり、そのわずかなニュア

ンスの差を言い争っているわけです。莫大な金が動く

システムに改善していってほしいと思います。 

攻めの農政として知的財産権を活用した農業高付加価値代が求められている。

技術と地財の力で新産業分野を開拓し市場拡大するためには、その根幹の技術

開発のための研究費の確保が必要である。顕在性事業も厳しい今日、競争的資

金等の財源の拡大を望む。また、技術開発から技術移転をするためのコーディ

ネーター・アドバイザーの育成活用

の補助金が創設されると良い。 

現在の知的財産は開発と権利の主張ばかりで、評価が不透明であり財産とはい

えない。株式市場のようにここの内容と現
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うにする。そして証券会社のような売買を仲介する組織をつくり簡単に誰でも

 
 民間等の共同研究における不実施保障の取り扱いや学生の扱いについて、大学

 
・ 

大学企業等とのライセンス業務を一括して専門的に取り扱う

ほうが効率的・経済的と思われる。国としてこのような方策について是非検討

 
・ 

研究についても十分

な支援が必要である科研費など、競争的資金でありつつも幅広い研究ができる

制度によって、知財・産官学連携を支援していきたい。 
 

売買できるようにすれば財産といえる。 

・

本来の教育・研究機能を考慮した施策が必要かと思われます。 

現在、知的財産の国際的な展開を図る方針が示されているが、大学内の現状と

しては国際的な技術移転等にかかるリスク管理体制等が不十分で、かつ、専門・

交渉能力を有する人材確保が困難な状況にある。また、特許関連費用にかかる

人的・物的・財政的負担が困難な状況にある。また、特許関連費用にかかる人

的・物的・財政的負担が大きいほど課題を抱えている。こうした現状の課題解

決のため、大学が努力を重ねることはもちろんのことであるが、安定的な体制

が確立されるまでのなお数年間、引き続き国の積極的な推進施策、重点的な支

援が必要とされる。大学特許費用に対する特許庁の優遇措置、海外出願に対す

る JST の支援もまた重要である。外国との知的財産にかかる契約を締結すると、

そこから知財訴訟等に巻き込まれるリスクが発生するといわれている。大学の

とりうる対策として、リスクを限りなくゼロに近づける内容の契約書ひな形の

作成が必要で、また、相手先海外企業等と的確に契約交渉を行わなければなら

ない。さらに、そのように注意深く対応しても、祖 H 層になる可能性はなお残

っており、その場合的確な訴訟対応が必要となる。以上のようにケースに応じ

種々の対応が必要となり、これらの事項に個々の大学で確実に対応するのは容

易ではない。全国の個々の大学が個別にそのような体制を整備するには、今後

かなりの人的・物的・支援が必要と思われるが、むしろたとえばＪＳＴ等が中

心となって全国の

いただきたい。 

第 3 期科学技術基本計画等、国による科学技術・知財重視政策や予算措置は積

極的に評価したい。重点分野への集中投資もよいが、基礎
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第７節 考察 

  
以上、質問票調査の結果を元に、産学連携施策に対する評価・及び成功事例における政府・

自治体への関与状況について概観した。産学連携施策については、回答組織のうち、4 割程

度で肯定的な評価をおこなっている。ただし、都道府県の資金的施策については、やや低い

評価が出ている。組織の設立経緯から見ると、大学と公設試験研究機関は、それぞれ異なっ

た目標を持っている。保有する資源も異なるため、異なったタイプの産学連携を行っている

といえよう。都道府県の産学連携はその施策が始まったばかりであるにもかかわらず、人的・

物的支援に対する評価が比較的高い値を示しているのは、公設試験研究所が本来的に地域企

業を中心として技術支援等を行うための機関として位置づけられてきたため、連携という点

では十分なポテンシャル・実績を持っているためであろう。 
資金面での支援の不十分さ・評価の低さについては、2 つの側面を指摘したい。第１点は、

予算制約と予算の使い勝手の問題があげられる。近年、公設試験研究所に対する予算面の制

約が厳しくなっている事例がある。例として、公設試験研究所の研究者達が行う地域企業の

技術に関しての巡回指導を挙げる。この巡回指導のための予算がカットされた組織がある。

現場との直接的な接触は、当該産業や企業の問題点を洗い出し、問題に密着した研究テーマ

を設定することができる。しかし、巡回指導ができなければ、フェイス to フェイスでの情報

を確保する機会が減少するであろう。情報には粘着性があり（小川,1998；小川,1997）、問

題点や解決の糸口が独立して情報として一人歩きすることは考えられず、ニーズを知るため

には直接対面してのコミュニケーションが産学連携促進にとって重要である。 
第 2 点目は、クラウディングアウトの問題である。クラウディングアウトは、財政支出の

増大が民間投資を圧迫する現象をさしているが、ここでは研究開発投資意欲を抑制する概念

として例示する。研究開発や技術開発に関し、近年では膨大な産学連携予算が投入されてい

る。過剰な研究開発関連の予算は、中小企業等自ら研究開発投資を十分に行うことができな

い企業では、研究開発への補助や優遇税制が有効に働くが、本来的に自社で行うべき企業の

研究開発投資を抑制する弊害をもたらす可能性がある。都道府県の予算は、本来的に地域の

中小企業を対象としている一方で、国の知財政策予算は大学と結びつき、食品や医薬品工業

といった産業分野でのアウトプットを生み出した。特に医薬品工業は研究開発投資比率が高

い産業である。医薬品工業にとって、大学の持つ知はプロダクトイノベーションを実施する

上で重要であるとの指摘がある（Mansfield,1998）。産業によっては大学との連携により、

イノベーションを促進させることができる場合がある。このような産業においては、特段の

支援がなかったとしても大学や公設試験研究所との連携を進める可能性が高い。その一方で、

資金面での支援は、元々の企業の研究開発投資水準を押し下げる可能性を有している。産業

の持つ大学との連携への本来的なインセンティブや企業規模を考慮しつつ、各種施策を推進

することが必要であろう。 
技術移転に関する成功事例では、大学と公設試験研究所で、連携をする相手が大きく分か

れた。大学は国から、公設試験研究所では都道府県からの支援を得ている。権利化について

は公設試験研究所・大学ともに、国の関与は少なかった。特に都道府県の場合、地域産業振

興という点では成果を権利化すべきか否かという根本的な議論が存在するが、地域外・また

海外への技術流出は必ず起こりうることであり、開発成果の権利化と来るべき訴訟への対応

は必須である。この点で、国の持つ大学・公設試験研究所への資金的・人的支援や情報提供
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は、もっと十分に行われる必要があろう。 
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Ⅰ 貴組織の概要 

 
問 1 貴組織の所在地のある都道府県名をご記入ください。 

 
    ＿＿＿＿＿＿＿＿ 
 
問 2 貴組織の類型について、以下の中で当てはまるものに○をお付けください。 

 １．国立大学法人 
 ２．公立大学 
 ３．私立大学 
 ４．公設試験研究所 
 
問 3  貴組織の人員について、２００５年度末の該当する数字をお書きください。 

       １．研究者数   ＿＿＿＿人 
       ２．事務系職員  ＿＿＿＿人  
       ３．合計     ＿＿＿＿人 
 
問4 貴組織内において、知財業務を担当する者の人数をご記入ください。 

また、もし知財業務を担当する部署（知財本部等）がございましたら、その部署名と

人員数を記入して下さい。（複数回答可） 

     
    知財業務担当者数          人

知財業務担当部署名と人数 部署名                

                                人 
 

問5 貴組織では、研究活動を行っていますか。       

 
はい  いいえ 

 
 
問５－補問  「はい」とお答えされた方にお聞きいたします。貴組織の２００５年度の

研究予算について、下記に該当する予算をお答え下さい。 

※ 人件費を除いてお答え下さい。 
※ 貴組織が大学に御所属の場合、大学全体の金額についてお答え下さい。 

 
 研究費総額             ＿＿＿＿＿＿＿＿万円 
     うち、国からの研究費       ＿＿＿＿＿＿万円 
     うち、都道府県からの研究費    ＿＿＿＿＿＿万円 

問 6 貴組織の２００５年度の知的財産活動に関する予算をお書きください。 

    ※人件費を除いてお答え下さい。 
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     活動費総額            ＿＿＿＿＿＿＿万円 
      うち、国からの予算        ＿＿＿＿＿＿万円 

   うち、都道府県からの予算     ＿＿＿＿＿＿万円 
 
 
 
問 7 貴組織の２００５年度の研究開発活動の成果について、以下の数値に当てはまるものを 

ご記入ください。 

※ ２００５年度における新規分を対象としてお考え下さい。２００４年度以前からの継続分は対象

外としてください。 
 

1. 特許出願数          ＿＿＿＿件 
2. 特許登録数          ＿＿＿＿件 
3. 論文数            ＿＿＿＿本 
4. 共同研究件数         ＿＿＿＿件 
5. 委託研究件数         ＿＿＿＿件 
6. 技術移転件数         ＿＿＿＿件 
7. 政府関連の公募研究獲得件数  ＿＿＿＿件 

 
 
問 8  貴組織の２００５年度の特許ライセンス料をご記入下さい。 

 
     年間（収入）   ＿＿＿＿＿＿万円 
     年間（支出）   ＿＿＿＿＿＿万円 
 
 
問 9  貴組織の研究分野について、該当する分野に全て○をお付けください。 

   ※大学の場合、大学全体の研究分野についてお答え下さい。 
 

1.理学 4.医学 7.教育学 10.経営・経済 

2.工学 5.歯学 8.情報学 11.法学 

3.農学 6.薬学 9.芸術 12.その他 
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Ⅱ 知財政策に対する印象 

 
問 10 国による知財政策を、「ヒト」「モノ」「カネ」の支援の３つに区分した場合、その有

効度合いについて、どのような印象をお持ちですか。下記の問のそれぞれについて、最も当

てはまると思うものを選び、ひとつだけ○をお付け下さい。 

 
 

役立っていない 
どちらかという

と役立ってない
どちらでもない

どちらかという

と役立っている 
役立っている 

a. ヒトの支援 1 2 3 4 5 
b. モノの支援 1 2 3 4 5 
c. カネの支援 1 2 3 4 5 

 
 
 
問 10－補問 ４，５に○をつけた方にお聞きいたします。 

 
Ａ）：国による「ヒト」の支援策は、以下のとおりです。役立っているという印象をお

持ちの支援策を選び、記号に○をお付けください。（複数回答可） 

  Ａ：国家公務員 
  Ｂ：弁理士の派遣 
  Ｃ：特許等に関する各種アドバイザー  （                 ） 
  Ｄ：特許等に関するサーチャー  （                    ） 
  Ｅ：その他  （                             ） 

※Ｃ、Ｄ、Ｅについては、施策の名称または簡単な内容を記入してください。 
 
Ｂ）：国による「モノ」の支援策は、以下のとおりです。役立っているという印象をお

持ちの支援策に○をお付けください。（複数回答可） 

  Ａ：セミナーの開催（知財セミナーなど） 
  Ｂ：ブースの提供（特許流通フェアなど） 
  Ｃ：人材情報の提供  （                         ） 
  Ｄ：知財情報の提供  （                         ） 
  Ｅ：その他  （                             ） 

※Ｃ、Ｄ、Ｅについては、施策の名称または簡単な内容を記入してください。 
 
Ｃ）：国による「カネ」の支援策は、以下のとおりです。役立っているという印象をお

持ちの支援策に○をお付けください。（複数回答可） 

Ａ：特許料の軽減 
  Ｂ：審査請求料の軽減 

Ｃ：その他の知財関連の補助金  （                    ） 
Ｄ：国の研究費から知財関連費用への転用（                 ） 

  Ｅ：その他（                                ） 
   ※Ｃ、Ｄ、Ｅについては、施策の名称または簡単な内容を記入してください。 
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問１１ 都道府県による知財政策を、「ヒト」「モノ」「カネ」の支援の３つに区分した場合、

その有効度合いについて、どのような印象をお持ちですか。下記の問のそれぞれについて、

最も当てはまると思うものを選び、ひとつだけ○をお付け下さい。 

 
 

 役立って 
いない 

どちらかという

と役立ってない

どちら 
でもない 

どちらかという

と役立っている 
役立って 

いる 
a. ヒトの支援 1 2 3 4 5 
b. モノの支援 1 2 3 4 5 
c. カネの支援 1 2 3 4 5 

 

 
 
問 11－補問 ４，５に○をおつけした方にお聞きいたします。 

 

Ａ）：都道府県による知財政策の内、「ヒト」の支援策は、以下のとおりです。役立って

いるという印象をお持ちの支援策に○をお付けください。（複数回答可） 

  Ａ：地方公務員 
  Ｂ：弁理士の派遣 
  Ｃ：特許等に関する各種アドバイザー（                ） 
  Ｄ：特許等に関するサーチャー （                  ） 
  Ｅ：その他（                            ） 

※Ｃ、Ｄ、Ｅについては、施策の名称または簡単な内容を記入してください。 
 
 
Ｂ）：都道府県による知財政策の内、「モノ」の支援策は、以下のとおりです。役立っ

ているという印象をお持ちの支援策に○をお付けください。（複数回答可） 

  Ａ：セミナーの開催（知財セミナーなど） 
  Ｂ：ブースの提供（特許流通フェアなど） 
  Ｃ：人材情報の提供（                      ）  
  Ｄ：知財情報の提供（                      ） 
  Ｅ：その他（                          ） 

※Ｃ、Ｄ、Ｅについては、施策の名称または簡単な内容を記入してください。 
 
Ｃ）：都道府県による知財政策の内、「カネ」の支援策は、以下のとおりです。役立っ

ているという印象をお持ちの支援策に○を付してください。（複数回答可） 

Ａ：特許料の軽減 
  Ｂ：審査請求料の軽減 

Ｃ：その他の知財関連の補助金（                     ） 
Ｄ：都道府県の研究費から知財関連費用への転用（             ）   
Ｅ：その他（                               ） 
※Ｃ、Ｄ、Ｅについては、施策の名称または簡単な内容を記入してください。 
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問 12 貴組織にとっての、国による知的財産推進計画の印象をお答え下さい。また、そうお

考えの理由をお書き下さい。 

 

有益ではない 
どちらかという

と有益ではない 
どちらでもない

どちらかという

と有益 
有益である 

1 2 3 4 5 
 
 
 

理由：                                    
 
問 13 貴組織の所在地である都道府県では、知的財産推進計画は策定・公表されていますか。 

   該当するものに○をおつけください。 

 
  1：策定済    2：未策定    3：わからない 

 
問 13－補問 

上記で１「策定済み」と答えた方にお伺いいたします。あなたの所属の都道府県による

知的財産推進計画の印象をお答え下さい。また、そうお考えの理由をお書き下さい。 

 

有益ではない 
どちらかという

と有益ではない 
どちらでもない

どちらかという

と有益 
有益である 

1 2 3 4 5 
 
 
 

理由：                                    
 
問 14 今後、技術移転・産学連携を遂行するためには、外部のどのような機関の関与に期待

しますか。当てはまるものを全て選び、○をお付けください。また、最も期待する組織の番

号をお書き下さい。 

 
１．民間企業 ２．大学 ３．国 ４．都道府県庁 ５．公設試験研究所 

       
 最も期待する組織  ＿＿＿＿＿＿＿番 
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問 15 問 14 で、「３．国」、「４．都道府県庁」に回答された方にお聞きいたします。期待す

る具体的な施策を、下の施策一覧の中から選び、技術開発、権利化、製品開発、技術移転の

段階ごとに、該当する記号をお書き下さい。 

 
 

 国 都道府県庁 
（１）技術開発 ＿＿＿＿ ＿＿＿＿ 
（２）権利化 ＿＿＿＿ ＿＿＿＿ 
（３）製品開発 ＿＿＿＿ ＿＿＿＿ 
（４）技術移転 ＿＿＿＿ ＿＿＿＿ 

 
施策一覧 

「ヒト」の支援 「モノ」の支援 「カネ」の支援 

Ａ：公務員 Ｆ：セミナー（知財セミナー等） Ｋ：特許料の軽減 

Ｂ：弁理士の派遣 Ｇ：ブース（特許流通フェア等） Ｌ：審査請求料の軽減 

Ｃ：特許等に関する各種アドバイザ

ー 
Ｈ：人材情報（弁護士情報等） Ｍ：その他の知財関連の補助金 

Ｄ：特許等に関するサーチャー Ｉ：技術情報（登録特許情報等） Ｎ：国または都道府県の研究費から知財

関連費用への転用 

Ｅ：その他 Ｊ：その他 Ｏ：その他 

 
 

 

Ⅲ 製品化・市場化の事例（成功事例）

 
貴組織の主要研究分野において、直近 5 年程度の間に貴機関が関与し、製品化、技術移転な

どでもっとも成功したと感じられる事例についてお教え下さい。 

※ 貴組織が技術シーズの開発に関与した事例についてお教え下さい。 

 

問 16 本事例の製品名、または技術名をお教え下さい。 

 
  ＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿ 
 
問 17 本製品に関して、貴組織は特許出願を行いましたか？該当する方に○をおつけ下さい。 

 
 はい （公開番号＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿） 

いいえ 
 
 
 
問 18 本事例を成功事例に選択した理由として、以下の中からもっとも該当するものを選び、

○をお付けください。（最大３つまで選択可） 
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１．優れた技術を開発した ６．製品の販売で黒字が出た 

２．特許出願に至った ７．技術移転が行われた 

３．特許が成立した ８．ライセンス料を獲得した 

４．製品化に至った ９．社会貢献を実現した 

５．高い売上高に至った １０．地域産業の育成に貢献した 

 
 
 
問 19 本事例の技術シーズは、どのような産業分野、技術分野に属する製品でしょうか？ 

 
1.理学 4.医学 7.教育学 10.経営・経済 

2.工学 5.歯学 8.情報学 11.法学 

3.農学 6.薬学 9.芸術 12.その他 

 
 
 
問 20 本事例は、どのような産業（技術）分野で活用されていますか。下記の産業の中から

当てはまるものをひとつ選び、○をおつけ下さい。 

 
1 建設業 

 

7 油脂･塗料工

業 

13 窯業 19 電子計算機･ 

  同付属装置製造業 

25 その他の 

  工業 

2 食品工業 8 医薬品工業 14 鉄鋼業 20 電子部品・ﾃﾞﾊﾞｲｽ

製 

  造業 

26 運 輸 ･ 通

信･ 

  公益業 

3 繊維工業 9 その他の化学 

 工業 

15 非鉄金属工

業 

21 その他の通信･電

子･ 

  電気計測器工業 

   (19, 20 以外) 

27 ｿﾌﾄｳｪｱ業 

4 ﾊﾟﾙﾌﾟ･紙工業 10 石油製品･ 

  石炭製品工

業 

16 金属製品工

業 

22 自動車工業 28 その他 

5 出版・印刷業 11 ﾌﾟﾗｽﾁｯｸ製品 

  工業 

17 機械工業 23 その他の輸送機械 

  工業 

 

6 総合化学･ 

 化学繊維 

12 ｺﾞﾑ製品工業 18 電気機械器

具 

  工業 

24 精密機械工業  
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問 21 本事例が成功に至る諸段階において、 外部のどのような機関が関与しましたか。関与

した組織全てに○をお付けください。 

また、○を付けた中で、特に重要なところは、◎をお付けください。 

 
 

Ａ．技術開発（研究開発の開始から特許出願に至るまで） 
  １．民間企業 ２．大学 ３．公設試験研究所 ４．国 ５．都道府県庁  
 
Ｂ．権利化 
  １．民間企業 ２．大学 ３．公設試験研究所 ４．国 ５．都道府県庁  
 
Ｃ．製品開発（特許出願から製品化に至るまで） 
  １．民間企業 ２．大学 ３．公設試験研究所 ４．国 ５．都道府県庁  
 
Ｄ．技術移転 
  １．民間企業 ２．大学 ３．公設試験研究所 ４．国 ５．都道府県庁  

 
 
問 21－補 問 21 において、「4．国」、「5．都道府県庁」に回答された方にお聞きいたします。

関係した具体的な施策について、下の施策一覧の中から選び、段階ごとに記号をお書き下さ

い。 

 
 国 都道府県庁 

（１）技術開発 ＿＿ ＿＿ 
（２）権利化 ＿＿ ＿＿ 
（３）製品開発 ＿＿ ＿＿ 
（４）技術移転 ＿＿ ＿＿ 

 
施策一覧 

「ヒト」の支援 「モノ」の支援 「カネ」の支援 
Ａ：公務員 Ｆ：セミナー（知財セミナー等） Ｋ：特許料の軽減 

Ｂ：弁理士の派遣 Ｇ：ブース（特許流通フェア等） Ｌ：審査請求料の軽減 

Ｃ：特許等に関する各種アドバイザ

ー 
Ｈ：人材情報（弁護士情報等） Ｍ：その他の知財関連の補助金 

Ｄ：特許等に関するサーチャー Ｉ：技術情報（登録特許情報等） Ｎ：国または都道府県の研究費

から知財関連費用への転用 

Ｅ：その他 Ｊ：その他 Ｏ：その他 
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Ⅳ 製品化・市場化の事例（失敗事例）

 
現在、貴組織の最も特徴的な分野の技術であり、ここ 5 年程度の期間において、移転・製品

化にむけて困難に直面している事例についてお聞かせ下さい。 

※ 貴組織が技術シーズの開発に関与した事例についてお教え下さい。 

 
問 22 当該技術はどのような技術でしょうか。お名前をお書き下さい 

（本設問は、ご記入いただくなくても結構です） 

 
＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿ 
 
問 23 本製品に関して、貴組織は権利出願を行いましたか？ 

 
 はい （公開番号＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿） 

いいえ 
 
問 24 本事例の技術シーズは、どのような産業分野、技術分野に属する製品でしょうか？ 

 
1.理学 4.医学 7.教育学 10.経営・経済 

2.工学 5.歯学 8.情報学 11.法学 

3.農学 6.薬学 9.芸術 12.その他 

 
問 25 本事例は、どのような産業（技術）分野で活用する予定ですか。下記の産業の中から

当てはまるものをひとつ選び、○をおつけ下さい。 

 
1 建設業 

 

7 油脂･塗料工

業 

13 窯業 19 電子計算機･ 

  同付属装置製造業 

25 その他の 

  工業 

2 食品工業 8 医薬品工業 14 鉄鋼業 20 電子部品・ﾃﾞﾊﾞｲｽ

製 

  造業 

26 運 輸 ･ 通

信･ 

  公益業 

3 繊維工業 9 その他の化学 

 工業 

15 非鉄金属工

業 

21 その他の通信･電

子･ 

  電気計測器工業 

   (19, 20 以外) 

27 ｿﾌﾄｳｪｱ業 

4 ﾊﾟﾙﾌﾟ･紙工業 10 石油製品･ 

  石炭製品工

業 

16 金属製品工

業 

22 自動車工業 28 その他 

5 出版・印刷業 11 ﾌﾟﾗｽﾁｯｸ製品 

  工業 

17 機械工業 23 その他の輸送機械 

  工業 

 

6 総合化学･ 

 化学繊維 

12 ｺﾞﾑ製品工業 18 電気機械器

具 

  工業 

24 精密機械工業  
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問 26 本事例が成功に至るためには、どのような外部の機関の関与が必要ですか。以下の中

から必要なところの全てに○をおつけください。 

また、○を付した中で、特に重要なところは、◎をおつけください。 

 
（１）技術開発（研究開発の開始から特許出願に至るまで） 

  １．民間企業 ２．大学 ３．公設試験研究所 ４．国 ５．都道府県庁  
 
（２）権利化 

  １．民間企業 ２．大学 ３．公設試験研究所 ４．国 ５．都道府県庁  
 
（３）製品開発（特許出願から製品化に至るまで） 

  １．民間企業 ２．大学 ３．公設試験研究所 ４．国 ５．都道府県庁  
 
（４）技術移転 

  １．民間企業 ２．大学 ３．公設試験研究所 ４．国 ５．都道府県庁  
 
 
 
問 26－補 上記質問において、「4．国」、「5．都道府県庁」に回答された方にお聞きいたし

ます。関係した具体的な施策について、下の施策一覧の中から選び、段階ごとに記号をお書

き下さい。 

 
 国 都道府県庁 

（１）技術開発 ＿＿ ＿＿ 
（２）権利化 ＿＿ ＿＿ 
（３）製品開発 ＿＿ ＿＿ 
（４）技術移転 ＿＿ ＿＿ 

 
施策一覧 

「ヒト」の支援 「モノ」の支援 「カネ」の支援 
Ａ：公務員 Ｆ：セミナー（知財セミナー等） Ｋ：特許料の軽減 

Ｂ：弁理士の派遣 Ｇ：ブース（特許流通フェア等） Ｌ：審査請求料の軽減 

Ｃ：特許等に関する各種アドバイザ

ー 
Ｈ：人材情報（弁護士情報等） Ｍ：その他の知財関連の補助金 

Ｄ：特許等に関するサーチャー Ｉ：技術情報（登録特許情報等） Ｎ：国または都道府県の研究費

から知財関連費用への転用 

Ｅ：その他 Ｊ：その他 Ｏ：その他 
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問 27 知的財産に関する施策につきまして、お気づきの点がございましたらご記入ください。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

質問は以上です。ご協力、誠にありがとうございました。 
・  
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第３章 地域の知財政策に関する計量分析        －計量分析結果－ 

 

第1節 はじめに 

 

 第 6 章では公開データを用いて、2003 年から各地方自治体で進められてきた知的財産推進

戦略がどのようなインパクトを持つのか、計量経済学の手法を用いて分析する。第 5 章まで

の議論で触れられてきたとおり、2003 年度以降、様々な都道府県が知的財産推進戦略を進め

てきた。そのメニューは多岐に渡るが、知的財産権の創造、保護、活用を推進し、地方経済

を活性化させる、という目的は共通している。 

 ただし、これらの知財政策が有効であったかどうか、未だに計量的分析が行われていない

のが実情である。本章ではある一定の限界はあるものの、現時点で入手可能なデータを使っ

て、各地方自治体の知的財産推進戦略が特許出願数、商標出願数にどのような影響を与えた

かを分析する。分析では近年、政策評価に関する分析として広く利用されてきた、Difference 

in Differences Analysis（差分の差分法）を使う。1この手法は従来の計量経済分析手法を

応用することにより政策効果をより正確に推計することができ、労働、医療など、幅広い政

策の効果を推計するケースで利用されている。 

 分析の結果は以下の通りである。第一に、知的財産推進戦略を策定した都道府県の特許出

願数、商標出願数に統計的に有意な上昇が見られた。第二に、知的財産推進戦略を策定した

年度ごとに都道府県を分けて、知的財産推進計画の効果を推計したところ、2003 年度に知的

財産推進計画を策定した都道府県のみで有意に特許出願数、商標出願数がどうかすることが

確認された。この結果は先進的な都道府県のみで知的財産推進計画が効果を持つことを意味

し、必ずしもすべての都道府県で知的財産推進計画が効果を持つとは限らないことを示唆す

る。 

 本章の構成は以下の通りである。第 2 節は Difference in differences 分析の手法につい

て説明し、関連する論文や手法の限界について言及する。第 3 節では各都道府県の知財戦略

策定について簡単に触れ、Difference in differences 分析が知的財産推進戦略の効果の推

計に望ましい推計方法であることを述べる。第 4 節では推計式や本分析で用いるデータを説

明し、第 5 節で分析結果を示す。第 6 節は本分析のまとめと今後の課題である。 

 

 

第2節 Difference in differences 分析の概略 

 

１． Difference in differences 分析の考え方 

 

 本節では本分析で使用する、Difference in Differences Analysis（差分の差分分析）の

考え方について概観する。仮にある都道府県で A という政策が導入されたとする。この政策

の効果を計量的に計るために、どのようなフレームワークを用いれば良いかを記述する。 

 

ケース 1：政策変化前と政策変化後を比較する場合 

                                                  
1 Difference in differences分析については、Wooldridge(2005)などを参照。 
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 政策変化前と政策変化後を比較し政策の効果を推計する場合、以下の式を推計することに

なる。 

Yt＝β0+β1 Dt+εt

ここで、Ytは政策導入により影響を受ける変数（例えば、何らかの雇用政策を導入した場合

であれば県内の雇用数、出産助成政策であれば出産数など）である。Dtは政策導入前の年で

あれば 0、政策導入後の年であれば 1 となるダミー変数である。εtは正規分布を仮定した誤

差項、β0、β1 は推計するパラメーターである。 

 この式を推計した場合、仮にβ1がプラスになったとしても、政策がYをどうかさせたとは

必ずしもいえない。もちろん、この推計結果を素直に解釈すれば、政策導入後にYが増加した、

という解釈をすることは可能である。しかし、Yが増加した要因が、政策によるものかどうか

は断定できない。例えば、政策導入と同時期にマクロ経済的なショック（景気の回復など）

や国レベルの政策の変更が発生したとする。このようなケースではDtが都道府県レベルの政

策、マクロショックもしくは国レベルの政策の変更の効果のどちらを表しているのか、識別

不可能である。故に仮にβ1がプラスになったとしても、都道府県の政策導入がYに対してプ

ラスの影響を与えたとはいえない。 

 ちなみにこのような誤りは過去の政策評価に関して広くみられる。代表的な誤解は日本の

産業政策の有効性についてである。多くの研究者は日本が産業政策を行う前と後を比較して

経済成長率が上昇したことから、日本の産業政策が有効であったことを述べている。しかし、

経済成長率の上昇の原因が、産業政策によるものなのか、他の同時期に発生した何らかのマ

クロ的な要因なのかは識別不可能であり、上記の解釈は誤りである。 

 

ケース 2：政策を実施した都道府県と実施しなかった都道府県を比較する場合 

 もう一つの考え方として、政策を実施した都道府県と実施しなかった都道府県を比較し、Y

の違いを比較する方法も考えられる。このようなケースでは、以下の式を推計する。 

Yi＝γ0+γ1 Pi+εi

ここで、Ytは政策導入により影響を受ける変数である。Ptは政策を導入した都道府県であれ

ば 1、それ以外の都道府県であれば 0 となるダミー変数である。εtは正規分布を仮定した誤

差項、γ0、γ1 は推計するパラメーターである。 

 仮にγ1の推計値がプラスだったとする。この推計結果を解釈すれば、政策を導入した都道

府県は政策を導入していない都道府県に比べてYの水準が高い、という解釈になる。ただし、

Yの水準の違いは政策の効果によるものなのか、もともとのYの水準の違いによるものなのか

は不明であり、この推計結果から政策の導入によりYが増加したとはいえない。 

 

ケース 3：政策を実施した都道府県と実施しなかった都道府県の政策導入前後を比較する場

合 

 政策効果を正確に推計する際、以下の値が計測できれば正確な政策効果を推計できる。 

 

政策の効果=A-B 

A：ある都道府県における政策導入前と導入後の Y の変化分 

B：ある都道府県における、仮に政策を導入しなかった場合の Y の変化分 
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 ただし、現実の経済を分析している社会科学の分野では実験は不可能であるため、B の効

果は観察不能である。そのため、B の効果を何らかの形で近似しなければならない。そこで、

現実のデータを使用して推計可能なフレームワークにするために、以下の式により政策効果

を推計する。 

 

政策の効果=A-B’ 

A：ある都道府県における政策導入前と導入後の Y の変化分 

B’：政策を導入しなかった都道府県における Y の変化分 

 

 このケースが Difference in Differences Analysis の考え方である。Difference in 

Differences Analysis では、トリートメントグループ、コントロールグループという 2 つの

グループを特定して分析を行う。トリートメントグループは政策変化の影響を受けたグルー

プ（A の効果に相当）であり、コントロールグループは政策変化の影響を受けていないが、

それ以外の点ではトリートメントグループと同質のグループ（B の効果に相当）である。 

 この考え方により分析を行うと、ケース 1、ケース 2 で問題になった二つの要因を取り除

くことができる。まず、ケース 1 で問題になった政策変化と同時期に発生したマクロ的なシ

ョックや国レベルの政策変化の影響は A、B’に対する共通の効果として分析できるため、政

策効果には現れない。また、それぞれの都道府県における Y の差分をとることで、ケース 2

で問題となった政策導入以前に存在している都道府県ごとの Y のレベルの差に起因する効果

を消すことができる。 

 なお、推計式は以下の通りとなる。 

Yit＝δ0+δ1 Pi+δ2 Diδ1 +δ3 Di×Pt+εit

 変数の定義は前述の通りである。δ0、δ1、δ2 、δ3はそれぞれ推計するパラメーターで

ある。これらのパラメーターの解釈は以下の表の通りである。 

 

δ0 コントロールグループにおける変化前の被説明変数の平均 

δ1 コントロールグループとトリートメントグループの被説明変数に対して、変

化前から変化後にかけて共通の影響を与えた要因の効果 

 

δ2 変化前から存在するトリートメントグループとコントロールグループの特質

の差の効果 

 

δ3 政策変化の効果。（ある政策を導入したことによる Y の変化分） 

 

 

 

２． Difference in differences 分析を応用した研究の例 

 

 Difference in differences 分析を応用した研究は国内、海外を含め数多く存在する。例
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えば、Card and Krueger (1994) は、Difference in Differences 分析を用いて、最低賃金

水準の変化が雇用量に与える効果を分析した。通常の経済モデルは、最低賃金水準の増加は

雇用量を減少させると予測する。1992 年４月、アメリカ・ニュージャージー州にて、最低賃

金水準が 4.25 ドルから 5.05 ドルに増加した。これを受けて、Card and Krueger(1994)は、

この変化がニュージャージー州の雇用量、特に、ファーストフード店の雇用量を減少させた

かどうかを検証している。 

 前述したとおり、最低賃金水準が増加する前後における、ニュージャージー州のファース

トフード店の雇用量の変化を検証しただけでは、他の要因が雇用量に変化をもたらしたとい

う可能性を排除できない。そこで、Card and Krueger(1995)は、ニュージャージー州のファ

ーストフード店をトリートメントグループに設定する一方で、ニュージャージー州に隣接し、

かつ、最低賃金水準に変化のなかったペンシルヴァニア州のファーストフード店をコントロ

ールグループに設定した。検証の結果、Card and Krueger(1995)は、通常の経済モデルの予

測とは反して、最低賃金水準の増加が、雇用量に変化を与えなかったことを発見した。 

 Difference in Differences 分析を用いた研究は労災保険に関する分析にも尾要されてい

る。Meyer, Viscusi, and Durbin (1995)は、労災保険の受給額の増加が受給日数に与える効

果を分析した。通常の経済モデルでは、労災保険の受給額の増加は、労働者のモラルハザー

ド（受給日数の増加）をひきおこすと予測する。アメリカ・ケンタッキー州で、1980 年 7 月、

労災保険の受給額の増加があった。但し、労災保険の受給額が全ての労働者において増加し

たわけではなく、高所得労働者においてのみ増加し、低所得労働者には変化がなかった。そ

こで、Meyer, Viscusi, and Durbin (1995)らは、高所得労働者をトリートメントグループに

設定し、低所得労働者をコントロールグループに設定して、労災保険の受給額が変化した前

後において、それぞれのグループの受給日数の変化を検証した。その結果として、経済モデ

ルの予測どおり、労災保険の受給額の増加は、受給日数の増加をひきおこすことが発見され

た。 

 上述のとおり、海外の研究において Difference in Difference 分析は多用されているが、

日本でも数多くの研究が存在する。 例えば、斉藤(2005)が挙げられる。斉藤(2005)は、自

動車検査制度（車検）の導入が交通事故率を減少させたかどうかを検証をした。車検の導入

のタイミングは全国一律だが、車種によって導入のタイミングが異なった。具体的には、1973

年に軽自動車に車検制度が導入されたが、それ以外の車種については 1973 年以前に車検制度

が既に導入されていた。そこで、軽自動車をトリートメントグループに設定し、自家用普通

乗用車、自家用普通貨物車、自家用小型貨物車の 3 つの車種をコントロールグループに設定

した。その結果として、車検の導入により交通事故率が減少せず、むしろ増加したことが発

見された。 

 

３． Difference in differences 分析の留意点 

 

 Difference in differences 分析は政策効果を推計する手法として非常に優れた手法であ

るが、いくつかの留意点が存在する。第一に政策変化前から政策変化後にかけて、コントロ

ールグループの被説明変数はトリートメントグループの被説明変数と、全く同じ政策変化以

外の影響を受けていなければならない。例えば、石油ショックが発生したケースを考えてみ

ると、石油に依存する産業が中心の都道府県と、石油に依存しない産業が中心の都道府県で
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は石油ショックの影響は異なる。つまり、たとえマクロ的な影響であっても、都道府県によ

って影響にバラつきがある。マクロショックの都道府県ごとの影響の違いと政策の導入の効

果が識別できない状況では、Difference in differences 分析を行っても政策効果を正しく

推計することはできない。 

 第二に政策変化後と変化前で、トリートメントグループの構成とコントロールグループの

構成が一定でなければならない。例えば、A 県でのみ生活保護の支給額を増加させたケース

を考える。政策の影響として、生活保護の増加が労働供給を減少させるかを検討したい。

Difference in differences 分析の考え方を利用して、A 県をトリートメントグループ、近接

する B 県をコントロールグループとすると、支給額が増加したＡ県には余暇へのより強い選

好を持った住民が移住し、一方で、変化のない B 県には労働供給へのより強い選好を持った

住民が残る可能性がある。このようなケースでは、内生性の問題が発生し、一致性をもつ推

計が得られないことが知られている。 

 第三に政策変化の時点の特定化の問題がある。通常は政策変化の時期を法改正が決定した

時点もしくは法律が執行された時点として認識するケースが多い。しかし、影響を受ける経

済主体は必ずしもその時点に反応するとは限らない。例えば、数年前から法律改正の議論が

始まっており、法律改正が行われるという情報が各経済主体にとって既知となっている場合、

法律改正が決定される以前から、各経済主体は行動を変化させていると考えられる。このよ

うなケースでは政策効果は、法律を改正した時点ではなくその数年前に現れるので、法律を

改正した時点（もしくは執行された時点）以降を１とするダミーを利用して推計しても、正

確な政策効果を推計することができない。 

 

 

第3節 各都道府県の知的財産戦略の特徴 

 

 本節では各都道府県の知財戦略の策定状況について概観し、その特徴について述べる。前

述のとおり、各都道府県ではさまざまな知的財産推進戦略を策定しており、その政策メニュ

ーはさまざまである。図 6-1 は各地方自治体の知財戦略の策定状況について概観したもので

ある。この図で注目すべきことは、各地方自治体の知財戦略の策定時期である。各都道府県

の知財戦略は 2002 年度に福岡県「福岡県農産物知的財産戦略」、鳥取県「島根県知的財産活

用戦略」が策定され、2003 年度に東京都「中小企業の知的財産活用のための東京戦略」には

大阪府「大阪府知的財産戦略指針」、秋田県「秋田県知的財産戦略」、北海道「北海道知的財

産戦略推進方策」、愛知県「あいち知的財産創造プラン」などが策定された。それ以降にも福

島県、群馬県、栃木県、茨城県、埼玉県、福井県、長崎県でおいて知的財産戦略が策定さ、

2006 年まで 22 都道府県において知的財産戦略が策定されている。同時に 15 県において、今

後知的財産戦略を策定予定であり、知的財産戦略策定の動きは全国に広がりつつある。 
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 図 6-1：各都道府県の知財戦略の策定状況 

（知財財産戦略本部『知財戦略の進捗状況 知的財産推進計画２００６ 参考資料』より抜粋） 
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 ただし、一見してわかるように、策定時期は都道府県ごとにばらばらであり、先進的に知

的財産戦略を策定している都道府県もあれば、いまだに策定予定のない都道府県もある。こ

のように、全国的に足並みがそろわない政策は企業の都道府県間の格差を生む原因となる可

能性もあり、一概に好ましいものであるとは言い切れない。しかし、本稿のように政策の計

量評価を行う際には非常に都合がよい現象であるといえる。なぜなら政策の時期が各都道府

県で異なることで、前節で説明した Difference in differences の手法を応用することがで

き、政策効果を政策の前後しか観察できないケースと比べると、より正確に測定することが

できるからである。 

 政策のメニューについても全章で詳しく説明したとおり、都道府県ごとに大きく異なる。

しかし、知的財産権の創造・保護・活用を促進する、という大きな目的は一致しており、こ

の点においては都道府県ごとに大きな違いは見られない。本稿では入手できるデータの制約

から、知的財産権の保護戦略に焦点を当てる。たとえば、先進的に知的財産戦略を策定した

鳥取県では、『島根県知的財産活用戦略』第二章において「（5）行政が重点的に取り組む活動、 

 

４、知的財産を活用した技術開発への支援」として以下の点を列挙している。 

 

「（ｉ）事業採択時の特許化審査の充実 

 現在、企業に対する補助金については審査制度が設けられており経営、技術、事業

化等の観点から審査が実施されている。今後、特に、事業化審査において知的所有権取得の

可能性について充実していく必要がある。これは、特許の取得の促進のみでなく、具体的な

特許取得の計画があれば事業化の内容もより具体的なものとなり、企業においても研究開発

段階からきちんと経営戦略を構築することにも繋がることになる。 

 

（ｉｉ）特許活用による新製品開発への支援 

 特許を活用した新製品開発は開発コストの軽減にも繋がることから積極的に支援し

ていく必要がある。現在県の研究開発関係補助金の中には知的所有権の導入に要する経費が

補助対象となるものもあるが、実際には自社開発が主流であり、ほとんど補助対象経費とし

て申請されていない。今後、更に PR するとともに必要があれば特許活用枠等の補助制度の創

設を含めて検討していく必要がある。 

 

（ｉｉｉ）特許出願経費への助成 

 特に中小企業にとっては特許の出願、審査に要する経費は決して安いものではない

のが実状である。知的所有権の出願を促す観点から特許出願経費等に対する新たな助成制度

も検討する必要がある。ただし、安易な出願に対する助成とならないように、きちんと審査

できるだけの体制整備が必要である。」 

 

 これらのメニューは人材面や資金面などのさまざまな支援を企業に提示することで、特許

取得支援を促進するという自治体の姿勢が現れている。また、大阪府の「大阪府知的財産指

針」において「特許権等の取得を推進するために資金支援」などがあげられており、知財戦

略を策定することで地域の特許出願を後押しする動きが見られる(図 6-2)。 
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図 6-2：知的財産戦略のメニュー例（大阪府） 

『大阪府知的財産戦略指針』 

http://www.pref.osaka.jp/kogyo/gijyutsu/tizai/ktaikei.pdf 

より抜粋 
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第4節 計量分析の概要 

 

 本稿では前節で説明した Difference in Differences 分析を応用して計量分析を行う。推

計式は以下の通りである。 

 

Yit＝α0+α1 （知財戦略策定都道府県ダミー）i+α2 (知的財産戦略策定年ダミー)t 

+α3 (知財戦略策定都道府県ダミー)i×(知的財産策定年ダミー)t+X itα4+εit 

 

 ここで、添え字 i は都道府県、t は年次を表す。Y は被説明変数であり、本稿では対数変換

後特許出願数、就業者一人当たりの特許出願数、対数変換後商標出願数、就業者一人当たり

の商標出願数を被説明変数として推計する。特許出願数、商標出願数に関するデータの出所

は特許庁『特許行政年次報告書』、都道府県別就業者数については、内閣府『県民統計月報』

の 2003 年におけるデータを利用する。 

 知的財産戦略策定都道府県ダミーは知的財産戦略を 2004 年度までに策定した都道府県で

あれば 1、その他の都道府県であれば０となるダミー変数である。また、知的財産戦略策定

は、各都道府県において 2003 年、2004 年もしくはそれ以降において行われているため、こ

こでは知的財産戦略策定年ダミーを通常の年次ダミーとして分析を行う。なお、データの出

所は知財財産戦略本部による『知財戦略の進捗状況 知的財産推進計画 2006 参考資料』であ

る。各都道府県の知的財産戦略策定が特許出願、商標出願に影響を与えているのであれば、(知

財戦略策定都道府県ダミー)iと(知的財産策定年ダミー)tの交差項の係数であるα3は統計的

に有意にプラスになるはずであ。 

 Xはコントロール変数であり、自然対数変換後の県内総生産、第１次産業比率、就業者増加

数を利用する。特許出願、商標出願などの企業の知的財産活動は経済活動が活発な都道府県

ほど多いと考えられるため、自然対数変換後の県内総生産の係数は有意にプラスであると予

想される。また、第 1 次産業比率が高いほど、研究開発などの活動が活発ではないと考えら

れる。そのため、第 1 次産業比率の係数はマイナスと予想される。就業者増加率は都道府県

の経済活動の成長性を表す変数である。経済が成長している都道府県ほど、より多くの知的

財産を生み出すと考えられるため、就業者増加率の係数は有意にプラスとなることが予想さ

れる。2

 まず、最小二乗法により推計を行う。ただし、特許出願数、商標出願数に与える影響は都

道府県ごとの地域性など、目に見えない効果も存在するため、最小二乗法による推計結果は

一致性をもたず、係数が下方もしくは上方バイアスを含む可能性がある。そのため、本稿で

は最小二乗法による分析に加え、固定効果モデル、変量効果モデルによる推計も行う。 

 

                                                  
2 もちろん、知的財産保護が活発である結果、経済成長が達成された、という解釈もでき、同時性の問題

が発生している可能性は否定できない。ただし、就業者増加率の係数は本稿では注目していないことから、

この問題については言及せず、分析を行う。 
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第5節 分析結果  

 

最小二乗法による分析結果 

 特許出願に関する分析結果は表 6-1 から 6-3、商標出願に関する分析結果は 6-4 から 6-6

のとおりである。表 6-1 の左の列で示されている通り、知財戦略策定後ダミーの係数は対数

変換後特許出願数に有意にプラスの影響を与えない。ただし、被説明変数を特許出願数/就業

者数、もしくは特許出願数/県内総生産とすると、知財戦略策定後ダミーの係数はプラスにな

り、統計的にも 10%の水準で有意にゼロと異なる。また、表 6-5、表 6-6 の結果によると、知

財戦略策定後ダミーの係数の値は、被説明変数を商標出願数/就業者数、もしくは商標出願数

/県内総生産とすると、5%もしくは 10%の水準で統計的に有意にプラスとなる。 

 また、各表の右列には知財戦略の導入時期により都道府県を分けて、知財戦略ダミーの係

数を推計した。これらの結果は 2003 年度に知財戦略を導入した都道府県のみが商標出願数/

就業者数、もしくは商標出願数/県内総生産を統計的に有意に増加させていることを示唆して

いる。（表 6-5、表 6-6） 
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 表 6-1：最小二乗法による分析結果（被説明変数を対数変換後特許出願数）としたケース 

 

  対数変換後特許出願数 

モデル OLS OLS 

知財戦略策定後ダミー 0.17590  

 (0.15112)  

知財戦略策定後ダミー  -0.08242 

（2002 年度導入）  (0.43909) 

知財戦略策定後ダミー  0.16706 

（2003 年度導入）  (0.27612) 

知財戦略策定後ダミー  -0.04382 

（2004 年度導入）  (0.22518) 

知財戦略策定都道府県ダミー -0.35194***  

 (0.09250)  

知財戦略策定都道府県ダミー  -0.22688 

（2002 年度導入）  (0.38393) 

知財戦略策定都道府県ダミー  0.31602 

（2003 年度導入）  (0.22200) 

知財戦略策定都道府県ダミー  -0.52610*** 

（2004 年度導入）  (0.12461) 

知財戦略策定都道府県ダミー  -0.33682*** 

（2005 年度導入）  (0.11419) 

log（県内総生産） 1.34377*** 1.26104*** 

(2003 年) (0.06508) (0.06803) 

第１次産業比率 -44.79018*** -44.25152*** 

(2003 年) (4.15886) (3.99045) 

就業者増加率 1.04138 4.20142 

(2003 年) (4.87938) (4.67087) 

年次ダミー（2003 年） -0.04033 -0.02915 

 (0.11573) (0.11018) 

年次ダミー（2004 年） -0.03947 -0.02305 

 (0.11751) (0.11284) 

年次ダミー（2005 年） -0.11742 -0.06828 

 (0.12380) (0.11980) 

Observations 188 188 

R-squared 0.88 0.90 
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 表 6-2：最小二乗法による分析結果（被説明変数を特許出願数/就業者数）としたケース 

 

被説明変数 特許出願数/就業者数 

モデル OLS OLS 

知財戦略策定後ダミー 1.37413*  

 (0.71674)  

知財戦略策定後ダミー  0.02246 

（2002 年度導入）  (1.79112) 

知財戦略策定後ダミー  2.16454* 

（2003 年度導入）  (1.12634) 

知財戦略策定後ダミー  -0.08557 

（2004 年度導入）  (0.91857) 

知財戦略策定都道府県ダミー -0.29511  

 (0.43873)  

知財戦略策定都道府県ダミー  -1.18453 

（2002 年度導入）  (1.56613) 

知財戦略策定都道府県ダミー  4.44326*** 

（2003 年度導入）  (0.90557) 

知財戦略策定都道府県ダミー  -1.32868*** 

（2004 年度導入）  (0.50832) 

知財戦略策定都道府県ダミー  -0.25723 

（2005 年度導入）  (0.46582) 

log（県内総生産） 2.47101*** 1.71330*** 

(2003 年) (0.30866) (0.27752) 

第１次産業比率 -68.61784*** -70.52817*** 

(2003 年) (19.72533) (16.27777) 

就業者増加率 -16.21618 1.48829 

(2003 年) (23.14271) (19.05333) 

年次ダミー（2003 年） -0.13265 -0.09195 

 (0.54892) (0.44943) 

年次ダミー（2004 年） -0.22135 -0.20004 

 (0.55733) (0.46031) 

年次ダミー（2005 年） -0.53783 -0.29912 

 (0.58720) (0.48868) 

Observations 188 188 

R-squared 0.53 0.70 
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 表 6-3：最小二乗法による分析結果（被説明変数を特許出願数/県内総生産）としたケース 

 

被説明変数 特許出願数/県内総生産 

モデル OLS OLS 

知財戦略策定後ダミー 0.13675*  

 (0.07482)  

知財戦略策定後ダミー  -0.00368 

（2002 年度導入）  (0.18897) 

知財戦略策定後ダミー  0.19292 

（2003 年度導入）  (0.11883) 

知財戦略策定後ダミー  -0.01063 

（2004 年度導入）  (0.09691) 

知財戦略策定都道府県ダミー -0.04708  

 (0.04580)  

知財戦略策定都道府県ダミー  -0.12879 

（2002 年度導入）  (0.16523) 

知財戦略策定都道府県ダミー  0.45635*** 

（2003 年度導入）  (0.09554) 

知財戦略策定都道府県ダミー  -0.15276*** 

（2004 年度導入）  (0.05363) 

知財戦略策定都道府県ダミー  -0.04765 

（2005 年度導入）  (0.04915) 

log（県内総生産） 0.25081*** 0.17237*** 

(2003 年) (0.03222) (0.02928) 

第１次産業比率 -8.48504*** -8.67973*** 

(2003 年) (2.05907) (1.71735) 

就業者増加率 -1.07115 0.78068 

(2003 年) (2.41580) (2.01019) 

年次ダミー（2003 年） -0.01432 -0.00954 

 (0.05730) (0.04742) 

年次ダミー（2004 年） -0.02246 -0.01813 

 (0.05818) (0.04856) 

年次ダミー（2005 年） -0.05756 -0.03128 

 (0.06130) (0.05156) 

Observations 188 188 

R-squared 0.53 0.70 
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 表 6-4：最小二乗法による分析結果（被説明変数を対数変換後商標出願数）としたケース 

 

被説明変数 対数変換後商標出願数 

モデル OLS OLS 

知財戦略策定後ダミー 0.17346  

 (0.10562)  

知財戦略策定後ダミー  0.13305 

（2002 年度導入）  (0.29893) 

知財戦略策定後ダミー  0.09808 

（2003 年度導入）  (0.18798) 

知財戦略策定後ダミー  0.05142 

（2004 年度導入）  (0.15330) 

知財戦略策定都道府県ダミー -0.26654***  

 (0.06465)  

知財戦略策定都道府県ダミー  -0.32288 

（2002 年度導入）  (0.26138) 

知財戦略策定都道府県ダミー  0.29938** 

（2003 年度導入）  (0.15113) 

知財戦略策定都道府県ダミー  -0.42971*** 

（2004 年度導入）  (0.08484) 

知財戦略策定都道府県ダミー  -0.23519*** 

（2005 年度導入）  (0.07774) 

log（県内総生産） 1.17892*** 1.11599*** 

(2003 年) (0.04548) (0.04632) 

第１次産業比率 -17.40265*** -17.01067*** 

(2003 年) (2.90665) (2.71667) 

就業者増加率 6.83086** 9.30196*** 

(2003 年) (3.41023) (3.17990) 

年次ダミー（2003 年） 0.12228 0.12560* 

 (0.08089) (0.07501) 

年次ダミー（2004 年） 0.18205** 0.19279** 

 (0.08213) (0.07682) 

年次ダミー（2005 年） 0.19974** 0.22864*** 

 (0.08653) (0.08156) 

Observations 188 188 

R-squared 0.89 0.91 
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 表 6-5：最小二乗法による分析結果（被説明変数を商標出願数/就業者数）としたケース 

 

被説明変数 商標出願数/就業者数 

モデル OLS OLS 

知財戦略策定後ダミー 0.40166**  

 (0.19367)  

知財戦略策定後ダミー  0.09562 

（2002 年度導入）  (0.51351) 

知財戦略策定後ダミー  0.72954** 

（2003 年度導入）  (0.32292) 

知財戦略策定後ダミー  0.01404 

（2004 年度導入）  (0.26335) 

知財戦略策定都道府県ダミー -0.15004  

 (0.11855)  

知財戦略策定都道府県ダミー  -0.36597 

（2002 年度導入）  (0.44901) 

知財戦略策定都道府県ダミー  0.86912*** 

（2003 年度導入）  (0.25963) 

知財戦略策定都道府県ダミー  -0.40656*** 

（2004 年度導入）  (0.14574) 

知財戦略策定都道府県ダミー  -0.10799 

（2005 年度導入）  (0.13355) 

log（県内総生産） 0.49197*** 0.32241*** 

(2003 年) (0.08340) (0.07956) 

第１次産業比率 -18.30969*** -18.48926*** 

(2003 年) (5.32988) (4.66683) 

就業者増加率 -3.00161 1.24815 

(2003 年) (6.25327) (5.46259) 

年次ダミー（2003 年） 0.06801 0.07405 

 (0.14832) (0.12885) 

年次ダミー（2004 年） 0.08583 0.07920 

 (0.15059) (0.13197) 

年次ダミー（2005 年） 0.05893 0.11003 

 (0.15866) (0.14011) 

Observations 188 188 

R-squared 0.42 0.59 
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 表 6-6：最小二乗法による分析結果（被説明変数を商標出願数/県内総生産）としたケース 

 

被説明変数 商標出願数/県内総生産 

モデル OLS OLS 

知財戦略策定後ダミー 0.04070**  

 (0.02024)  

知財戦略策定後ダミー  0.01182 

（2002 年度導入）  (0.05432) 

知財戦略策定後ダミー  0.06487* 

（2003 年度導入）  (0.03416) 

知財戦略策定後ダミー  0.00145 

（2004 年度導入）  (0.02786) 

知財戦略策定都道府県ダミー -0.02314*  

 (0.01239)  

知財戦略策定都道府県ダミー  -0.04215 

（2002 年度導入）  (0.04750) 

知財戦略策定都道府県ダミー  0.08632*** 

（2003 年度導入）  (0.02746) 

知財戦略策定都道府県ダミー  -0.04982*** 

（2004 年度導入）  (0.01542) 

知財戦略策定都道府県ダミー  -0.01973 

（2005 年度導入）  (0.01413) 

log（県内総生産） 0.04439*** 0.02724*** 

(2003 年) (0.00872) (0.00842) 

第１次産業比率 -2.04207*** -2.04777*** 

(2003 年) (0.55699) (0.49369) 

就業者増加率 0.07188 0.52618 

(2003 年) (0.65349) (0.57787) 

年次ダミー（2003 年） 0.01019 0.01091 

 (0.01550) (0.01363) 

年次ダミー（2004 年） 0.01418 0.01419 

 (0.01574) (0.01396) 

年次ダミー（2005 年） 0.01243 0.01828 

 (0.01658) (0.01482) 

Observations 188 188 

R-squared 0.39 0.55 
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最小二乗法による分析結果（ラグをとったケース） 

 表6-1から表6-6は知財戦略が導入された年の特許出願や商標出願を被説明変数としたが、

政策の効果がその年に現れるとは考えにくい。そこで、表 6-7 から表 6-12 は一年後の特許出

願件数、商標出願件数を被説明変数として分析した。この結果によると、対数変換後特許出

願数に対して知財戦略策定後ダミーは統計的に有意な効果を持たないが(表 6-7)、特許出願

数/就業者数、特許出願数/県内総生産に対して、知財戦略策定後ダミーはプラスの影響を持

ち、統計的にも 5%もしくは 10%の水準で有意にゼロと異なる(表 6-8、表 6-9)。また、右列で

は知的財産戦略を策定した年度により都道府県を分け、知財戦略策定後ダミーの係数を推計

した。この結果によると、2003 年度に知的財産戦略を策定した都道府県のみで、知的財産策

定後ダミーの係数が有意にプラスである(表 6-8、表 6-9)。 

 同様に一年後の商標出願件数について分析した結果が表 6-10、表 6-11、表 6-12 である。

知財戦略策定後ダミーは表 6-10、表 6-11、表 6-12 において 1%もしくは 5%の水準で統計的に

有意にプラスである。また、年度ごとに知財戦略策定の効果を推計したところ、特許出願の

ケースと同様に、2003 年度に知的財産戦略を策定した都道府県のみで、知的財産策定後ダミ

ーの係数が有意にプラスである(表 6-11、表 6-12)。 

 これらの結果は各都道府県の知財戦略策定は一概に特許出願数、商標出願数に効果を与え

ているとは言えず、2003 年度に知的財産戦略を策定した都道府県のみで政策の効果があるこ

とを示唆している。 
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 表 6-7：最小二乗法による分析結果（被説明変数を対数変換後特許出願数）としたケース 

 

被説明変数 対数変換後特許出願数 

モデル OLS OLS 

知財戦略策定後ダミー 0.31587  

 (0.20140)  

知財戦略策定後ダミー  -0.08971 

（2002 年度導入）  (0.37960) 

知財戦略策定後ダミー  0.21187 

（2003 年度導入）  (0.29422) 

知財戦略策定後ダミー  -0.29292 

（2004 年度導入）  (0.54752) 

知財戦略策定都道府県ダミー -0.33812***  

 (0.08618)  

知財戦略策定都道府県ダミー  -0.24255 

（2002 年度導入）  (0.27363) 

知財戦略策定都道府県ダミー  0.34053* 

（2003 年度導入）  (0.18498) 

知財戦略策定都道府県ダミー  -0.53041*** 

（2004 年度導入）  (0.10887) 

知財戦略策定都道府県ダミー  -0.33559*** 

（2005 年度導入）  (0.11409) 

log（県内総生産） 1.34356*** 1.26535*** 

(2003 年) (0.06419) (0.06870) 

第１次産業比率 -44.69984*** -43.96972*** 

(2003 年) (4.14404) (4.02699) 

就業者増加率 1.34238 4.18597 

(2003 年) (4.87298) (4.66507) 

年次ダミー（2003 年） -0.02910 -0.02910 

 (0.11498) (0.10824) 

年次ダミー（2004 年） -0.03343 -0.01396 

 (0.11570) (0.10966) 

年次ダミー（2005 年） -0.11207 -0.07301 

 (0.11883) (0.11317) 

Observations 188 188 

R-squared 0.88 0.90 
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 表 6-8：最小二乗法による分析結果（被説明変数を特許出願数/就業者数）としたケース 

 

被説明変数 特許出願数/就業者数 

モデル OLS OLS 

知財戦略策定後ダミー 2.42852**  

 (0.95076)  

知財戦略策定後ダミー  0.00824 

（2002 年度導入）  (1.54623) 

知財戦略策定後ダミー  2.50901** 

（2003 年度導入）  (1.19847) 

知財戦略策定後ダミー  -1.07400 

（2004 年度導入）  (2.23025) 

知財戦略策定都道府県ダミー -0.18333  

 (0.40686)  

知財戦略策定都道府県ダミー  -1.16687 

（2002 年度導入）  (1.11461) 

知財戦略策定都道府県ダミー  4.86691*** 

（2003 年度導入）  (0.75348) 

知財戦略策定都道府県ダミー  -1.32292*** 

（2004 年度導入）  (0.44346) 

知財戦略策定都道府県ダミー  -0.25316 

（2005 年度導入）  (0.46473) 

log（県内総生産） 2.47149*** 1.72793*** 

(2003 年) (0.30302) (0.27983) 

第１次産業比率 -67.90286*** -69.43147*** 

(2003 年) (19.56319) (16.40335) 

就業者増加率 -13.95024 1.39829 

(2003 年) (23.00436) (19.00250) 

年次ダミー（2003 年） -0.04494 -0.04494 

 (0.54279) (0.44090) 

年次ダミー（2004 年） -0.17170 -0.07042 

 (0.54617) (0.44668) 

年次ダミー（2005 年） -0.49021 -0.31955 

 (0.56096) (0.46096) 

Observations 188 188 

R-squared 0.54 0.70 
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 表 6-9：最小二乗法による分析結果（被説明変数を特許出願数/県内総生産）としたケース 

 

被説明変数 特許出願数/県内総生産 

モデル OLS OLS 

知財戦略策定後ダミー 0.23857**  

 (0.09936)  

知財戦略策定後ダミー  -0.00470 

（2002 年度導入）  (0.16323) 

知財戦略策定後ダミー  0.22379* 

（2003 年度導入）  (0.12652) 

知財戦略策定後ダミー  -0.10895 

（2004 年度導入）  (0.23545) 

知財戦略策定都道府県ダミー -0.03565  

 (0.04252)  

知財戦略策定都道府県ダミー  -0.12870 

（2002 年度導入）  (0.11767) 

知財戦略策定都道府県ダミー  0.49389*** 

（2003 年度導入）  (0.07954) 

知財戦略策定都道府県ダミー  -0.15273*** 

（2004 年度導入）  (0.04682) 

知財戦略策定都道府県ダミー  -0.04723 

（2005 年度導入）  (0.04906) 

log（県内総生産） 0.25102*** 0.17387*** 

(2003 年) (0.03167) (0.02954) 

第１次産業比率 -8.41314*** -8.57021*** 

(2003 年) (2.04446) (1.73169) 

就業者増加率 -0.85246 0.77231 

(2003 年) (2.40408) (2.00608) 

年次ダミー（2003 年） -0.00559 -0.00559 

 (0.05672) (0.04655) 

年次ダミー（2004 年） -0.01732 -0.00665 

 (0.05708) (0.04716) 

年次ダミー（2005 年） -0.05236 -0.03336 

 (0.05862) (0.04866) 

Observations 188 188 

R-squared 0.54 0.70 
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 表 6-10：最小二乗法による分析結果（被説明変数を対数変換後商標出願数）としたケース 

 

被説明変数 対数変換後商標出願数 

モデル OLS OLS 

知財戦略策定後ダミー 0.30412**  

 (0.14042)  

知財戦略策定後ダミー  0.03788 

（2002 年度導入）  (0.25857) 

知財戦略策定後ダミー  0.11721 

（2003 年度導入）  (0.20042) 

知財戦略策定後ダミー  0.25017 

（2004 年度導入）  (0.37296) 

知財戦略策定都道府県ダミー -0.25219***  

 (0.06009)  

知財戦略策定都道府県ダミー  -0.24311 

（2002 年度導入）  (0.18639) 

知財戦略策定都道府県ダミー  0.32152** 

（2003 年度導入）  (0.12600) 

知財戦略策定都道府県ダミー  -0.42190*** 

（2004 年度導入）  (0.07416) 

知財戦略策定都道府県ダミー  -0.23645*** 

（2005 年度導入）  (0.07772) 

log（県内総生産） 1.17911*** 1.11174*** 

(2003 年) (0.04475) (0.04680) 

第１次産業比率 -17.31182*** -17.24257*** 

(2003 年) (2.88935) (2.74308) 

就業者増加率 7.11157** 9.30483*** 

(2003 年) (3.39758) (3.17773) 

年次ダミー（2003 年） 0.13335* 0.13335* 

 (0.08017) (0.07373) 

年次ダミー（2004 年） 0.18848** 0.20378*** 

 (0.08067) (0.07470) 

年次ダミー（2005 年） 0.20611** 0.23450*** 

 (0.08285) (0.07709) 

Observations 188 188 

R-squared 0.89 0.91 
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 表 6-11：最小二乗法による分析結果（被説明変数を商標出願数/就業者数）としたケース 

 

被説明変数 商標出願数/就業者数 

モデル OLS OLS 

知財戦略策定後ダミー 0.74163***  

 (0.25606)  

知財戦略策定後ダミー  0.05341 

（2002 年度導入）  (0.44305) 

知財戦略策定後ダミー  0.86128** 

（2003 年度導入）  (0.34341) 

知財戦略策定後ダミー  0.01964 

（2004 年度導入）  (0.63905) 

知財戦略策定都道府県ダミー -0.12046  

 (0.10957)  

知財戦略策定都道府県ダミー  -0.32112 

（2002 年度導入）  (0.31938) 

知財戦略策定都道府県ダミー  1.01284*** 

（2003 年度導入）  (0.21590) 

知財戦略策定都道府県ダミー  -0.40258*** 

（2004 年度導入）  (0.12707) 

知財戦略策定都道府県ダミー  -0.10867 

（2005 年度導入）  (0.13316) 

log（県内総生産） 0.49040*** 0.32035*** 

(2003 年) (0.08161) (0.08018) 

第１次産業比率 -18.10823*** -18.51269*** 

(2003 年) (5.26870) (4.70018) 

就業者増加率 -2.26983 1.22563 

(2003 年) (6.19547) (5.44493) 

年次ダミー（2003 年） 0.09364 0.09364 

 (0.14618) (0.12633) 

年次ダミー（2004 年） 0.09832 0.12506 

 (0.14709) (0.12799) 

年次ダミー（2005 年） 0.06812 0.10259 

 (0.15108) (0.13208) 

Observations 188 188 

R-squared 0.44 0.59 
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 表 6-12：最小二乗法による分析結果（被説明変数を商標出願数/県内総生産）としたケース 

 

被説明変数 商標出願数/県内総生産 

モデル OLS OLS 

知財戦略策定後ダミー 0.07492***  

 (0.02678)  

知財戦略策定後ダミー  0.00550 

（2002 年度導入）  (0.04690) 

知財戦略策定後ダミー  0.07740** 

（2003 年度導入）  (0.03635) 

知財戦略策定後ダミー  0.01131 

（2004 年度導入）  (0.06765) 

知財戦略策定都道府県ダミー -0.02012*  

 (0.01146)  

知財戦略策定都道府県ダミー  -0.03610 

（2002 年度導入）  (0.03381) 

知財戦略策定都道府県ダミー  0.09901*** 

（2003 年度導入）  (0.02286) 

知財戦略策定都道府県ダミー  -0.04966*** 

（2004 年度導入）  (0.01345) 

知財戦略策定都道府県ダミー  -0.01985 

（2005 年度導入）  (0.01410) 

log（県内総生産） 0.04425*** 0.02686*** 

(2003 年) (0.00854) (0.00849) 

第１次産業比率 -2.02160*** -2.06077*** 

(2003 年) (0.55104) (0.49757) 

就業者増加率 0.14552 0.52433 

(2003 年) (0.64797) (0.57641) 

年次ダミー（2003 年） 0.01279 0.01279 

 (0.01529) (0.01337) 

年次ダミー（2004 年） 0.01546 0.01836 

 (0.01538) (0.01355) 

年次ダミー（2005 年） 0.01339 0.01749 

 (0.01580) (0.01398) 

Observations 188 188 

R-squared 0.40 0.55 
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固定効果モデル、変量効果モデルによる分析結果 

 最小二乗法による分析により、各都道府県の知財戦略策定は、特に 2003 年度に知財戦略を

策定したケースで特許出願数、商標出願数に対して統計的に有意にプラスの影響を与えるこ

とを示した。ただし、最小二乗法の分析は各都道府県固有の要因をすべて除去できているわ

けではなく、omitted variables の問題が発生する可能性がある。そこで、本稿では固定効

果モデルと変量効果モデルにより、知財戦略の効果を推計した。表 6-13 から表の 6-24 は最

小二乗法と同様の説明変数により推計を行った結果であるが、知財戦略策定後ダミーの係数

はどの推計結果においても統計的に有意にゼロと異ならない。固定効果モデル、変量効果モ

デルの結果は、各都道府県の知財戦略策定は特許出願数、商標出願数に対して影響を与えな

いことを示唆する。 
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表 6－13：固定効果モデルによる分析結果（被説明変数を対数変換後特許出願数）としたケース 

 

被説明変数 対数変換後特許出願数 

モデル Fixed Effects Fixed Effects 

知財戦略策定後ダミー 0.00639  

 (0.03277)  

知財戦略策定後ダミー  -0.08740 

（2002 年度導入）  (0.08298) 

知財戦略策定後ダミー  0.03801 

（2003 年度導入）  (0.05345) 

知財戦略策定後ダミー  0.01057 

（2004 年度導入）  (0.04330) 

知財戦略策定都道府県ダミー -  

 (-)  

知財戦略策定都道府県ダミー  - 

（2002 年度導入）  (-) 

知財戦略策定都道府県ダミー  - 

（2003 年度導入）  (-) 

知財戦略策定都道府県ダミー  - 

（2004 年度導入）  (-) 

知財戦略策定都道府県ダミー  - 

（2005 年度導入）  (-) 

log（県内総生産） - - 

(2003 年) (-) (-) 

第１次産業比率 - - 

(2003 年) (-) (-) 

就業者増加率 - - 

(2003 年) (-) (-) 

年次ダミー（2003 年） -0.02951 -0.02619 

 (0.02056) (0.02082) 

年次ダミー（2004 年） -0.01422 -0.01301 

 (0.02103) (0.02135) 

年次ダミー（2005 年） -0.06693*** -0.06634*** 

 (0.02267) (0.02271) 

Observations 188 188 

R-squared 0.08 0.09 

Number of prefecture 47 47 
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 表 6－14：固定効果モデルによる分析結果（被説明変数を特許出願数/就業者数）としたケース 

 

被説明変数 特許出願数/就業者数 

モデル Fixed Effects Fixed Effects 

知財戦略策定後ダミー -0.01498  

 (0.06171)  

知財戦略策定後ダミー  -0.11614 

（2002 年度導入）  (0.15696) 

知財戦略策定後ダミー  -0.00377 

（2003 年度導入）  (0.10110) 

知財戦略策定後ダミー  0.00387 

（2004 年度導入）  (0.08190) 

知財戦略策定都道府県ダミー -  

 (-)  

知財戦略策定都道府県ダミー  - 

（2002 年度導入）  (-) 

知財戦略策定都道府県ダミー  - 

（2003 年度導入）  (-) 

知財戦略策定都道府県ダミー  - 

（2004 年度導入）  (-) 

知財戦略策定都道府県ダミー  - 

（2005 年度導入）  (-) 

log（県内総生産） - - 

(2003 年) (-) (-) 

第１次産業比率 - - 

(2003 年) (-) (-) 

就業者増加率 - - 

(2003 年) (-) (-) 

年次ダミー（2003 年） -0.04398 -0.03992 

 (0.03873) (0.03939) 

年次ダミー（2004 年） -0.01446 -0.01151 

 (0.03961) (0.04038) 

年次ダミー（2005 年） -0.12405*** -0.12391*** 

 (0.04269) (0.04296) 

Observations 188 188 

R-squared 0.09 0.09 

Number of prefecture 47 47 
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表 6－15：固定効果モデルによる分析結果（被説明変数を特許出願数/県内総生産）としたケース 

 

被説明変数 特許出願数/県内総生産 

モデル Fixed Effects Fixed Effects 

知財戦略策定後ダミー -0.00123  

 (0.00796)  

知財戦略策定後ダミー  -0.01566 

（2002 年度導入）  (0.02024) 

知財戦略策定後ダミー  0.00205 

（2003 年度導入）  (0.01303) 

知財戦略策定後ダミー  0.00041 

（2004 年度導入）  (0.01056) 

知財戦略策定都道府県ダミー -  

 (-)  

知財戦略策定都道府県ダミー  - 

（2002 年度導入）  (-) 

知財戦略策定都道府県ダミー  - 

（2003 年度導入）  (-) 

知財戦略策定都道府県ダミー  - 

（2004 年度導入）  (-) 

知財戦略策定都道府県ダミー  - 

（2005 年度導入）  (-) 

log（県内総生産） - - 

(2003 年) (-) (-) 

第１次産業比率 - - 

(2003 年) (-) (-) 

就業者増加率 - - 

(2003 年) (-) (-) 

年次ダミー（2003 年） -0.00551 -0.00497 

 (0.00499) (0.00508) 

年次ダミー（2004 年） -0.00191 -0.00161 

 (0.00511) (0.00521) 

年次ダミー（2005 年） -0.01646*** -0.01640*** 

 (0.00551) (0.00554) 

Observations 188 188 

R-squared 0.09 0.09 

Number of prefecture 47 47 
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表 6－16：変量効果モデルによる分析結果（被説明変数を対数変換後特許出願数）としたケース 

 

被説明変数 対数変換後特許出願数 

モデル Random Effects Random Effects 

知財戦略策定後ダミー 0.00828  

 (0.03270)  

知財戦略策定後ダミー  -0.08735 

（2002 年度導入）  (0.08288) 

知財戦略策定後ダミー  0.03911 

（2003 年度導入）  (0.05337) 

知財戦略策定後ダミー  0.01011 

（2004 年度導入）  (0.04324) 

知財戦略策定都道府県ダミー -0.30938*  

 (0.17261)  

知財戦略策定都道府県ダミー  -0.22334 

（2002 年度導入）  (0.41765) 

知財戦略策定都道府県ダミー  0.38653 

（2003 年度導入）  (0.34380) 

知財戦略策定都道府県ダミー  -0.54158** 

（2004 年度導入）  (0.22658) 

知財戦略策定都道府県ダミー  -0.33651 

（2005 年度導入）  (0.23903) 

log（県内総生産） 1.35977*** 1.26186*** 

(2003 年) (0.13004) (0.14182) 

第１次産業比率 -44.63271*** -44.29729*** 

(2003 年) (8.51453) (8.33576) 

就業者増加率 0.67030 4.22513 

(2003 年) (9.97216) (9.77805) 

年次ダミー（2003 年） -0.02963 -0.02621 

 (0.02056) (0.02080) 

年次ダミー（2004 年） -0.01450 -0.01310 

 (0.02102) (0.02132) 

年次ダミー（2005 年） -0.06749*** -0.06636*** 

 (0.02265) (0.02268) 

Observations 188 188 

R-squared     

Number of prefecture 47 47 
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表 6－17：変量効果モデルによる分析結果（被説明変数を特許出願数/就業者数）としたケース 

 

被説明変数 特許出願数/就業者数 

モデル Random Effects Random Effects 

知財戦略策定後ダミー -0.01251  

 (0.06199)  

知財戦略策定後ダミー  -0.11571 

（2002 年度導入）  (0.16956) 

知財戦略策定後ダミー  0.00295 

（2003 年度導入）  (0.10921) 

知財戦略策定後ダミー  0.00360 

（2004 年度導入）  (0.08847) 

知財戦略策定都道府県ダミー 0.05700  

 (0.81866)  

知財戦略策定都道府県ダミー  -1.07932 

（2002 年度導入）  (1.40664) 

知財戦略策定都道府県ダミー  5.62108*** 

（2003 年度導入）  (1.16353) 

知財戦略策定都道府県ダミー  -1.36334* 

（2004 年度導入）  (0.76788) 

知財戦略策定都道府県ダミー  -0.24706 

（2005 年度導入）  (0.81080) 

log（県内総生産） 2.60333*** 1.74348*** 

(2003 年) (0.61717) (0.48104) 

第１次産業比率 -67.31520* -70.35273** 

(2003 年) (40.42104) (28.27464) 

就業者増加率 -19.28594 1.86337 

(2003 年) (47.34006) (33.16719) 

年次ダミー（2003 年） -0.04414 -0.04008 

 (0.03891) (0.04255) 

年次ダミー（2004 年） -0.01483 -0.01209 

 (0.03980) (0.04363) 

年次ダミー（2005 年） -0.12479*** -0.12446*** 

 (0.04289) (0.04640) 

Observations 188 188 

R-squared     

Number of prefecture 47 47 
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表 6－18：変量効果モデルによる分析結果（被説明変数を特許出願数/県内総生産）としたケース 

 

被説明変数 特許出願数/県内総生産 

モデル Random Effects Random Effects 

知財戦略策定後ダミー -0.00086  

 (0.00799)  

知財戦略策定後ダミー  -0.01562 

（2002 年度導入）  (0.02113) 

知財戦略策定後ダミー  0.00276 

（2003 年度導入）  (0.01361) 

知財戦略策定後ダミー  0.00037 

（2004 年度導入）  (0.01102) 

知財戦略策定都道府県ダミー -0.01213  

 (0.08549)  

知財戦略策定都道府県ダミー  -0.11971 

（2002 年度導入）  (0.15943) 

知財戦略策定都道府県ダミー  0.56001*** 

（2003 年度導入）  (0.13180) 

知財戦略策定都道府県ダミー  -0.15668* 

（2004 年度導入）  (0.08697) 

知財戦略策定都道府県ダミー  -0.04677 

（2005 年度導入）  (0.09182) 

log（県内総生産） 0.26394*** 0.17496*** 

(2003 年) (0.06445) (0.05448) 

第１次産業比率 -8.35576** -8.66795*** 

(2003 年) (4.22081) (3.20199) 

就業者増加率 -1.37578 0.81377 

(2003 年) (4.94331) (3.75604) 

年次ダミー（2003 年） -0.00554 -0.00499 

 (0.00502) (0.00530) 

年次ダミー（2004 年） -0.00196 -0.00167 

 (0.00513) (0.00544) 

年次ダミー（2005 年） -0.01657*** -0.01646*** 

 (0.00553) (0.00578) 

Observations 188 188 

R-squared     

Number of prefecture 47 47 
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表 6－19：固定効果モデルによる分析結果（被説明変数を対数変換後商標出願数）としたケース 

 

被説明変数 対数変換後商標出願数 

モデル Fixed Effects Fixed Effects 

知財戦略策定後ダミー -0.03349  

 (0.03348)  

知財戦略策定後ダミー  0.11376 

（2002 年度導入）  (0.08325) 

知財戦略策定後ダミー  -0.12762** 

（2003 年度導入）  (0.05362) 

知財戦略策定後ダミー  -0.01220 

（2004 年度導入）  (0.04344) 

知財戦略策定都道府県ダミー -  

 (-)  

知財戦略策定都道府県ダミー  - 

（2002 年度導入）  (-) 

知財戦略策定都道府県ダミー  - 

（2003 年度導入）  (-) 

知財戦略策定都道府県ダミー  - 

（2004 年度導入）  (-) 

知財戦略策定都道府県ダミー  - 

（2005 年度導入）  (-) 

log（県内総生産） - - 

(2003 年) (-) (-) 

第１次産業比率 - - 

(2003 年) (-) (-) 

就業者増加率 - - 

(2003 年) (-) (-) 

年次ダミー（2003 年） 0.13549*** 0.13123*** 

 (0.02101) (0.02089) 

年次ダミー（2004 年） 0.21288*** 0.21417*** 

 (0.02149) (0.02142) 

年次ダミー（2005 年） 0.26138*** 0.25950*** 

 (0.02316) (0.02278) 

Observations 188 188 

R-squared 0.55 0.57 

Number of prefecture 47 47 
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表 6－20：固定効果モデルによる分析結果（被説明変数を商標出願数/就業者数）としたケース 

 

被説明変数 商標出願数/就業者数 

モデル Fixed Effects Fixed Effects 

知財戦略策定後ダミー -0.02083  

 (0.02560)  

知財戦略策定後ダミー  0.04213 

（2002 年度導入）  (0.06495) 

知財戦略策定後ダミー  -0.02343 

（2003 年度導入）  (0.04184) 

知財戦略策定後ダミー  -0.03530 

（2004 年度導入）  (0.03389) 

知財戦略策定都道府県ダミー -  

 (-)  

知財戦略策定都道府県ダミー  - 

（2002 年度導入）  (-) 

知財戦略策定都道府県ダミー  - 

（2003 年度導入）  (-) 

知財戦略策定都道府県ダミー  - 

（2004 年度導入）  (-) 

知財戦略策定都道府県ダミー  - 

（2005 年度導入）  (-) 

log（県内総生産） - - 

(2003 年) (-) (-) 

第１次産業比率 - - 

(2003 年) (-) (-) 

就業者増加率 - - 

(2003 年) (-) (-) 

年次ダミー（2003 年） 0.09497*** 0.09235*** 

 (0.01607) (0.01630) 

年次ダミー（2004 年） 0.14876*** 0.14661*** 

 (0.01643) (0.01671) 

年次ダミー（2005 年） 0.18478*** 0.18479*** 

 (0.01771) (0.01778) 

Observations 188 188 

R-squared 0.51 0.52 

Number of prefecture 47 47 
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表 6－21：固定効果モデルによる分析結果（被説明変数を商標出願数/県内総生産）としたケース 

 

被説明変数 商標出願数/県内総生産 

モデル Fixed Effects Fixed Effects 

知財戦略策定後ダミー -0.00398  

 (0.00359)  

知財戦略策定後ダミー  0.00662 

（2002 年度導入）  (0.00909) 

知財戦略策定後ダミー  -0.00635 

（2003 年度導入）  (0.00586) 

知財戦略策定後ダミー  -0.00522 

（2004 年度導入）  (0.00475) 

知財戦略策定都道府県ダミー -  

 (-)  

知財戦略策定都道府県ダミー  - 

（2002 年度導入）  (-) 

知財戦略策定都道府県ダミー  - 

（2003 年度導入）  (-) 

知財戦略策定都道府県ダミー  - 

（2004 年度導入）  (-) 

知財戦略策定都道府県ダミー  - 

（2005 年度導入）  (-) 

log（県内総生産） - - 

(2003 年) (-) (-) 

第１次産業比率 - - 

(2003 年) (-) (-) 

就業者増加率 - - 

(2003 年) (-) (-) 

年次ダミー（2003 年） 0.01304*** 0.01264*** 

 (0.00225) (0.00228) 

年次ダミー（2004 年） 0.02084*** 0.02061*** 

 (0.00230) (0.00234) 

年次ダミー（2005 年） 0.02574*** 0.02570*** 

 (0.00248) (0.00249) 

Observations 188 188 

R-squared 0.50 0.51 

Number of prefecture 47 47 
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表 6－22：変量効果モデルによる分析結果（被説明変数を対数変換後商標出願数）としたケース 

 

被説明変数 対数変換後商標出願数 

モデル Random Effects Random Effects 

知財戦略策定後ダミー -0.02827  

 (0.03352)  

知財戦略策定後ダミー  0.11420 

（2002 年度導入）  (0.08503) 

知財戦略策定後ダミー  -0.12245** 

（2003 年度導入）  (0.05474) 

知財戦略策定後ダミー  -0.01075 

（2004 年度導入）  (0.04435) 

知財戦略策定都道府県ダミー -0.21532*  

 (0.11787)  

知財戦略策定都道府県ダミー  -0.30820 

（2002 年度導入）  (0.26611) 

知財戦略策定都道府県ダミー  0.41838* 

（2003 年度導入）  (0.21636) 

知財戦略策定都道府県ダミー  -0.41358*** 

（2004 年度導入）  (0.14207) 

知財戦略策定都道府県ダミー  -0.23374 

（2005 年度導入）  (0.14953) 

log（県内総生産） 1.19817*** 1.12049*** 

(2003 年) (0.08870) (0.08872) 

第１次産業比率 -17.21314*** -16.91049*** 

(2003 年) (5.80557) (5.21478) 

就業者増加率 6.38427 9.33802 

(2003 年) (6.79962) (6.11687) 

年次ダミー（2003 年） 0.13516*** 0.13110*** 

 (0.02112) (0.02134) 

年次ダミー（2004 年） 0.21210*** 0.21368*** 

 (0.02160) (0.02188) 

年次ダミー（2005 年） 0.25983*** 0.25880*** 

 (0.02327) (0.02327) 

Observations 188 188 

R-squared     

Number of prefecture 47 47 
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表 6－23：変量効果モデルによる分析結果（被説明変数を商標出願数/就業者数）としたケース 

 

被説明変数 商標出願数/就業者数 

モデル Random Effects Random Effects 

知財戦略策定後ダミー -0.01903  

 (0.02576)  

知財戦略策定後ダミー  0.04267 

（2002 年度導入）  (0.07655) 

知財戦略策定後ダミー  -0.01583 

（2003 年度導入）  (0.04929) 

知財戦略策定後ダミー  -0.03480 

（2004 年度導入）  (0.03993) 

知財戦略策定都道府県ダミー -0.04321  

 (0.21982)  

知財戦略策定都道府県ダミー  -0.32529 

（2002 年度導入）  (0.35516) 

知財戦略策定都道府県ダミー  1.27396*** 

（2003 年度導入）  (0.29195) 

知財戦略策定都道府県ダミー  -0.39655** 

（2004 年度導入）  (0.19233) 

知財戦略策定都道府県ダミー  -0.10401 

（2005 年度導入）  (0.20285) 

log（県内総生産） 0.53211*** 0.33440*** 

(2003 年) (0.16568) (0.12035) 

第１次産業比率 -17.91449* -18.33688*** 

(2003 年) (10.85067) (7.07408) 

就業者増加率 -3.93293 1.37501 

(2003 年) (12.70808) (8.29803) 

年次ダミー（2003 年） 0.09486*** 0.09216*** 

 (0.01618) (0.01921) 

年次ダミー（2004 年） 0.14849*** 0.14593*** 

 (0.01654) (0.01969) 

年次ダミー（2005 年） 0.18425*** 0.18403*** 

 (0.01783) (0.02095) 

Observations 188 188 

R-squared     

Number of prefecture 47 47 
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表 6－24：変量効果モデルによる分析結果（被説明変数を商標出願数/県内総生産）としたケース 

 

被説明変数 商標出願数/県内総生産 

モデル Random Effects Random Effects 

知財戦略策定後ダミー -0.00364  

 (0.00361)  

知財戦略策定後ダミー  0.00669 

（2002 年度導入）  (0.01008) 

知財戦略策定後ダミー  -0.00540 

（2003 年度導入）  (0.00649) 

知財戦略策定後ダミー  -0.00513 

（2004 年度導入）  (0.00526) 

知財戦略策定都道府県ダミー -0.01188  

 (0.02288)  

知財戦略策定都道府県ダミー  -0.03820 

（2002 年度導入）  (0.04094) 

知財戦略策定都道府県ダミー  0.12445*** 

（2003 年度導入）  (0.03356) 

知財戦略策定都道府県ダミー  -0.04833** 

（2004 年度導入）  (0.02209) 

知財戦略策定都道府県ダミー  -0.01934 

（2005 年度導入）  (0.02329) 

log（県内総生産） 0.04862*** 0.02841** 

(2003 年) (0.01724) (0.01382) 

第１次産業比率 -2.00042* -2.03113** 

(2003 年) (1.12915) (0.81218) 

就業者増加率 -0.02628 0.53808 

(2003 年) (1.32245) (0.95269) 

年次ダミー（2003 年） 0.01302*** 0.01262*** 

 (0.00227) (0.00253) 

年次ダミー（2004 年） 0.02079*** 0.02053*** 

 (0.00232) (0.00259) 

年次ダミー（2005 年） 0.02564*** 0.02560*** 

 (0.00250) (0.00276) 

Observations 188 188 

R-squared     

Number of prefecture 47 47 
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固定効果モデル、変量効果モデルによる分析結果（ラグをとったケース） 

 表 6-25 から表の 6-36 は一年後の特許出願数と商標出願数を被説明変数として、固定効果

モデル、変量効果モデルにより推計した結果である。これらのケースでも、知財戦略策定後

ダミーの係数は統計的に有意にプラスとはならない。固定効果モデル、変量効果モデルの結

果は、各都道府県の知財戦略策定は特許出願数、商標出願数に対してプラスの影響を与えな

いことを示唆する。 

 ただし、最小二乗法の分析の調整済み決定係数の値は高く、最小二乗法に決定的な問題が

あるかどうかはなんともいえない。そのため、本稿では最少二乗法の解釈に基づき、結論を

導出することとしたい。 
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表 6-25：固定効果モデルによる分析結果（被説明変数を対数変換後特許出願数）としたケース 

 

被説明変数 対数変換後特許出願数 

モデル 
Fixed 

Effects 

Fixed 

Effects 

知財戦略策定後ダミー 0.01553  

 (0.04307)  

知財戦略策定後ダミー  -0.09351 

（2002 年度導入）  (0.07129) 

知財戦略策定後ダミー  0.06817 

（2003 年度導入）  (0.05679) 

知財戦略策定後ダミー  0.08357 

（2004 年度導入）  (0.11512) 

知財戦略策定都道府県ダミー -  

 (-)  

知財戦略策定都道府県ダミー  - 

（2002 年度導入）  (-) 

知財戦略策定都道府県ダミー  - 

（2003 年度導入）  (-) 

知財戦略策定都道府県ダミー  - 

（2004 年度導入）  (-) 

知財戦略策定都道府県ダミー  - 

（2005 年度導入）  (-) 

log（県内総生産） - - 

(2003 年) (-) (-) 

第１次産業比率 - - 

(2003 年) (-) (-) 

就業者増加率 - - 

(2003 年) (-) (-) 

年次ダミー（2003 年） -0.02910 -0.02910 

 (0.02045) (0.02033) 

年次ダミー（2004 年） -0.01426 -0.01074 

 (0.02063) (0.02059) 

年次ダミー（2005 年） -0.06734*** -0.06863*** 

 (0.02143) (0.02131) 

Observations 188 188 

R-squared 0.08 0.10 

Number of prefecture 47 47 
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表 6－26：固定効果モデルによる分析結果（被説明変数を特許出願数/就業者数）としたケース 

 

被説明変数 特許出願数/就業者数 

モデル 
Fixed 

Effects 

Fixed 

Effects 

知財戦略策定後ダミー 0.00301  

 (0.08116)  

知財戦略策定後ダミー  -0.11510 

（2002 年度導入）  (0.13551) 

知財戦略策定後ダミー  0.04945 

（2003 年度導入）  (0.10794) 

知財戦略策定後ダミー  0.12292 

（2004 年度導入）  (0.21882) 

知財戦略策定都道府県ダミー -  

 (-)  

知財戦略策定都道府県ダミー  - 

（2002 年度導入）  (-) 

知財戦略策定都道府県ダミー  - 

（2003 年度導入）  (-) 

知財戦略策定都道府県ダミー  - 

（2004 年度導入）  (-) 

知財戦略策定都道府県ダミー  - 

（2005 年度導入）  (-) 

log（県内総生産） - - 

(2003 年) (-) (-) 

第１次産業比率 - - 

(2003 年) (-) (-) 

就業者増加率 - - 

(2003 年) (-) (-) 

年次ダミー（2003 年） -0.04494 -0.04494 

 (0.03853) (0.03864) 

年次ダミー（2004 年） -0.01688 -0.01284 

 (0.03888) (0.03915) 

年次ダミー（2005 年） -0.12896*** -0.13044*** 

 (0.04039) (0.04051) 

Observations 188 188 

R-squared 0.09 0.10 

Number of prefecture 47 47 
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表 6－27：固定効果モデルによる分析結果（被説明変数を特許出願数/県内総生産）としたケース 

 

被説明変数 特許出願数/県内総生産 

モデル 
Fixed 

Effects 

Fixed 

Effects 

知財戦略策定後ダミー 0.00084  

 (0.01047)  

知財戦略策定後ダミー  -0.01533 

（2002 年度導入）  (0.01747) 

知財戦略策定後ダミー  0.00740 

（2003 年度導入）  (0.01391) 

知財戦略策定後ダミー  0.01640 

（2004 年度導入）  (0.02820) 

知財戦略策定都道府県ダミー -  

 (-)  

知財戦略策定都道府県ダミー  - 

（2002 年度導入）  (-) 

知財戦略策定都道府県ダミー  - 

（2003 年度導入）  (-) 

知財戦略策定都道府県ダミー  - 

（2004 年度導入）  (-) 

知財戦略策定都道府県ダミー  - 

（2005 年度導入）  (-) 

log（県内総生産） - - 

(2003 年) (-) (-) 

第１次産業比率 - - 

(2003 年) (-) (-) 

就業者増加率 - - 

(2003 年) (-) (-) 

年次ダミー（2003 年） -0.00559 -0.00559 

 (0.00497) (0.00498) 

年次ダミー（2004 年） -0.00214 -0.00160 

 (0.00501) (0.00505) 

年次ダミー（2005 年） -0.01695*** -0.01715*** 

 (0.00521) (0.00522) 

Observations 188 188 

R-squared 0.09 0.10 

Number of prefecture 47 47 
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表 6－28：変量効果モデルによる分析結果（被説明変数を対数変換後特許出願数）としたケース 

 

被説明変数 対数変換後特許出願数 

モデル Random Effects Random Effects 

知財戦略策定後ダミー 0.01884  

 (0.04309)  

知財戦略策定後ダミー  -0.09348 

（2002 年度導入）  (0.07121) 

知財戦略策定後ダミー  0.06939 

（2003 年度導入）  (0.05671) 

知財戦略策定後ダミー  0.07979 

（2004 年度導入）  (0.11487) 

知財戦略策定都道府県ダミー -0.30912*  

 (0.17110)  

知財戦略策定都道府県ダミー  -0.24251 

（2002 年度導入）  (0.41455) 

知財戦略策定都道府県ダミー  0.38854 

（2003 年度導入）  (0.34300) 

知財戦略策定都道府県ダミー  -0.54071** 

（2004 年度導入）  (0.22630) 

知財戦略策定都道府県ダミー  -0.33706 

（2005 年度導入）  (0.23905) 

log（県内総生産） 1.35954*** 1.26002*** 

(2003 年) (0.12899) (0.14184) 

第１次産業比率 -44.62940*** -44.38163*** 

(2003 年) (8.44709) (8.33708) 

就業者増加率 0.69316 4.22208 

(2003 年) (9.89342) (9.77852) 

年次ダミー（2003 年） -0.02910 -0.02910 

 (0.02049) (0.02030) 

年次ダミー（2004 年） -0.01447 -0.01077 

 (0.02068) (0.02057) 

年次ダミー（2005 年） -0.06783*** -0.06865*** 

 (0.02147) (0.02129) 

Observations 188 188 

R-squared     

Number of prefecture 47 47 

 

 

 - 139 -



表 6－29：変量効果モデルによる分析結果（被説明変数を特許出願数/就業者数）としたケース 

 

被説明変数 特許出願数/就業者数 

モデル Random Effects Random Effects 

知財戦略策定後ダミー 0.00744  

 (0.08210)  

知財戦略策定後ダミー  -0.11473 

（2002 年度導入）  (0.14636) 

知財戦略策定後ダミー  0.05709 

（2003 年度導入）  (0.11658) 

知財戦略策定後ダミー  0.11841 

（2004 年度導入）  (0.23626) 

知財戦略策定都道府県ダミー 0.05309  

 (0.80099)  

知財戦略策定都道府県ダミー  -1.10939 

（2002 年度導入）  (1.40263) 

知財戦略策定都道府県ダミー  5.60777*** 

（2003 年度導入）  (1.16239) 

知財戦略策定都道府県ダミー  -1.36516* 

（2004 年度導入）  (0.76743) 

知財戦略策定都道府県ダミー  -0.24800 

（2005 年度導入）  (0.81071) 

log（県内総生産） 2.60174*** 1.74039*** 

(2003 年) (0.60392) (0.48101) 

第１次産業比率 -67.32871* -70.49223** 

(2003 年) (39.55396) (28.27254) 

就業者増加率 -19.24200 1.85761 

(2003 年) (46.32476) (33.16340) 

年次ダミー（2003 年） -0.04494 -0.04494 

 (0.03899) (0.04173) 

年次ダミー（2004 年） -0.01716 -0.01302 

 (0.03934) (0.04228) 

年次ダミー（2005 年） -0.12962*** -0.13101*** 

 (0.04086) (0.04376) 

Observations 188 188 

R-squared     

Number of prefecture 47 47 
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表 6－30：変量効果モデルによる分析結果（被説明変数を特許出願数/県内総生産）としたケース 

 

被説明変数 特許出願数/県内総生産 

モデル Random Effects Random Effects 

知財戦略策定後ダミー 0.00150  

 (0.01057)  

知財戦略策定後ダミー  -0.01529 

（2002 年度導入）  (0.01823) 

知財戦略策定後ダミー  0.00821 

（2003 年度導入）  (0.01452) 

知財戦略策定後ダミー  0.01583 

（2004 年度導入）  (0.02943) 

知財戦略策定都道府県ダミー -0.01250  

 (0.08391)  

知財戦略策定都道府県ダミー  -0.12387 

（2002 年度導入）  (0.15890) 

知財戦略策定都道府県ダミー  0.55935*** 

（2003 年度導入）  (0.13166) 

知財戦略策定都道府県ダミー  -0.15696* 

（2004 年度導入）  (0.08691) 

知財戦略策定都道府県ダミー  -0.04689 

（2005 年度導入）  (0.09182) 

log（県内総生産） 0.26378*** 0.17457*** 

(2003 年) (0.06327) (0.05448) 

第１次産業比率 -8.35692** -8.68649*** 

(2003 年) (4.14354) (3.20196) 

就業者増加率 -1.37062 0.81331 

(2003 年) (4.85285) (3.75583) 

年次ダミー（2003 年） -0.00559 -0.00559 

 (0.00502) (0.00520) 

年次ダミー（2004 年） -0.00219 -0.00161 

 (0.00506) (0.00527) 

年次ダミー（2005 年） -0.01705*** -0.01721*** 

 (0.00526) (0.00545) 

Observations 188 188 

R-squared     

Number of prefecture 47 47 

 

 

 - 141 -



表 6－31：固定効果モデルによる分析結果（被説明変数を対数変換後商標出願数）としたケース 

 

被説明変数 対数変換後商標出願数 

モデル 
Fixed 

Effects 

Fixed 

Effects 

知財戦略策定後ダミー -0.07888*  

 (0.04367)  

知財戦略策定後ダミー  0.01989 

（2002 年度導入）  (0.07241) 

知財戦略策定後ダミー  -0.14169** 

（2003 年度導入）  (0.05768) 

知財戦略策定後ダミー  -0.07447 

（2004 年度導入）  (0.11693) 

知財戦略策定都道府県ダミー -  

 (-)  

知財戦略策定都道府県ダミー  - 

（2002 年度導入）  (-) 

知財戦略策定都道府県ダミー  - 

（2003 年度導入）  (-) 

知財戦略策定都道府県ダミー  - 

（2004 年度導入）  (-) 

知財戦略策定都道府県ダミー  - 

（2005 年度導入）  (-) 

log（県内総生産） - - 

(2003 年) (-) (-) 

第１次産業比率 - - 

(2003 年) (-) (-) 

就業者増加率 - - 

(2003 年) (-) (-) 

年次ダミー（2003 年） 0.13335*** 0.13335*** 

 (0.02074) (0.02065) 

年次ダミー（2004 年） 0.21292*** 0.21006*** 

 (0.02092) (0.02092) 

年次ダミー（2005 年） 0.26315*** 0.26420*** 

 (0.02173) (0.02165) 

Observations 188 188 

R-squared 0.56 0.57 

Number of prefecture 47 47 
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表 6－32：固定効果モデルによる分析結果（被説明変数を商標出願数/就業者数）としたケース 

 

被説明変数 商標出願数/就業者数 

モデル 
Fixed 

Effects 

Fixed 

Effects 

知財戦略策定後ダミー -0.00217  

 (0.03374)  

知財戦略策定後ダミー  0.00503 

（2002 年度導入）  (0.05652) 

知財戦略策定後ダミー  0.00572 

（2003 年度導入）  (0.04502) 

知財戦略策定後ダミー  -0.05627 

（2004 年度導入）  (0.09126) 

知財戦略策定都道府県ダミー -  

 (-)  

知財戦略策定都道府県ダミー  - 

（2002 年度導入）  (-) 

知財戦略策定都道府県ダミー  - 

（2003 年度導入）  (-) 

知財戦略策定都道府県ダミー  - 

（2004 年度導入）  (-) 

知財戦略策定都道府県ダミー  - 

（2005 年度導入）  (-) 

log（県内総生産） - - 

(2003 年) (-) (-) 

第１次産業比率 - - 

(2003 年) (-) (-) 

就業者増加率 - - 

(2003 年) (-) (-) 

年次ダミー（2003 年） 0.09364*** 0.09364*** 

 (0.01602) (0.01611) 

年次ダミー（2004 年） 0.14579*** 0.14532*** 

 (0.01616) (0.01633) 

年次ダミー（2005 年） 0.17890*** 0.17907*** 

 (0.01679) (0.01690) 

Observations 188 188 

R-squared 0.51 0.51 

Number of prefecture 47 47 
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表 6－33：固定効果モデルによる分析結果（被説明変数を商標出願数/県内総生産）としたケース 

 

被説明変数 商標出願数/県内総生産 

モデル 
Fixed 

Effects 

Fixed 

Effects 

知財戦略策定後ダミー -0.00264  

 (0.00474)  

知財戦略策定後ダミー  0.00079 

（2002 年度導入）  (0.00794) 

知財戦略策定後ダミー  -0.00357 

（2003 年度導入）  (0.00632) 

知財戦略策定後ダミー  -0.00793 

（2004 年度導入）  (0.01281) 

知財戦略策定都道府県ダミー -  

 (-)  

知財戦略策定都道府県ダミー  - 

（2002 年度導入）  (-) 

知財戦略策定都道府県ダミー  - 

（2003 年度導入）  (-) 

知財戦略策定都道府県ダミー  - 

（2004 年度導入）  (-) 

知財戦略策定都道府県ダミー  - 

（2005 年度導入）  (-) 

log（県内総生産） - - 

(2003 年) (-) (-) 

第１次産業比率 - - 

(2003 年) (-) (-) 

就業者増加率 - - 

(2003 年) (-) (-) 

年次ダミー（2003 年） 0.01279*** 0.01279*** 

 (0.00225) (0.00226) 

年次ダミー（2004 年） 0.02041*** 0.02029*** 

 (0.00227) (0.00229) 

年次ダミー（2005 年） 0.02494*** 0.02499*** 

 (0.00236) (0.00237) 

Observations 188 188 

R-squared 0.50 0.50 

Number of prefecture 47 47 
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表 6－34：変量効果モデルによる分析結果（被説明変数を対数変換後商標出願数）としたケース 

 

被説明変数 対数変換後商標出願数 

モデル Random Effects Random Effects 

知財戦略策定後ダミー -0.06904  

 (0.04415)  

知財戦略策定後ダミー  0.02032 

（2002 年度導入）  (0.07398) 

知財戦略策定後ダミー  -0.13566** 

（2003 年度導入）  (0.05890) 

知財戦略策定後ダミー  -0.06561 

（2004 年度導入）  (0.11914) 

知財戦略策定都道府県ダミー -0.21575*  

 (0.11485)  

知財戦略策定都道府県ダミー  -0.23241 

（2002 年度導入）  (0.26108) 

知財戦略策定都道府県ダミー  0.39075* 

（2003 年度導入）  (0.21508) 

知財戦略策定都道府県ダミー  -0.41491*** 

（2004 年度導入）  (0.14163) 

知財戦略策定都道府県ダミー  -0.23335 

（2005 年度導入）  (0.14958) 

log（県内総生産） 1.19918*** 1.12178*** 

(2003 年) (0.08656) (0.08878) 

第１次産業比率 -17.22332*** -16.84547*** 

(2003 年) (5.66753) (5.21805) 

就業者増加率 6.29594 9.33859 

(2003 年) (6.63833) (6.11887) 

年次ダミー（2003 年） 0.13335*** 0.13335*** 

 (0.02105) (0.02109) 

年次ダミー（2004 年） 0.21230*** 0.20991*** 

 (0.02123) (0.02137) 

年次ダミー（2005 年） 0.26169*** 0.26348*** 

 (0.02205) (0.02212) 

Observations 188 188 

R-squared     

Number of prefecture 47 47 
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表 6－35：変量効果モデルによる分析結果（被説明変数を商標出願数/就業者数）としたケース 

 

被説明変数 商標出願数/就業者数 

モデル Random Effects Random Effects 

知財戦略策定後ダミー 0.00117  

 (0.03428)  

知財戦略策定後ダミー  0.00553 

（2002 年度導入）  (0.06657) 

知財戦略策定後ダミー  0.01451 

（2003 年度導入）  (0.05301) 

知財戦略策定後ダミー  -0.05545 

（2004 年度導入）  (0.10736) 

知財戦略策定都道府県ダミー -0.04816  

 (0.21326)  

知財戦略策定都道府県ダミー  -0.29597 

（2002 年度導入）  (0.35187) 

知財戦略策定都道府県ダミー  1.26074*** 

（2003 年度導入）  (0.29099) 

知財戦略策定都道府県ダミー  -0.40458** 

（2004 年度導入）  (0.19194) 

知財戦略策定都道府県ダミー  -0.10404 

（2005 年度導入）  (0.20275) 

log（県内総生産） 0.53023*** 0.33436*** 

(2003 年) (0.16079) (0.12031) 

第１次産業比率 -17.93264* -18.31695*** 

(2003 年) (10.53026) (7.07124) 

就業者増加率 -3.88824 1.36915 

(2003 年) (12.33295) (8.29360) 

年次ダミー（2003 年） 0.09364*** 0.09364*** 

 (0.01629) (0.01898) 

年次ダミー（2004 年） 0.14558*** 0.14511*** 

 (0.01644) (0.01923) 

年次ダミー（2005 年） 0.17840*** 0.17829*** 

 (0.01707) (0.01990) 

Observations 188 188 

R-squared     

Number of prefecture 47 47 
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表 6－36：変量効果モデルによる分析結果（被説明変数を商標出願数/県内総生産）としたケース 

 

被説明変数 商標出願数/県内総生産 

モデル Random Effects Random Effects 

知財戦略策定後ダミー -0.00200  

 (0.00481)  

知財戦略策定後ダミー  0.00086 

（2002 年度導入）  (0.00880) 

知財戦略策定後ダミー  -0.00247 

（2003 年度導入）  (0.00700) 

知財戦略策定後ダミー  -0.00764 

（2004 年度導入）  (0.01418) 

知財戦略策定都道府県ダミー -0.01261  

 (0.02222)  

知財戦略策定都道府県ダミー  -0.03360 

（2002 年度導入）  (0.04046) 

知財戦略策定都道府県ダミー  0.12220*** 

（2003 年度導入）  (0.03343) 

知財戦略策定都道府県ダミー  -0.04954** 

（2004 年度導入）  (0.02204) 

知財戦略策定都道府県ダミー  -0.01934 

（2005 年度導入）  (0.02328) 

log（県内総生産） 0.04839*** 0.02842** 

(2003 年) (0.01675) (0.01382) 

第１次産業比率 -2.00336* -2.02861** 

(2003 年) (1.09716) (0.81203) 

就業者増加率 -0.02261 0.53749 

(2003 年) (1.28500) (0.95236) 

年次ダミー（2003 年） 0.01279*** 0.01279*** 

 (0.00229) (0.00251) 

年次ダミー（2004 年） 0.02037*** 0.02026*** 

 (0.00231) (0.00254) 

年次ダミー（2005 年） 0.02485*** 0.02489*** 

 (0.00240) (0.00263) 

Observations 188 188 

R-squared     

Number of prefecture 47 47 
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第6節 結論と今後の課題 

 

 本章では、各都道府県が導入している知的財産戦略の効果について、Difference in 

Differences の手法を用いて分析を行った。分析の結果、2003 年度に知財戦略を策定した都

道府県で、特許出願数、商標出願数が増加したことが示された。本稿の分析は知的財産戦略

策定の効果はすべての都道府県で現れるわけではなく、都道府県ごとに効果が違うことを示

唆する。現在の知財ブームという状況の中で、多くの各都道府県が知的財産戦略を策定して

いるが、この状況が必ずしも社会的に望ましいとは限らない。 

 ただし、本分析には以下のような限界点がある。第一に期間が非常に短い点である。本稿

の分析はデータの入手可能性の問題から、2005 年までのデータを利用して分析を行っている。

しかし、政策の効果が現れるのは 2006 年以降の可能性もあるため、今後は対年を伸ばして分

析し、効果の検証をすべきである。3第二に被説明変数に関する問題である。本分析では、知

的財産の保護の部分に焦点を当て分析を行ってきたが、政策の評価のためには知的財産の活

用にも焦点を当てなければならない。また、政策的に特許出願や商標出願を増やしたとして

も、社会的に意味のない特許や商標が増えただけであれば、意味のある政策であるとはいえ

ない。今回はこれらの点について、データの利用可能性の問題から焦点を当てなかったが、

今後の分析では知的財産の活用についても分析をする必要がある。 
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3 分析期間の問題から、固定効果・変量効果モデルの結果が最小二乗法の結果と整合的ではなか

った可能性もある。 
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第４章 まとめ 

 

第１章 地域の知財政策の現状と課題  【ヒアリング調査結果】  

  

我が国における知財政策は、２００２年１１月に、知的財産基本法が成立して以降、急速

に進展し、現在では、毎年、知的財産推進計画が策定されている。 
この知的財産推進計画は、国が策定する政策プランであるが、国の政策は、全国一律に画

一的で公平な政策を実施することには適しているものの、地域ごとに異なる地域の特性に配

慮した地域的な政策には適していない。現在は、「知的財産を活用する時代」に突入したと言

われているが、地域においては、知財活用の主体である地場産業や地方大学などの役割が重

要であり、このような地域の知的財産に対しては、国の施策よりも地方自治体の施策への期

待が大きいといえる。このような状況下、地方自治体において、知財政策を重要な地域政策

の一つとして検討することが求められており、現在では、２６の都道府県において、地域の

知的財産推進計画が策定されるに至っている。 
本調査研究では、知財政策の内、地域にとって重要な地方大学への支援策に焦点をあてて、

各都道府県における取組状況について調査を実施した。そして、地域の知財政策について、

①都道府県の知財政策に共通する施策、②地域の特性を活かした施策、の２つに分類し、ま

た、国の知財政策との役割分担という観点から、①国の施策の延長、②国の施策の補完、③

地方独自の施策、の３つに分類して分析した。そして、このような分析を踏まえて、「地域の

知財政策としての大学支援策」の在り方について考察した。 
 
（１）都道府県の知財政策に共通する施策 

 

（知財財産に関する普及・啓発） 

○知的財産に関する普及・啓発に関する施策は、ほとんどの都道府県において、知財政策

の重点施策の一つとして実施されている。特許出願の多い地域（東京都、大阪府）にお

いても、中小企業に対する施策として、知的財産の普及・啓発を推進している。 
 
○知的財産の普及・啓発の具体的な方法としては、「知財セミナーの開催」が最も多く、ほ

とんどの都道府県において実施されている。地域における知財セミナーの内容を分析す

ると、地域ごとに様々な工夫が見られ、「知識レベル別の企画」、「業種別の企画」、「知的

財産の寸劇」など、その地域の参加者のニーズを配慮した企画がなされている。 
 
○その他、「県民の発明の日」の設定（愛知県）や、「県民発明制度」の実施（鳥取県）に

より、地域において知的財産の普及・啓発を図っているところもある。 
 
（知的財産に関する情報提供） 

○知的財産に関する情報提供は、ほとんどの都道府県において、知財政策の一つとして実

施されており、知的財産の利用促進を図っている。 
 
○知的財産に関する情報提供の具体的な方法としては、都道府県のホームページを介して
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情報提供を行う方法が最も多い。情報提供の内容については、各都道府県において異な

っており、地域のニーズに配慮した内容になっているが、国の知財政策に関する情報を

提供している部分も多い。 
 
○情報提供の手段については、インターネットの他、関連機関における情報交換会（宮城

県）や関係機関の連絡会議（大阪府）等を開催することによって実施しているところも

ある。 
 

（２）地域の特性を活かした施策 

 
（外国関連施策について） 

○東京都、大阪府では、国際的な企業が多いという地域の特性に配慮して、外国出願に関

連した支援策を講じている。例えば、外国特許出願費用の助成、外国侵害調査費用の助

成などがある。最近では、東京都、大阪府以外でも、外国関連の知的財産に関する施策

を検討している都道府県もある。 
 
（模倣対策について） 

○福岡県、大阪府では、アジア地域との経済的な関係が比較的強いことから、特許製品や

登録種苗に対する模倣対策のニーズが高いという特性がある。そこで、輸入された違法

農産物に関する情報収集の実施（福岡県）、特許情報センターにおけるアジア関連情報の

充実（大阪府）などにより、模倣対策を積極的に推進しているところもある。 
 
（産業集積について） 

○宮城県、熊本県では、県外への産業の空洞化が懸念される中、地域の産業集積に資する

施策が講じられており、産業集積の推進に知財政策を活かす配慮がなされている。宮城

県の産業クラスター事業、熊本県のフォレスト構想などにおいては、産業集積の推進に

知財政策を活かす試みがなされている。 
 
（政策強化について） 

○鳥取県、北海道、愛知県では、知的財産に対する意識が比較的低く、地域の知的財産推

進計画の策定だけでは知財政策として不十分であり、更なる政策強化が求められている。

そこで、知的財産に関する条例の施行（鳥取県）、都道府県庁内における知財グループの

設置（北海道、愛知県）等により、知財政策の強化を図っている。 
 

（３）国と地方との役割分担 

 

（国の施策の延長） 

 ○国が実施している施策に対して、地方自治体が、同様な施策を実施することにより、「国

の施策の延長」として、施策の強化を図っているところがある。 

【例】出願関連費用の助成（東京都、大阪府） 
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（国の施策の補完） 

 ○国が実施している施策に関連する範囲で、国の施策が施されていない部分について、地

方自治体が施策を実施し、「国の施策の補完」をすることにより、施策の充実を図ってい

るところがある。【例】地域クラスターの周辺施策（宮城県） 

 

（地方独自の施策） 

 ○国が実施している施策とは独立して、地方自治体が、地域のニーズを配慮した上で、「地

方独自の施策」を実施しているところがある。【例】地域ブランド戦略（岐阜県） 

 

（４）地域の知財政策と大学支援策との関連性 

  
○都道府県から地方大学への支援策は、現在、まだ十分に実施されていない状況にある。

しかしながら、ヒアリング調査を行うと、徐々に施策が講じられつつあることがわかる。 
 
 ○知的財産の普及・啓発については、大学向けの知財セミナーの実施（愛知県）や、大学

等に対する対話型特許調査の実施（香川県）などにより、地方大学向け支援策を実施し

ているところがある。 
 
 ○知的財産に関する情報提供については、特許情報センター等における大学に向けた知財

情報の充実（大阪府）や、大学発の発明を多く盛り込んだ技術シーズ集の作成（愛知県）

などにより、地方大学向け支援策を実施しているところがある。 
  

第２章 地域の知財政策に関する質問票調査  【アンケート調査結果】 

  

○産学連携の推進のための制度整備は、当初は国が中心となって進められてきた。現在で

は、これに加え、地方自治体が主体となり、支援制度を整備しつつある。産学連携の主

体は、その受け手が企業である一方で、技術開発の担い手は大学や公設試験研究所であ

り、実際に制度を利用し、技術開発を行う主体でもある。知財関連の支援政策は、その

制度自身が施行されて間もなく、制度に対する具体的な評価についてまだ十分な検討が

行われていない。 
 

○そこで、各制度に対する評価を明らかにする目的で質問票調査を実施した。実施した期

間は 2007 年１月～２月にかけてである。対象は公設試験研究所、大学等、７０４組織

である。回答数は 233 件であり、回収率は３３％であった。質問内容は、知的財産政策

に関する評価と産学連携の成功事例に対する政府・地方自治体の施策の関与度合等であ

る。 
 
（知財政策に対する印象） 

○知財政策の印象を人的、物的、資金的に分けて聞いた結果は、いずれの支援においても

半分近い組織において役だっているとの結果となった。回答組織別に、国の政策、都道

府県の政策に対する評価を見た結果は、国の政策は大学からの評価が高く、都道府県の
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政策の評価は公設試験研究所からの評価が高くなっている。ただし、都道府県の政策に

対する公設試験研究所からの評価で、物的支援のみ、大学からの評価の方が相対的に高

くなっている傾向がみられた。 
 
（知的財産推進計画に対する評価） 

○知財推進計画に対する評価は、５０％近い組織で、「有益」「やや有益」との評価が得ら

れたが、これも組織別に集計すると公設試験研究所よりも大学の方が、評価が高くなっ

ている。公設試験研究所は、地域産業振興のために様々な活動をしているが、この結果

からみると、現在の施策は公設試験研究所のスキームになじんでいない可能性が指摘で

きる。一方で、地方自治体の知財推進計画を有する都道府県に属する組織にその印象を

聞いたところ、公設試験研究所の回答は、国の評価よりもやや高い評価を得た。 
 
○回答の自由記述欄には、知財となじみのない活動内容であるとの指摘がみられた。大学

も公設試験研究所も、取り扱う技術の分野は多様である。この中で、知財に対する意識

の低い分野については、今後知財政策を進めるべきか否かを含め、どのような推進計画

を立案するかを検討する必要があろう。 
 
（技術移転の成功事例） 

○技術移転の成功事例について質問した結果、大学では医薬品工業、公設試験研究所では

食品工業の連携を成功とするケースが多かった。成功事例に対する外部組織の関与では、

大学は国の、公設試験研究所では都道府県庁・他の公設試験研究所との連携が多くみら

れた。都道府県は、製品開発、権利化の過程で各成功事例に関与をしており、ハンズオ

ンで技術開発と技術移転を振興していることが伺える。大学の持つ知識の産業での重要

性は産業によって異なるとの調査結果があるが、地域振興の視点では、地域の地場産業

や中小企業をいかにして振興するかが重要な鍵となる。ハンズオンによる手厚い支援は、

地域産業を振興するための方策の一つであることが伺えよう。 
 

第３章 地域の知財政策に関する計量分析  【計量分析結果】 

 
○ここでは公開データを用いて、2003 年から各地方自治体で進められてきた知的財産推進

戦略がどのようなインパクトを持つのか、計量経済学の手法を用いて分析する。各都道

府県の知財戦略は 2002 年度に福岡県「福岡県農産物知的財産戦略」、鳥取県「島根県知

的財産活用戦略」が策定され、2003 年度に東京都「中小企業の知的財産活用のための東

京戦略」には大阪府「大阪府知的財産戦略指針」、秋田県「秋田県知的財産戦略」、北海

道「北海道知的財産戦略推進方策」、愛知県「あいち知的財産創造プラン」などが策定さ

れた。それ以降にも福島県、群馬県、栃木県、茨城県、埼玉県、福井県、長崎県でおい

て知的財産戦略が策定さ、2006 年まで 22 都道府県において知的財産戦略が策定されて

いる。同時に 15 県において、今後知的財産戦略を策定予定であり、知的財産戦略策定

の動きは全国に広がりつつある。そのメニューは多岐に渡るが、知的財産権の創造、保

護、活用を推進し、地方経済を活性化させる、という目的は共通している。 
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○ただし、これらの知財政策が有効であったかどうか、未だに計量的分析が行われていな

いのが実情である。本章ではある一定の限界はあるものの、現時点で入手可能なデータ

を使って、各地方自治体の知的財産推進戦略が特許出願数、商標出願数にどのような影

響を与えたかを分析する。分析では近年、政策評価に関する分析として広く利用されて

きた、Difference in Differences Analysis（差分の差分法）を使う。この手法は従来の

計量経済分析手法を応用することにより政策効果をより正確に推計することができ、労

働、医療など、幅広い政策の効果を推計するケースで利用されている。 
  

○分析の結果は以下の通りである。第一に、知的財産推進戦略を策定した都道府県の特許

出願数、商標出願数に統計的に有意な上昇が見られた。第二に、知的財産推進戦略を策

定した年度ごとに都道府県を分けて、知的財産推進計画の効果を推計したところ、2003
年度に知的財産推進計画を策定した都道府県のみで有意に特許出願数、商標出願数が増

加することが確認された。この結果は先進的な都道府県のみで知的財産推進計画が効果

を持つことを意味し、必ずしもすべての都道府県で知的財産推進計画が効果を持つとは

限らないことを示唆する。 
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第５章 地域の知財政策に関するガイドライン策定に向けて  －提言－ 

 
○本報告書における第１章～第３章に示された分析結果に基づいて、地域の知財政策を策

定する際に配慮すべき事項について考察し、今後、地域の知財政策を企画・立案する際

に配慮すべき事項について提言した。また、この提言は、「地域の知財政策に関するガイ

ドライン策定」に資する有益な基礎資料として整理した。 
 

（１）都道府県の知財政策に共通する施策 

 

（知財財産に関する普及・啓発） 

○知的財産に関する普及・啓発に関する施策は、ほとんどの都道府県において実施されて

おり、必要性の高い事項であることから、今後、地域の知財政策の企画・立案において、

必ず実施すべき必須項目として位置づけることが重要である。 
 
○知的財産に関する普及・啓発の具体的な手法としては、知財セミナーの開催が最も一般

的な方法であり、その評価も高いことから、今後、地域の知財政策の企画・立案におい

ても、知財セミナーの開催を積極的に計画することが重要である。 
 
○知財セミナーの開催に関しては、国が主催する知財セミナーと地方自治体が主催する知

財セミナーとの間で調整が重要である。両者で重複した内容のセミナーを同時期に開催

した場合、施策の効果が十分に発揮できないこととなるので注意を要する。 
 
○国と地方自治体の知財セミナーの重複を排除するためには、国と地方自治体が共催して

知財セミナーを実施するという手法がある。ただし、国と地方自治体の各々の長所を十

分に生かすためには、国はミニマムな内容、地方自治体は地域のニーズに配慮した内容

の知財セミナーを開催することが最適な手法である。 
 
○知財セミナー以外の手法としては、「県民の発明の日」（愛知県）などを設定して、知財

の普及・啓発を図っているところや、「県民発明制度」（鳥取県）により県民の発明を奨

励しているところもある。これについては、地域によって様々な取組が行われているの

で、地域間の情報交換を積極的に行うことによって、地方自治体同士でも、お互いに有

益な政策については、その情報を共有することが大切である。 
 
（知的財産に関する情報提供） 

○知的財産に関する情報提供は、ほとんどの都道府県において実施されており、重要な施

策の一つであることから、今後、地域の知財政策の企画・立案においても、必ず実施す

べき必須項目として位置づけることが重要である。 
 
○知的財産に関する情報提供の具体的な方法は、都道府県のホームページを介して情報の

提供を行う方法であるが、情報提供に対するニーズは、各都道府県において異なること

から、地域のニーズに対応した必要性の高い情報を選択して提供することが必要である。 
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○都道府県のホームページでは、国の知財政策に関する情報を提供している部分も多い。

日本全体に知的財産の普及・啓発がまだ十分でない現状を鑑みると、国の情報を地方自

治体においても情報提供することにより、国の情報へのアクセスを促進・容易化するこ

とは、知的財産の普及・啓発を推進する上で有益な手段であるといえる。 
 
○最近の知財政策（国の施策）は、制度改正等、変化のスピードが速いので、地方自治体

においては、内容の漏れや更新の遅れがないように配慮することが大切である。このた

め、「国と地方自治体の間の情報交換」について、十分に実施することが大切である。 
 
（２）地域の特性を活かした施策 

 

○地域の特性を活かした施策については、各地域で様々な取組が行われているので、地方

自治体同士でお互いに情報を共有することは非常に有益である。上記「国と地方自治体

の間の情報交換」のみならず、地方自治体間の情報交換についても積極的に実施するこ

とが大切である。 
 
○地域の特性を活かした施策について情報交換を行う際には、各施策について必要な分析

を施すことにより、情報を活用しやすく整理した上で情報提供を行うことが大切である。

本報告書では、地域の特性を活かした施策について、外国関連施策、模倣品対策、産業

集積策、政策強化策など、知的財産の特徴や政策の課題などに応じて区分して分析を行

っており、このような方法による情報の整理も一案であると考えられる。 
 
○地方自治体間の情報交換については、国の役割が重要である。各地の地方自治体の情報

を広く共有したいときに、地方自治体が１対１の情報交換を実施していたのでは、情報

の共有化は非効率である。今後は、国が中心になって、各地域の特性を活かした政策を

調査して分析を行い、その情報を地方自治体に広く提供することが必要である。地方自

治体の取組に関する情報の分析・提供を、国が中心になって推進することは、今後の地

域の知財政策の発展にとってきわめて有益であると考えられる。 
 
（３）国と地方との役割分担 

 

○国の政策は、全国一律に画一的で公平な政策を実施することには適しているものの、地

域ごとに異なる地域の特性に配慮した地域的な政策には適していない。現在は、「知的財

産を活用する時代」に突入したと言われているが、地域においては、知財活用の主体で

ある地場産業や地方大学などの役割が重要であり、このような地域の知的財産に対して

は、国の施策よりも地方自治体の施策への期待が大きいといえる。 
 

○知財政策は、比較的新しい政策であることから実績も少なく、国と地方の役割分担が明

確に整理されているとは言い難い状況にある。しかしながら、今後、知財政策を無駄な

く有効に実施するためには、国と地方の役割分担を明確にした上で施策を推進すること
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が必要不可欠である。 

 

○地域の特性を活かした施策について情報交換を行う際には、各施策について必要な分析

を施すことにより、情報を活用しやすく整理した上で情報提供を行うことが大切である。

本報告書では、地域の特性を活かした施策について、外国関連施策、模倣品対策、産業

集積策、政策強化策など、知的財産の特徴や政策の課題などに応じて区分して分析を行

っており、このような方法による情報の整理も一案であると考えられる。 
 

○国と地方の役割分担を推進するためには、現状を踏まえて役割分担の在り方を分析し、

政策の分類・整理をした上で実施することが必要である。本報告書では、国と地方自治

体の役割分担について、①国の施策の延長、②国の施策の補完、③地方独自の施策など

に応じて区分して分析を行っており、このような方法による政策の整理も一案であると

考えられる。 
 
 
（４）地方における知財政策と大学支援策との関連性 

  
 ○地方大学は、地方における知的財産の創出主体として重要な役割を担っていることから、

地域の知財政策として、その支援策を実施することはきわめて重要なことといえる。今

後は、地域における知財政策の中に、地方大学への支援策を重要課題の一つとして位置

づけ、その具体的施策について十分に検討することが大切であると考えられる。 

 

 ○地方における知財政策として大学支援策を実施する際には、本報告書で示されているよ

うな「地域の特性を活かした知財政策の在り方」を十分に考慮して実施することが重要

である。 
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地域の知財政策のガイドライン（イメージ） 
 

 

 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

１．都道府県の知財政策に共通する施策

（１）知的財産に関する普及・啓発

（２）知的財産に関する情報提供

２．地域の特性を活かした施策

（１）各都道府県の間の情報交換

（２）国と地方自治体の間の情報交換

３．国と地方の役割分担

（１）国の施策の延長

（２）国の施策の補完

（３）地方独自の施策
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研究体制、研究スケジュール等 

 

 

１．研究の目的

 

国レベルでの知財政策については、知的財産推進計画（知的財産戦略本部）を始め、様々

な取組が行われているが、地域レベルの知財政策については、各地域において、まだ、十分

な実施計画が策定されていないところが多い。 

本調査研究では、地域の知財政策の成功事例に対する調査分析、及び、知財政策の効果の

検証に基づいて、地域の知財政策ガイドラインを提示することにより、地域の知財政策の策

定を推進することを目的とする。 

 

２．研究体制 

 ○特許庁研究事業として、（財）知的財産研究所による支援を受ける。 

○調査研究は、研究協力者（次頁）の協力により実施する。 

○アンケート及びヒアリング（一部）は、（財）未来工学研究所に委託。 

 

３．研究スケジュール 

（１）委員会（７月、１０月、１２月）、公開シンポジウム（２月） 

（２）ヒアリング調査（８月～１２月） 

（３）アンケート調査（１０月～１２月） 

 項目 ６

月 

７

月

８

月

９

月

10 

月 

11 

月 

12 

月 

１ 

月 

２ 

月 

３ 

月 

全体委員会開催  ●    ●   ●  

公開セミナーの開催          ● 

中間報告会（支援機関主催）      ○     

研究成果報告会（特許庁主催）          ○ 

特許庁への報告書の提出          ○ 

                         ＜――ヒアリング調査――＞ 

                                  ＜アンケート調査＞ 

 

＜ヒアリング先＞ 

①北海道、②岩手県、③宮城県、④愛知県、⑤岐阜県、⑥京都府、⑦滋賀県、⑧鳥取県、

⑨広島県、⑩徳島県、⑪香川県、⑫佐賀県、⑬大分県、⑭熊本県、⑮沖縄県 

＜アンケート先＞ 

大学、公的研究機関、ＴＬＯ、等 

 



 

 

研究協力者リスト 

 

 

 

東  三鈴  政策研究大学院大学 助教授 

 

安念 潤司  成蹊大学法科大学院 教授 

 

岡本 薫   政策研究大学院大学 教授 

 

奥村 浩康  情報科学芸術大学院大学 

 

加藤 浩   政策研究大学院大学 助教授 

 

久米 良昭  宇都宮共和大学シティライフ学部 教授 

 

佐伯 浩治  政策研究大学院大学 教授 

 

田中 誠   政策研究大学院大学 助教授 

 

鶴田 大輔  政策研究大学院大学 助教授 

 

長谷川 光一 財団法人 未来工学研究所 研究員 

 

藤田 政博  政策研究大学院大学 助教授 

 

◎福井 秀夫  政策研究大学院大学 教授（知財ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑ ﾃﾞｨﾚｸﾀｰ） 

 

森田 玉雪  政策研究大学院大学 講師 

 

八木 孝雄  大塚製薬株式会社 知的財産部 課長 

    

                 

 

◎：研究代表者（敬称略 五十音順） 

 
 




